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1

はじめに

　ベトナム共産党第13回全国代表者大会（以下，党大会）は，500万人を超える
党員を代表する1587人の参加を得て，2021年1月25日から2月1日まで開催され
た。党大会は党の最高指導機関であり，通例では5年に1度開催される。その基
本的な任務は，前回党大会決議の実施結果の評価，および次の任期における党の
路線および政策の決定を行い，中央執行委員会を選出することである。
　今大会の特徴として，前回第12回党大会決議の実施結果の評価のみならず，
2011年の第11回党大会で採択された10カ年発展戦略1），党の目標・路線・任務
を定めた基本文書である党綱領2），さらに1986年以来のドイモイ事業の実施に
ついて全般的な評価が行われたうえで，今後5年および10年の目標と発展の方向
性に加え，2045年に向けた長期的な目標とビジョンが示されたという点があげ
られる。具体的な目標は，国の重要な節目にあわせ，国際的な基準に沿って次の
ように定められた。
・南部完全解放および国土統一50周年を迎える2025年までに，近代志向の工業

「繁栄と幸福」への模索
―第13回党大会にみる発展の方向性と課題―

藤田 麻衣

序章

1）正式な名称は「2011 ～ 2020年経済・社会発展戦略」である。
2）1991年の第7回党大会で採択された「社会主義への過渡期における祖国建設綱領」（1991年党綱領），

および2011年の第11回党大会で採択された「社会主義への過渡期における祖国建設綱領（2011年補
充，発展）」（2011年党綱領）。2011年の第11回党大会では，1991年党綱領が以後20年の変化を盛り
込む形で補充，発展され，2011年党綱領として採択された。詳細は寺本（2012）参照。
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2

を有し，下位中所得レベル3）を超えた発展途上国となること
・党設立100周年を迎える2030年までに，近代的工業を有する上位中所得レベル
の発展途上国となること
・建国100周年を迎える2045年までに，高所得の先進国となること
　このような野心的な発展目標に加え，目指される国の姿として「繁栄した幸福
な国」というビジョンも掲げられた。
　ドイモイ路線の正式な採択から35年を経て，ベトナムは国際的に孤立した世
界の最貧国の1つから積極的に国際参入を進める中所得国へと変貌を遂げた。そ
の成果は国際的にも認知される一方で，新たな企業や経営主体の成長，社会構造
の変化，対外関係の拡大といった多様な動きが生じ，各分野においてベトナムが
抱える問題も複雑さを増している。今後，ベトナムが新たな段階に向けて歩みを
進めるうえでは，技術変化，人口高齢化，環境問題や気候変動といった新たな課
題への対処も重要性を増すものと想定される。こうしたなか，ベトナムがいかに
政治や社会の安定を維持し，上掲のような野心的な目標に向けて急速かつ持続可
能な発展を実現しようとしているのかが注目される。
　本書の目的は，第13回党大会の結果を多面的に分析することを通じて，ベト
ナムの発展の方向性を明らかにすることである。政治，経済，社会にかかわる基
本路線の概要，および党・国家運営を担う新指導部の特徴を整理，分析すること
が中心となるが，可能なかぎり党大会前後の各分野の状況もあわせて考察し，予
想される課題や今後の展望についても論じたい。

第13回党大会に至る経緯1

　本節では第13回党大会に至る経緯を概観する。初めにドイモイの初期の展開

3）第13回党大会時点での世界銀行の分類によれば，低所得国は1人当たり国民総所得（GNI）が 1035
ドル未満の国，下位中所得国は 1035 ～ 4045ドルの国，上位中所得国は 4046 ～ 1万2535ドルの国，
高所得国は1万2535ドル超の国である（Hamadeh, Van Rompaey and Metreau 2021）。ベトナム
の2020年の1人当たりGNIは2660ドルであり（World Bank Open Data n.d.），下位中所得国と分
類される。
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序章　「繁栄と幸福」への模索―第13回党大会にみる発展の方向性と課題―

をみたうえで，第13回党大会につながる重要な動きが生じた2つの時期，すなわ
ち2011年の第11回党大会前後の時期（2000年代後半～ 2010年代前半），および
第12回党大会以降（2010年代後半～ 2020年まで）に焦点を当てる。

1-1．ドイモイ初期の展開
　ベトナムは1986年の第6回党大会においてドイモイ路線を正式に採択した。
1976年以降，全国規模で実施された本格的な社会主義建設は，計画経済に基づ
く経済運営や重工業建設を性急に推し進めようとするものであった。しかし，生
産意欲の減退や国家財政の深刻な悪化がもたらされ，自然災害や援助の減少もあ
いまって経済は危機的状況に陥る。こうした苦境を経て4），それまでの「貧しさ
を分かち合う社会主義」からの訣別を意味する「発想のドイモイ」が提起される
に至ったのである（古田 2009, 233）。
　第6回党大会では，経済的困難をもたらした過去の路線についての分析が行わ
れたうえで，社会主義がきわめて短期間で実現できるという発想から訣別し，社
会主義に至る過渡期はいくつもの段階からなる長期的な過程であるという認識が
示された。そして，非社会主義的セクターも含む多セクターからなる経済体制の
適用，食糧・食品，日用消費物資，輸出品の生産の重視，「商品－貨幣関係」5）に
基づく経済管理方式への移行，国際分業への参加の推進が提唱された（古田

1996；2009）。以後，農業や通貨・価格などの分野で改革が実施に移されていく
こととなる。
　1980年代末から1990年代初頭にかけて，東欧諸国およびソ連において社会主
義政権が相次いで崩壊したことで，ベトナムは主要な貿易相手国および援助提供
国を失う危機に直面するとともに，なぜ社会主義への道を堅持するのか，どのよ
うな社会主義を目指すのか，という問いを突きつけられることとなる。1991年
の第7回党大会では，「社会主義への過渡期における祖国建設綱領」が採択され，

4）1979年以降，窮状を打開するために部分的な改革が導入されたものの，これらの試みが効果ととも
に混乱ももたらすなかで，改革を逆行させようとする動きも生じた。指導者の間で経済改革の路線を
めぐる論争が繰り広げられた末，第6回党大会において正式にドイモイ路線が採択されることとなった。

5）この段階では「市場メカニズム」という語は使用されていないが，それに相当する表現である（古田
1996, 77）。「市場メカニズム」の語は1991年の第7回党大会から用いられるようになった。
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4

ベトナムが目指す社会主義社会の特徴が示されるとともに，社会主義への道を導
く共産党の思想的基盤および指針として，マルクス・レーニン主義にホーチミン
思想が加えられた。
　1990年代前半までには，初期の経済改革の効果が表れ始めた。さらに，カン
ボジア和平の成立と中越関係の正常化を背景として，近隣諸国や西側先進諸国に
よる援助や貿易・投資も拡大に向かい，インフレの鎮静化や経済成長率の上昇が
実現することとなる。1990年代半ばには，指導部は次なる課題としての経済的
テイクオフを目指す段階に入りつつあるという認識を示した。1996年に開催さ
れた第8回党大会では，「工業化・近代化」を推し進める時代に移行していると
の判断とともに，2020年までにベトナムを基本的に工業国にするよう努力，奮
闘するという方針が掲げられた（白石 1999, 36-37）。
　対外関係では1995年にアメリカとの国交正常化とASEANへの加盟が実現し
ていたが，2000年代に入ると国際経済参入の進展とともに経済改革も新たな展
開をみせていく。その幕開けとなった2001年の第9回党大会では，ベトナムが
発展させようとしている経済体制を指す語として「社会主義志向市場経済」が用
いられること，それは市場メカニズムにしたがって機能し，国家の管理をともな
う社会主義志向の多セクター経済であり，国家経済が主導的役割を維持すること
が定められた。国際経済参入によって外的な力を利用しながら急速，効率的かつ
持続可能な発展を実現するという方針も示された。
　具体的な展開としては，アメリカとの通商協定が2000年7月に調印され，
2001年12月に発効した。2001年には国際経済参入についての政治局決議が採
択された。以後，世界貿易機関（WTO）への加盟交渉を加速させる方針も出され，
交渉過程における貿易・投資の自由化の約束や市場経済のルールに沿った法制度
整備を経て（藤田 2006），2007年に加盟が実現した。
　以上のようなドイモイ初期の展開を背景として，2000年代までに経済は大き
な変貌を遂げた。初期の改革の要となった農業は著しい生産の拡大と生産性の向
上を実現し，国内の食糧不足の解消と輸出拡大に貢献する重要な経済部門へと成
長した（坂田 2013）。工業は農業をも上回る成長を記録し，経済全体の成長の主
導役となった。とくに国際経済参入が進んだ2000年代には繊維・縫製品や靴な
どの軽工業の輸出が急拡大を遂げ，農業から工業への経済構造の転換が進展した 
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序章　「繁栄と幸福」への模索―第13回党大会にみる発展の方向性と課題―

（Fukase 2013; Pincus 2015）。

1-2．第11回党大会前後の動きと露呈した問題
　順調に発展段階を進めてきたかにみえたベトナムであるが，2010年前後から
経済成長の持続可能性に対する疑念が浮上し，2011年の第11回党大会では「経
済成長モデルの刷新」が打ち出されることとなる。この方針は第13回党大会に
先立つ10年間，およびそれ以降のベトナムの発展の方向性と密接にかかわるため，
問題の背後にあるドイモイ下の政治・経済の変化を含め，やや詳しく経緯をみて
いくこととしたい。
　成長の持続可能性への疑念が浮上した直接の契機は，WTO加盟前後の海外投
資の流入がもたらしたマクロ経済の不安定化に2008年以降の世界的不況の影響
が加わり，経済が停滞に陥ったことであった（藤田 2017）。加えて，大規模国有
企業グループの経営破綻危機，金融機関の不良債権問題，財政の悪化といった問
題も相次いで露呈し，ベトナム経済が構造的な脆弱性を抱えているのではないか
という危機感が高まった。
　この時期に行われた一連の研究は，旧来の成長モデルが有効性を失いつつある
ことを明るみに出した。それまでの成長を牽引した要因の1つは低コストの労働
力であったが，労働生産性の伸びは低水準にとどまり，農業から工業・サービス
への構造転換に依存していた（Ketels et al. 2010）。もう1つの要因は集中的な投
資であったが，とくに2000年代半ば以降，投資の効率性は顕著に低下した（Ohno 

2009）。脆弱なガバナンス構造のもと，大規模国有企業が無謀な事業拡張や多角
化を行い，中央省庁や地方政府がインフラなどへの公共投資を無秩序に拡大させ
たことが背景にある（Pincus 2015; Vu Thanh Tu Anh 2016）。
　こうした諸現象は，政治の問題とも構造的にかかわっていた。ドイモイ下の経
済発展のプロセスは，急速な貧困削減を実現する一方，資源や情報へのアクセス
に優位をもつ国家幹部やその関係者が不相応に大きな利益を手にする機会をも増
大させてきた6）。非効率な公共投資や金融機関の不良債権などの問題の根幹には

6）とくに2000年代には大臣級や次官級の幹部までが絡む汚職事件やスキャンダルが続発し，2006年に
は当時のグエン・タン・ズン首相が長を務める中央汚職防止指導委員会が設置されたが，状況の改善
にはつながらず，手詰まり感が広がっていた。
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国有企業を引き続き優遇する政府の政策があったと考えられるが，その背後には，
国有企業が党・国家幹部のパトロネージ・ネットワーク構築の場となっている実
態が存在した（Le Hong Hiep 2013）。有力企業の実質的な支配者グループは，
国家権力と癒着し，既得権益を脅かす改革を阻害する反対勢力となってきた7）。
政府直属の大規模国有企業の統合・多角化を推し進めてきたのは2006年に首相
に就任したグエン・タン・ズンであったが，ズン自身これらのグループと深い関
係があるとみられていた（Fforde 2012）。 
　2011年には第11回党大会が開催され，量のみならず質・効率性・持続性をも
重視する方向へと経済成長モデルの転換を図る方針が打ち出された。さらに，党
大会後の経済情勢の悪化を受け，同年の第13期第2回国会で採択された5カ年経
済・社会発展計画では，国有企業，金融セクター，公共投資という3つの重点領
域における経済構造再編を集中的に推進するという方針が掲げられた（寺本・藤

田 2012）。
　だが，経済構造再編は遅々として進まなかった。2011年以降も大規模国有企
業や金融機関にかかわる汚職事件の摘発が相次ぎ，経済は低迷を続けた。経済運
営の失敗などをめぐってズンへの批判は強まり，党内には深刻な分裂や対立が生
じるに至った（石塚 2017, 30-31）。汚職の蔓延に加え，ドイモイ開始以降の共
産党支配の正統性の礎の1つとなってきた経済パフォーマンスの不振は，党に対
する国民の信頼を大きく傷つける結果となった（Le Hong Hiep 2012；2013）。

1-3．第12回党大会以降の変化
　混迷が深まるなかで2016年，第12回党大会が開催された。同大会で採択され
た基本方針における優先課題は，汚職撲滅に重点を置く「党建設」であった。こ
れは党指導部が深刻な汚職の現状を自らの問題としてとらえ，リーダーシップを
とって取り組もうとする姿勢の反映であったとみられる（石塚 2017, 27）。経済
面では経済成長モデルの刷新を中心に第11回党大会の方向性が継承されたが，
「2020年までに基本的に近代志向の工業国となるよう努力する」という目標に

7）“VN cần Đổi Mới 2 và cải cách thể chế”［ベトナムは第2のドイモイと制度改革が必要］. BBC News Tiếng 

Việt［BBCベ ト ナ ム 語 ニ ュ ー ス ］2015年8月25日（https://www.bbc.com/vietnamese/
vietnam/2015/08/150825_ledangdoanh_doimoi_2, 2021年12月閲覧）.
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序章　「繁栄と幸福」への模索―第13回党大会にみる発展の方向性と課題―

かかわる指標や基準の多くは達成できなかったとの認識が示され，この目標につ
いて時期の明示がなくなった。同大会ではまた，書記長のポストをめぐるズンと
の抗争を制したグエン・フー・チョンの留任が決定した。以後5年間，チョン書
記長を頂点とする第12期指導部のもと，政治と経済のそれぞれにおいて重要な
変化が生じていくこととなる。
　政治面では，党が指導力を回復・強化し，反汚職闘争を強力に推進することに
よって国民の党に対する信頼を一定程度回復するという成果をあげた。すでに第
11期中の2013年，中央汚職防止指導委員会は政治局直属の組織に改組され，
2016年以降には，ほかの党・国家機関や公安と連携して本格稼働を始める（石

塚 2021）。チョンは聖域なき反汚職闘争を掲げ，現役および退職後の多くの高
級幹部に対する懲戒処分や刑事司法手続きを矢継ぎ早に実現させた。その対象に
は政治局員や中央委員，軍や公安の幹部，ベトナム版「太子党」である有力者の
子弟なども含まれていた。このように，深刻な汚職が疑われる事件がつぎつぎと
調査の対象となり，高級幹部に対する処分・処罰が相次いで実現したのは例のな
いことであり，国民の間では好意的に受け止められた8）。党員・幹部の質を高め
るため，人事に関する基準の明確化や手続きの厳格化などにかかわる規定の整備
も進められた。
　経済面の最大の成果は，マクロ経済の安定化と成長の両立が達成されたことで
ある。民間セクターと外資セクターを原動力として2018 ～ 2019年には7％超の
高成長が実現した。2017年，政治局は民間企業振興などについての決議を採択し，
政府は企業の経営環境の改善に注力した。自動車生産などの重要産業に参入し，
国を代表する大企業として名を連ねるビングループのような民間企業が出現した
ことは，ドイモイ下でも民間企業の発展が遅れていたベトナムにおいて画期的で
あった9）。電子産業などでは外資企業の主導で輸出が急拡大し，農業から工業・
サービス業への構造転換も加速した。経済構造再編も一定の進展をみせ，国有企

8）2020年1月に公表された「ベトナム腐敗バロメーター」報告書（Towards Transparency 2020）で
は，回答者の約半数が政府の汚職撲滅への取り組みが有効であると考えていることが示されたが，こ
れは3年前の約2割と比べると大きな前進であった。

9）トラン（2010）は，中国と比較したベトナムの特徴として，民間企業振興に慎重すぎて国有企業の
役割が維持されたことをあげている。
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業の本業以外への投資の撤退，危険水域に接近していた公的債務指標の改善など
の成果があった。所得水準は向上し，経済規模でも東南アジア地域における順位
は上昇しつつある10）。
　以上のように，2010年代前半に顕在化した党の指導力の低下および経済の停
滞はひとまず改善をみた。だが課題も残る。政治面では，長年にわたりベトナム
の政治・経済社会システムに根付いた汚職は依然として深刻な状況にあり，不適
格な党・国家幹部の任用についても大きく是正されたとは言い難い。体制批判と
みられる言論への体系的な抑圧に対し国際的な批判が集まるなど，統制の強化に
ともなう問題も指摘される（石塚 2021）。経済面では，輸出を中心として外資企
業への依存度の高まりに加え，外資企業の技術水準の低さや国内企業とのリンケ
ージの乏しさという問題がある。国内民間企業振興を主眼とした経営環境の改善
は期待されたほど進んでいない一方11），新たに台頭した大規模民間企業が政策に
影響を与える「利益グループ」と化しているのではないかという懸念も生じてい
る（Towards Transparency 2020）。社会面では，統計が示す以上に所得や生活
水準の格差が拡大している可能性が懸念されることに加え（荒神 2018），環境汚
染，自然災害や気候変動の影響も深刻化し，切迫した問題となっている。

10）国際通貨基金（IMF）の「世界経済見通し」によれば，2020年のベトナムの 1人当たり GDPは
3497.51 ドル，GDP規模はインドネシア，タイ，フィリピンに次いで東南アジアで4位となる3406
億ドルと見込まれた（“Triển vọng tích cực kinh tế Việt Nam 2020-2021”［2020～ 2021年のベトナム
経済の積極的展望］. Báo Nhân Dân điện tử［人民紙電子版］2020年10月24日，https://nhandan.vn/
nhan-dinh/trien-vong-tich-cuc-kinh-te-viet-nam-2020-2021-621765/，2021年12月閲覧）。た
だし，党大会に先立ちGDPの再評価が行われ，2010～ 2017年の数値について平均25.4％もの上方
修正がなされたことには留意が必要である（藤田 2021）。

11）“Cải cách môi trường kinh doanh vẫn chậm”［経営環境の改善は依然として遅れ］. VnEconomy 2021年4
月20日 （https://vneconomy.vn/cai-cach-moi-truong-kinh-doanh-van-cham-646333.htm，
2021年12月閲覧）.
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序章　「繁栄と幸福」への模索―第13回党大会にみる発展の方向性と課題―

本書のねらいと各章の概要2

　前節でみたように，第13回党大会に先立つ5年間は，政治および経済の両面で
重要な変化が生じた時期であった。このような国内の動きに加え，ベトナムを取
り巻く情勢も新たな展開をみせる。なかでも，大国間の対立や保護主義的傾向の
強まり，第4次産業革命の進展，気候変動や環境汚染，新型コロナウイルスの感
染拡大とその世界経済へのインパクトといった趨勢は，今後のベトナムの命運を
左右しうると考えられる。ベトナムが次なる発展段階に向け歩みを進めるうえで
は，新たな課題への対処も求められる。科学技術やイノベーションの促進や高度
な人的資源に対する要請は高まり，格差への対応や社会保障制度の整備，人口高
齢化への備えも求められよう。被援助国からの卒業にともない12），開発のために
商業ベースで国内外の民間資金を獲得していくことの必要性も増すものと想定さ
れる。
　第13回党大会は，このような局面で開催され，今後5年および10年の目標と
発展の方向性に加え，2045年に向けた長期的な目標とビジョンを示した。本書
のねらいは，このような第13回党大会の結果の多面的な分析を通じて，今後の
ベトナムの発展の方向性を明らかにすることにある。
　その際，まずポイントとなるのは，過去における取り組みの総括である。各分
野においてどのような変化が生じ，党は自らの取り組みの結果をどのように評価
したのか，残された課題は何か，といった点は，今後のベトナムの方向性を理解
するうえでの基盤となる。具体的には，今大会における総括の対象となる過去5
年ないし10年の当該分野の状況や，党・政府の取り組みを考察し，到達点を明
らかにすることを試みる。
　そのうえで，ベトナムの今後の発展の方向性を整理，分析することが本書の柱
となる。政治，経済，社会の各分野における基本路線はどのようなものであり，
これまでの路線と比べて何が新しいのか，党・国家運営を担う新指導部にはどの
ような特徴があるのかを示すことが中心となる。また，各分野における政策の具

12）ベトナムは2017年に国際開発協会（IDA）の卒業国となった。
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体化に向けた動きなどについても可能なかぎり分析を行い，予想される課題や今
後の展望についても論じていきたい。
　次章以下，本書は政治，経済，社会の各分野を扱う5つの章から構成される13）。
各章の概要は次のとおりである。
　第1章（石塚論文）は，第13回党大会と第15期国会議員選挙，およびそれらに
ともなって行われた党と国家機関の主要人事の考察を行う。第13回党大会で承
認されたもっとも基幹的な文献である政治報告の特徴として，①新たな発展の長
期目標とビジョンの提示，②「党建設」の継続的な重視，③社会主義路線の維持
の一方，その概念の再検討が行われたことを示唆する微妙な変化，④党内の「団
結」の強調，の4点が指摘される。「四柱」と呼ばれる党の最重要ポスト（書記長，

国家主席，政府首相，国会議長）をめぐっては，チョンの3期連続での書記長就任
を筆頭に，多くの点で慣例に反する，あるいは前例がない人事が行われた。その
一方で，党大会と国会議員選挙の経過は，前回と比べてより厳格に管理され，そ
の結果もより党指導部の意向に沿ったものとなった。これは党の指導力の強化，
および党内の団結の強化の表れでもあるが，団結を維持していくうえでは不断の
努力が必要である。これまでの党の指導力の回復や結束の維持は，チョンの政治
的手腕に負うところが大きいと思われ，チョンの後継者の育成が今後の党とベト
ナムの進路に影響を与えるのではないかと考察している。
　第2章（坂田論文）は，経済発展の方向性に焦点を当てる。今大会では，党や
国家の節目の年を意識した中・長期的な発展の方向性が示されたが，今後10カ
年の総括目標については，政治社会の安定化，人民の生活向上，国家の独立，主
権の保持，国際社会のなかでのベトナムの地位向上をともなう経済発展など，従
来からの大きな路線変更はみられない。経済発展の方向性については，「成長モ
デルの刷新」が引き続き提唱される一方，それを実現するための手段として科学
技術，とりわけデジタル技術への期待が明確に表れていることが特徴的である。
デジタル分野や民間経済の拡大を成長の柱とするうえでは，党指導層にも最先端

13）政治に関しては，分析対象が第13回党大会にとどまらず，第15期国会議員選挙，党・国家機関の主
要人事までをも含む広い範囲におよぶことから，過去の取り組みの総括は本章第1節に集約し，第1
章は党大会，国家議員選挙および主要人事の分析に注力している。過去の取り組みの詳細な考察に
ついては，石塚（2021）を参照いただきたい。
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序章　「繁栄と幸福」への模索―第13回党大会にみる発展の方向性と課題―

の技術的，企業経営的な知識，および長期的なビジョンやゴールを打ち出す姿勢
が求められることから，今後の持続的な成長にとっても党・国家機関の制度設計
能力や人的資本が鍵となろう。より長期的には，ベトナムが「社会主義志向市場
経済」という原則を維持し続けるのか，すなわち，企業間の公平な競争の保証な
ど「社会主義志向」とは相容れない志向の制度を整備しないまま経済成長を続け
る道を選ぶのかが注目されると筆者は論じている。
　第3章（拙稿）は，2つの産業の事例を取り上げながら，新たな潮流に対応する
産業振興の取り組みを考察する。第13回党大会文献にみられる工業化の方向性
と重要産業のラインアップからは，科学技術の振興と並んで環境問題と第4次産
業革命への対応という方向性が色濃く反映されていることがわかる。そこで本章
は，これらの潮流への対応を代表する事例として再生可能エネルギーとデジタル
技術の振興に焦点を当てる。エネルギー分野では，環境保護への機運が高まるな
かで，国有企業主体の石炭火力発電から再生可能エネルギー振興へと，党主導の
大胆な政策転換が図られた。デジタル技術分野では，新たに生まれる国内市場を
活かし，競争力のあるベトナムのデジタル技術企業を振興しようとする試みが始
まっている。いずれの事例においても，実際の政策の展開には，上記の2つの趨
勢のみならず複雑な動機が絡んでおり，課題も少なくないことを指摘している。
　第4章（荒神論文）は，農業，農村，農民を指す「三農」問題を取り上げる。
その総合的解決を目指して「新農村」建設が提唱された2008年から約10年が経
過し，経済全体に占める農業のシェアの縮小，農村の脱農業化，農業生産経営の
変化，農業従事者の高齢化といった変化が顕著となっている。第13回党大会文
献における「三農」に対する方針を10年前と比べると，①農村・農民が貧しい
ものとみなされなくなったこと，②気候変動への対応が強調されていること，③
農業の担い手としての企業への期待が表れていること，という3つの変化が指摘
される。「三農」に対する党の方針は，ハイテクを駆使した環境持続的な農業を
企業経営主導で大規模に発展させ，引き続き新農村建設事業にしたがい農村自体
の都市化を進めることで，経済・社会全体に占める農業・農民のシェアをさらに
引き下げつつも2030年までに世界15位内の農業先進国になるという，一見矛盾
する目標を実現しようとするものであると集約される。こうした方針に対し，大
企業による農業経営の持続可能性，および農民の将来像という2つの点において
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懸念があると筆者は論じている。
　第5章（寺本論文）は，社会保障を取り上げる。ベトナムでは2000年代半ば以降，
社会保険法などの制定を通じて社会保障関連制度の位置づけが強化された。なか
でも公的保険網，社会扶助策，革命功労者に対する補償策は社会保障のおもな柱
であり，公的保険網のすべての対象国民に対する普及が目標とされてきた。第
13回党大会政治報告と第12回党大会政治報告における社会保障に関する記述内
容の比較考量からは，前者の特徴として，最低限度の生活を保障するという目標
や格差の広がりを看過しない姿勢の明示，人口高齢化への備えの必要性への言及
などが指摘される。第13回党大会後の社会保障の方向性については，目標とし
て掲げられた長期間にわたる高レベルの経済成長と足並みを揃え，継続的に公的
保険網の普及や制度の改善に努めるとともに，社会扶助策，革命功労者に対する
補償策の持続的な実施と充実を図ることがコアになると論じる。また，人口高齢
化などの経済発展の過程で直面する社会的課題についても，適宜把握を行い，既
存政策の修正などを行いながら，可能な限り安定的に対処，適応していくという
形を基本的にとるのではないか，と展望している。

おわりに

　第13回党大会は，21世紀半ばに向けたベトナムの目標とビジョンを示したと
いう点において大きな意義をもった。2045年までに高所得の「繫栄した幸福な国」
となることを目指し，国民が一丸となって発展に邁進する。今大会は，こうした
力強いメッセージを発した。
　野心的な目標が定められた一方，現時点では基本路線や方針に大きな変更はみ
られない。とりわけ，第12期指導部のもとで推し進められた党建設を継続する
方針が明確に示された政治面では，これが端的に表れている。急速な変化が生じ
つつある経済・社会面においては，第4次産業革命，環境問題や気候変動，人口
高齢化といった新たな趨勢への対応が盛り込まれたことが注目される。だが，社
会主義志向市場経済，人的資本の発展，インフラ建設という3つの「戦略的突破口」
に重点を置きつつ，経済成長モデルの刷新を引き続き推し進めることや，新農村
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序章　「繁栄と幸福」への模索―第13回党大会にみる発展の方向性と課題―

建設を通じて農村の経済発展を推進すること，全国民をカバーすべく社会保障網
を発展させることなど，基本的な方針は維持されている。
　こうした方向性の背後にあるのは，過去の取り組みが大きな成果をもたらして
きた，という認識であろう。過去5年間における党の指導力の向上や経済パフォ
ーマンスの改善はこうした認識の裏付けとなっているものと考えられる。被援助
国から本格的に卒業し自立的に発展を進める段階へと移行しつつあることも，1
つの要素だとみられる。
　だが，ドイモイ下で顕在化した問題が，根本的な解決に向けた取り組みがなさ
れないまま残されていることが，過去5年間の成果の陰に隠されてしまってはい
ないだろうか。その根底にあるのは，党・国家の関係者，およびそれらとつなが
りをもつ人々や企業が不相応に有利な条件や大きな利益を享受しうる構造である。
党の指導力と威信を低下させた汚職・浪費にせよ，企業間の不平等な競争環境に
せよ，こうした構造に深く根付いている以上，党によるトップダウンの強権的な
取り組みを通じた是正にはおのずと限界がある。過去5年間には，土地収用にか
かわる不正や環境汚染をめぐり，人々の生活や安全に配慮した対応がなされない
事例が明るみに出された。党は，国民の生活の質を改善し，幸福度を高めていく
ことによって，その支持の獲得も図ろうとしている。こうした観点からは，社会
活動に対する統制・管理を強化するだけでなく，人々の現実に対してより実質的
な対応をとっていくことが求められよう。
　経済面では，いかに市場を有効に機能させ，経営主体の競争力を高めるかが重
要となろう。企業間の平等な経営環境の整備は，過去5年間における重点的な取
り組みにもかかわらず，課題を残す結果となった。近年の大規模な民間企業の台
頭から示唆されるように，この問題が国有企業の優遇のみにかかわるものではな
くなり，また，優遇が補助金などの明示的な形態をとるとは限らなくなってきて
いるとみられることも，いっそう対処を難しくしていると思われる。これに加え
て鍵となるのは，国家の管理のありかたである。坂田論文が指摘するように，過
去10年間には行政能力の向上がみられた。だが，荒神論文がとりあげた農業分
野における企業の振興や拙稿で言及したハイテクノロジー法のように，対象の実
態に照らして実効性が疑問視される政策も少なくない。内外情勢の変化や発展段
階の向上にともなって，求められる行政能力の水準も高度化していくものと見込
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まれる。
　「繫栄した幸福な国」の実現に向けて，ベトナムは今後どのように歩みを進め
ていくのか。数十年先のビジョンではあるが，すでに複雑さを増す現下の課題へ
の対処は十全とは言い難い。ベトナムの模索は続きそうである。
　さしあたり，新たな発展段階への取り組みの第一歩として注目されるのが第
13期指導部の政策展開である。だが，新指導部は始動直後から新型コロナウイ
ルスの感染拡大への対応に追われる状況が続く。2020年末まで，ベトナムは迅
速かつ厳格な対策を通じて感染拡大の抑制および社会・経済活動への影響の軽減
に世界でも稀な成功を収め，党・国家に対する国民の信認の向上にもつなげてい
た（石塚・藤田 2021）。2021年4月以降，こうした事態は一変した。変異株の流
入などを背景とした感染拡大に歯止めがかからず，当局は抑制に苦慮する状況が
続いたことで，厳格な社会隔離措置の長期化がもたらす負担は経済や社会に重く
のしかかりつつある。2021年10月，政府は，感染予防・抑制を柱とする旧方針
から「安全かつ柔軟な適応と効果的な感染制御」という新方針への転換を打ち出
した。感染制御と経済・社会活動の両立を図る「新常態」の実現に向けて，新た
な模索が始まろうとしている。こうした試行錯誤を通じて経済・社会の持続可能
な発展を実現し，人々の健康と生活を守ることができるかどうかは，新指導部の
展望を占う鍵となるだろう。
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はじめに

　2021年前期，ベトナムでは，5年に1度の共産党全国代表者大会（党大会）と，
同じく5年に1度の国会議員・各級人民評議会議員選挙という，党・国家の最も
重要な政治イベントが行われた。通常，党大会が近くなると，街中にはポスター
や国旗が掲げられ，党大会出席者への歓迎の言葉や「党大会を成功させよう」と
いったスローガンがあふれる。この時期にはまた，体制に批判的な言論に対する
統制も一段と厳しくなるのが常である。
　第13回党大会開催に当たっては，このような伝統的なキャンペーンにとどま
らず，より的を絞った規制やプロパガンダ活動が展開されたことが注意を引いた。
党大会に提出される指導部人事案の検討が大詰めに差しかかった2020年11月初
頭には，書記長以下5つの最高位ポストの人事案に関する未公開情報を国家の最
高機密に指定する首相決定が公布された。党指導部トップ人事に関して，主とし
てネット上で展開される情報漏洩や情報操作を牽制する趣旨であったと思われる。
また，グエン・フー・チョン第12期書記長の続投が内定した1月半ばには，
YouTubeにチョンの続投を願う歌のビデオが投稿された。「おじさん，どうか辞
めないでください」と題されたこの歌は，チョンに対し，どうか辞めないでくだ
さい，私たちのためにもう1期務めてください，人々はあなたを待ち望んでいま

第13回党大会，第15期国会議員選挙
と党・国家主要人事

石塚 二葉

第1章
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す……と呼びかける内容であった1）。
　第13回党大会を実質的に取り仕切る立場にあった第12期党指導部は，自分た
ちが描くシナリオが党内外の勢力によって攪乱されることを極度に警戒し，さま
ざまな手段を用いてそのような事態を回避しようと努めたのであろう。実際，第
13回党大会およびその後に行われた第15期国会議員選挙の経過と結果は，5年
前のそれと比べて，党指導部のシナリオにより忠実な，その意味では波乱の少な
いものとなった。その一方，党大会で承認された第13期党指導部人事は，ドイ
モイ期に蓄積されてきた人事慣行や規則と整合的でない点が目立ち，その意味で
は異例の人事であった。また，第15期国会議員選挙では，自薦による立候補を
目指した人が逮捕されるという，これもドイモイ期には例のない出来事があった。
　本章では，第13回党大会と第15期国会議員選挙，そしてこれらに伴って行わ
れた主要党・国家幹部人事の刷新という一連の出来事を，その結果のみならず経
緯を含めて観察することで，第13期党指導部の特徴や方向性，課題などを明ら
かにすることを試みる。

第13回党大会政治報告の概要と特徴1

1-1.　�政治報告の表題と構成�
―2045年までの発展目標を打ち出す―

　政治報告とは，過去5年間における前回党大会決議の実施状況を評価し，内外
の客観的情勢を踏まえて，今後5年間の政治・経済・外交の基本方針を示す文書
であり，党大会で検討される文書（党大会文献）のなかで最も基幹的なものである。
本項ではまず第13回党大会で承認された政治報告の表題および章立てなどの構
成に着目して，とくに前回党大会政治報告との相違点，共通点などを検討する。
今回の政治報告の表題と章立ては表1-1のとおりである。

1）“Bác Ơi Xin Bác Đừng Về - Bài hát kính tặng bác Nguyễn Phú Trọng” ［おじさん，どうか辞めないでくだ
さい～グエン・フー・チョン氏に謹呈する歌］．2021年1月17日 （https://www.youtube.com/
watch?v=aBIrkX_6D-0）. 同ビデオでは，チョンの呼称に，敬意と親愛の情をこめた年長者への敬
称である「おじさん」（bác）を用いている。
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第1章　第13回党大会，第15期国会議員選挙と党・国家主要人事

表1-1　政治報告の表題および構成

表題 清廉で強靭な党と政治システムの建設・整頓を強化し，国の発展への渇望を喚起し，全
民族の大団結の意志と力を発揮して時代の力と結合させ，ドイモイ事業を引き続き全
面的・一体的に推進し，祖国を堅固に建設・防衛して平和・安定的な環境を維持し，
21世紀半ばに我が国が社会主義志向の先進国になるために努力する

Ⅰ. 第12回党大会決議の実施結果と35年のドイモイ後の国の姿
Ⅱ. 発展のビジョンと方向性
Ⅲ. 成長モデルの刷新と経済の再編，工業化・近代化の推進，国の急速かつ持続可能な発展
Ⅳ. 社会主義志向市場経済の制度の全面的・一体的な整備と発展
Ⅴ. 教育・訓練の根本的・全面的刷新，人材の質の向上，人間の発展
Ⅵ. イノベーションの促進，科学技術の移転・応用および強力な発展
Ⅶ. ベトナム人の文化的価値や力の構築と発揮
Ⅷ. 持続的な社会発展の管理，社会的進歩・公平の確保
Ⅸ. 土地，資源の効果的な管理と使用，環境の保護，気候変動への主導的な適応
Ⅹ. 国防・安全保障の強化，祖国社会主義ベトナムの堅固な防衛
Ⅺ. 対外活動の一体的・創造的・効果的な展開，全面的で深く広い国際統合の主導的・積

極的な推進
Ⅻ. 全民族の大団結の力，社会主義民主および人民の主人となる権利の発揮
ⅩⅢ. ベトナム社会主義法権国家の建設および完成
ⅩⅣ. 清廉で強靭な党の建設・整頓，党の領導・政権担当能力の向上
ⅩⅤ. 第13回党大会の任期における重点任務，戦略的突破口

（出所）第13回党大会政治報告に基づき筆者作成。

表1-2　各回党大会政治報告の表題（党大会のテーマ）

第12回
（2016年）

清廉で強靭な党建設を強化し，全民族の力と社会主義民主を発揮し，ドイモイ事
業を全面的，一体的に推進し，祖国を堅固に防衛し，平和・安定的な環境を堅持し，
早期に我が国を基本的に近代的な工業国にするために努力する

第11回
（2011年）

党の領導能力および闘争力を継続的に向上させ，全民族の力を発揮し，ドイモイ
事業を全面的に推進し，2020年までに我が国を基本的に近代的な工業国にする
ための基礎を築く

第10回
（2006年）

党の領導能力および闘争力を向上させ，全民族の力を発揮し，ドイモイ事業を全
面的に推進し，我が国を早期に未発展状態から脱却させる

第9回
（2001年）

全民族の力を発揮し，ドイモイを継続し，工業化・近代化を推進し，祖国社会主義
ベトナムを建設，防衛する

（出所）各回党大会政治報告に基づき筆者作成。
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　政治報告の表題は回を重ねるごとに長くなる傾向にあり（表1-2参照），今大会
の表題も前回以上に長くなっている。おもな変更点は，①冒頭，第12回党大会
政治報告では「清廉で強靭な党建設」であったところが「清廉で強靭な党と政治
システムの建設・整頓2）」に改められたこと，②「国の発展への渇望を喚起」す
るという一節が新たに加わったこと，③「全民族の大団結の力」に「時代の力と
結合させる」という文言が付け加えられたこと，そして④「21世紀半ばに社会
主義志向の先進国になる」という新たな長期目標が掲げられたことである。因み
に「政治システム」とは，党，国家，および大衆組織の総体を指しており，今回
の政治報告では党を含む政治システム全体が「建設・整頓」の対象と位置づけら
れている。また，「時代の力」という用語は過去の政治報告のなかでも用いられ
ており，主として「国内の力」に対する「外的な力」，すなわち国際環境や国際
統合から得られる利益や機会を意味するものと解される。
　これらの変更点のなかで注目されるのは，第1に新たな発展の長期目標の設定
である。発展の長期目標は，南北統一50周年，結党100周年，建国100周年とい
う3つの節目に合わせ，それぞれ上位中所得国や高所得国という国際的に認知さ
れた客観的な基準を用いて簡潔に提示されている（表1-3「具体的な目標」参照）。
この長期目標の意義や評価については，本書の第2章，第3章を参照されたい。
　第2に，「発展への渇望」という今回の政治報告で特徴的な新しい用語である。
本文中の総括目標などの箇所では若干敷衍して「繁栄した幸福な国の発展への渇
望」という表現が繰り返し現れるが，この「繁栄した幸福な国」というフレーズ
も政治報告では初出であると思われる。これは，長期目標と併せて，ベトナムの
今後の経済社会発展のビジョンを表す一種のスローガンとして読むことができる。
すなわち，ベトナムは，21世紀半ばに繁栄した幸福な高所得の先進国になるこ
とを目指し，国民が一丸となり，内外の力を結集してその目標実現に取り組んで
いくのだという姿勢や決意を表すものであると解される。
　章構成に関しては，第12回党大会政治報告で「Ⅶ. 全民族の大団結の力の発揮」
と「Ⅷ. 社会主義民主の発揮，人民の主人となる権利の実現の確保」という2つ
の章に分けられた内容が再び1つの章（第Ⅻ章）にまとめられたこと，および，

2）「整頓」はここでは綱紀粛正を意味する。

22-01-044_03_第01章.indd   2022-01-044_03_第01章.indd   20 2022/03/18   13:36:142022/03/18   13:36:14



21

第1章　第13回党大会，第15期国会議員選挙と党・国家主要人事

報告末尾の大会任期における重点任務などに関する記述の部分を新たに1つの章
（第ⅩⅤ章）としたことを除き，目立った変化はない。分量的にみて，「党建設」の
章（第ⅩⅣ章）が各論全体の約4分の1と大きな比重を占めているところも前回の政
治報告と同様である。

1-2.　「重点任務」と党建設
　第ⅩⅤ章では第13回大会任期における重点任務として，これも前回党大会政治
報告同様，6つの項目が掲げられている（表1-4）。ただし，各項目にはより具体
的な記述が盛り込まれ，内容的にも新しい点がみられる。具体的な目標や任務へ
の言及としては，知的所有権および民事紛争の解決に関する法律の完成（第2項目），
2030年までの軍の近代化（第3項目）3），少数民族の文化を発展させる具体的な政
策や国民の「幸福度指数」の向上（第4項目），幹部・党員等の模範としての役割（第

5項目）などがある。そして第6項目としては，新たに資源・環境・気候変動問題
への取り組みが挙げられている。ほかの項目と比べると簡潔で抽象的ではあるが，

表1-3　総括目標および具体的な目標

【総括目標】
・ 党の領導能力，政権担当能力および闘争力を向上させる。全面的に清廉で強靭な党と政治シス

テムを建設する。党・国家・社会主義制度に対する人民の信念を堅固にし，強化する。
・ 繁栄した幸福な国の発展への渇望を喚起し，全民族の大団結の意志と力を発揮し，時代の力と

結合させる。
・ ドイモイ事業，工業化，近代化を全面的・一体的に推進する。
・ 祖国を堅固に建設・防衛し，平和・安定的な環境を維持する。
・ 21世紀半ばに我が国が社会主義志向の先進国になるために努力する。
【具体的な目標】
・ 南部完全解放，国土統一50周年を迎える2025年までに，近代志向の工業を有し，下位中所得

国レベルを超えた発展途上国となる。
・ 党創立100周年を迎える2030年までに，近代的工業を有し，上位中所得国レベルの発展途上

国となる。
・ ベトナム民主共和国建国100周年を迎える2045年までに，高所得の先進国となる。

（出所）第13回党大会政治報告に基づき筆者作成。

3）軍の近代化については，Thayer （2021b）参照。
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環境問題への対処が重点任務の1つとなったことは，近年，党指導部内において
もこの分野における問題意識が高まっていることをうかがわせる（第3章参照）。
　前回の政治報告に引き続き，表題でも総括目標，重点任務でも筆頭に挙げられ
ているのが党建設である。ベトナム共産党にとって，現下の党建設の主要な課題
は，党員の思想的・道徳的規律の強化や組織の合理化，幹部工作や大衆工作の刷
新などを通じて党の指導力を高め，汚職・濫費を撲滅して，国民の党に対する信
頼を高めることである（石塚 2017）。序章で触れたように，第12期党指導部は党

表1-4　6つの重点任務
⑴　 党の建設・整頓，社会主義法権国家と全面的・清廉・強靭な政治システムの建設を引き続き推進する。

党の領導・政権担当の方式を刷新する。簡素で効率的，効果的に活動する政治システムの組織機構を
建設する。官僚主義，汚職，濫費，不祥事，「集団利益」，「自演変」「自転化」*などの現象を防止する闘争
を引き続き推進する。任務に応じた十分な品性，能力，威信をもつ各級，とくに戦略的レベルの党員・
幹部を養成する。人民の党，国家，社会主義制度に対する信念，結びつきを強固にする。

⑵　 Covid-19の制御に集中し，コミュニティに対するCovid-19ワクチンの集団接種を行う。経済社会
を回復・発展させ，成長モデルを強力に刷新し，経済を再編し，完全で近代的な市場経済と国際統合
に適合的な発展のための制度を一体的に建設し，完成させる。各区域，地域，各経済成分，各生産経営
類型を一体的に発展させ，相互間の連結を作り出す。とくに農業における企業の活動を効果的に補助
する政策を行う。科学技術の進歩やイノベーション，とくに第4次産業革命の成果の研究，移転，応用
を推し進め，国家のデジタルトランスフォーメーションを実現し，デジタル経済を発展させ，経済の
能率，質，効果，競争力を向上させる。各資源を動員・分配し，効果的に使用することで，経済の急速で
持続可能な発展の動力を作る。法体系，とくに知的所有権および民事紛争の解決に関する法律を完成
させる。国の発展のボトルネックを克服する。

⑶　 独立，自主を堅持し，対外活動，国際統合の質，効果を引き続き向上させる。国防，安全保障の潜在力を
強め，正規，精鋭の人民軍，革命人民公安を建設し，一歩一歩近代化を進める一方，一部の兵種，勢力に
ついては近代化を直ちに進め，2030年までに正規，精鋭，近代的な人民軍，革命人民公安を構築する
ための堅固な前提とする。独立，主権，統一，領土・領海・島嶼・領空の保全を断固として堅持，防衛
する。国の発展のための平和・安定的な環境を維持する。

⑷　 繁栄した幸福な国の発展への渇望を喚起する。祖国建設・防衛と国際統合事業のなかでベトナム人
の文化的価値，力を維持し，発揮する。少数民族地域の文化を発展させるための具体的な政策を行う。
社会政策をよく実現し，社会の安全保障，人間の安全保障を確保し，社会発展管理に強力な変化を起
こし，社会的進歩・公平を実現し，ベトナム人の生活の質と幸福度指数を向上させる。

⑸　 社会主義民主，人民の主人となる権利を強力に発揮するための法体系，制度，政策を一体的に完成さ
せる。同時に法制を強化し，社会の規律を確保し，まずは各級党委員会，党組織，地方政権，祖国戦線お
よび政治社会組織，幹部，党員が「法律の尊重」の精神を実施し，法律，規律の遵守と社会主義民主の実
現における模範となることとする。全民族の大団結を強化する。

⑹　 土地，資源を厳格に管理し，合理的・効果的に使用する。環境を保護し，改善する。気候変動に適応す
る方策を主導的，積極的に展開する。

（出所）第13回党大会政治報告に基づき筆者作成。
（注）＊ 「自演変」「自転化」とは，党員の社会主義思想からの逸脱，およびその結果としての政治的

変質を指す。
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建設の名のもとに反汚職闘争や幹部・党員の規律強化を重点的に進めてきた。こ
のような動向は第13期にも引き継がれるものとみられる。
　党建設に関する第ⅩⅣ章の構成をみると，これも前回政治報告とほぼ変わらず，
「政治」，「思想」，「道徳」，「組織」，「基礎組織と党員」，「幹部」，「検査・監察」，「大
衆工作」，「汚職・濫費防止」，「領導方式の刷新」に関する各節からなっている。
これらのなかでは，大衆工作の刷新に関する節の記述が拡充されたことが注目さ
れる。大衆工作の方針として従来から用いられている「人民が知り，人民が議論
し，人民が行い，人民が検査する」というスローガンには，「人民が監察し，人
民が享受する」という2つの内容が加わった。党建設は人民に依拠して行われる
必要があること，政治システムの組織機構や幹部・党員の質を評価するにあたっ
ては人々の満足度や信任を重要な基準とすること，人々の正当で合法的な願望に
速やかに対処することなども強調されている。
　他方，同節では，国民の政治システムへの信頼を強固にし，経済社会発展と国
防・安全保障に全民族の団結力を発揮するための方策として，宣伝，動員の内容
や方式を刷新し，マスメディアやソーシャルメディアを効果的に用いることも謳
われている。世論に耳を傾けるばかりでなく，積極的に世論を形成していこうと
する党指導部の姿勢はこのようなところにもうかがうことができる。体制批判と
みられる言論に対する厳しい統制も基本的に第13期党指導部に引き継がれるこ
とが予想される。

1-3.　「社会主義」概念の刷新？
　今大会政治報告の特徴の1つは，党指導部が時代や政治・経済状況に即して「社
会主義」概念の再定義を模索している様子がうかがえることである。2019年5
月に開催された第12期中央委員会第10回総会の開幕演説で，グエン・フー・チ
ョン書記長は，第13回党大会は結党100周年，建国100周年を視野に入れた戦略
的ビジョンをもたなければならない，そのためには党大会文献の準備にあたって
も重要で複雑な問題を検討する必要があると述べて，聴衆にさまざまな問いを投
げかけた。そのなかには，「政治の刷新とは政治制度の刷新なのか？」，「我々は
市場経済と社会主義志向と言っているが，市場経済の発展は社会主義志向を伴っ
たものになっているか？」，「国家経済は最近大きな損失を出しているが，だから
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といってすべてを民間に転換することは正しいか？」など，体制の根幹にもかか
わりうる論点が含まれていた。党書記長がこのような諸問題に公の場で言及する
こと自体異例であり，党指導部の意図はどこにあるのか，このような議論が党大
会文献にどのように反映されるのかが，党大会の1つの注目点として関心を引い
た。
　予想されたことではあるが，第13回党大会政治報告は，社会主義路線や政治
制度を否定したわけではなかった。しかし，同報告の各章の記述には，党指導部
が「社会主義」概念の再検討を行ったと考えられる微妙な変化がみられる。まず，
「繁栄した幸福な国」というような，イデオロギー色の薄い平明な表現が随所に
用いられている。とくにこの「幸福」という言葉は今回の政治報告の1つのキー
ワードとなっている4）。第I章の「第12回党大会決議を実施した5年間から得られ
た教訓」の第2点目では「（党は）人民の幸福と衣食の充足を努力目標とする」こ
とが掲げられている。また，上述のように，6つの重点任務の第4項目には「ベ
トナム人の生活の質と幸福度指数5）を向上させる」という一節が含まれている。
　第2に，国家や政治システムの役割についても，より直截的ないし機能的な記
述が目立つ。以前から議論のある「国家経済部門の主導的な役割」という表現は，
今回の政治報告でも維持されている。しかしながら，今回はそれに続いて「国家
経済は，国家がマクロ経済を安定させ，経済社会発展を指導，規制，促進し，市
場制度の欠陥を克服するための重要なツールである」と，その役割がこれまでに
なく明確に述べられている。そのほか，たとえば第Ⅻ章冒頭では「政治システム，
幹部，党員，公務員のすべての活動は人民の利益に奉仕しなければならない」こ
とが宣言され，第Ⅷ章のなかでは「司法の活動は，正義を守り，人権・公民権を
守り，社会主義制度を守り，国家の利益，組織・個人の合法・正当な権利と利益

4）もっとも「幸福」という言葉が伝統的に社会主義的言説と無縁であるわけではない。ベトナムでは建
国以来，「独立-自由-幸福」が国の標語として用いられ，公的文書に国名とともに記載されている。

5）一般に「幸福度指数」（chỉ số hạnh phúc）といわれるものには，ブータン政府が考案した「国民総幸福
度指数」（Gross National Happiness Index），イギリスのニュー・エコノミクス財団による「地球
幸福度指数」（Happy Planet Index），国連の持続可能な開発ソリューションネットワーク（SDSN）
の「世界幸福度調査」（World Happiness Report）における幸福度などがある。ベトナム国内でも各
研究機関などによってベトナム独自の幸福度指数の研究が進められているが，公式に認められた幸福
度指数というものはまだ確立していないようである。
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を守るという重責を負わなければならない」と明言されている。
　第3に，以上の反面として，今回の政治報告では，イデオロギー色の強い文言
や表現が減少した印象がある。たとえば「階級」や「和平演変」といった言葉が
少なくなり，「労働者階級と農民階級，および知識人層の連合体」という常套句
は第13回党大会政治報告では使われていない6）。
　このような変化は，党が時代の変化に合わせてその自己規定や国民へのアピー
ルの刷新を試みていることを示している。それは，国内の経済社会発展や国際関
係における新たな展開など，客観的情勢の変化への対応であるばかりではない。
党が近年，国家・社会への指導力をいっそう高め，より直接的に国民の生活に関
与すると同時にその支持を獲得しようと努めていることの表れという面もあるだ
ろう。

1-4.　党内の「団結」の強調
　もう1つ，今大会政治報告の特徴的な点として，党内の「団結」が強調されて
いることが挙げられる。各回党大会政治報告の前半部分では，前回党大会決議の
実施結果の評価として，過去5年間の成果を列挙し，不十分であった点を指摘す
るとともに，そこから得られた教訓を示すという共通した構成がとられる。成果
を列挙した後には，そのような成果を上げることができた原因について言及され
るのが通例であり，過去の例をみると，その第1に，中央委員会，政治局，書記局，
各級党委員会など党指導部の「正しい指導」が挙げられていることが多い。
　この部分が第13回党大会政治報告では異なっている。同報告では，過去5年間
の成果について，まず，それは全党，全人民，および全軍の多くの任期にわたる
継続的で粘り強い努力の結果であり，創造力の結晶であると述べた後，最も包括
的で重要な原因は党指導部の「団結，統一，正しく効果的で時宜を得た指導」で
あると続けている。従来，政治報告で「団結」という言葉が用いられてきたのは
国民，民族の「大団結」について述べる場合がほとんどであり，党内の「団結」
について言及するときは「団結が失われている」，「団結を損なう行為」といった

6）「階級」という言葉が減少したのはおもに「農民階級」に関連してである。この点に関しては第4章参
照。
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否定形で用いられることが多かった。これに対し，今回の政治報告は，過去5年
間の「思想面における党建設」，とくに政治理論の研究および教育が，党内の団結，
一致や社会におけるコンセンサスを生み出すことに貢献したと肯定的に述べてい
る。そして，党内の団結や一致が過去5年間の成果の最大の原因であるとしてい
るのである。
　第11期において顕在化した党指導部内の分裂（石塚 2017）が党の威信の低下
をもたらしたという認識から，第12期党指導部は党内の団結を非常に重視して
きた。党内の意見が「高度に一致している」ことは，中央委員会の各総会の閉幕
演説で繰り返し強調されてきた。第12期党指導部の看板となった反汚職闘争，
党内綱紀粛正も，指導部による党内の統制強化に貢献してきたと考えられる。同
指導部が定めた党の人事管理に関する規定において党幹部の「模範としての役割」
が強調されてきたことは，指導部の求心力を高める狙いがあるだろう。
　もっとも，党内の「団結」や「高度な一致」に言及される際には，現実の存在
というよりもむしろ当為を語っているとみるべき場合も少なくない。このことは，
第13期最高指導部人事をめぐる議論がなかなか収束せず，党大会直前まで続け
られたことからもうかがわれる。また，第13回党大会における演説のなかで，
トー・ラム公安相は，現在ベトナムは党の生命や体制の存続を危うくしかねない
3つの脅威に直面していると述べ，その最大のものは党内の「自演変」「自転化」，
すなわち党員の政治思想的転向であると断定して，異論の表出を牽制した。党内
の「団結」は，このような指導部による不断の引締め努力によってその外形が保
たれている部分もあるものと推測される7）。

党主要人事2

2-1.　党指導部選出プロセス
　党主要幹部の選出プロセスは，前期の中央委員会が党大会に提出する新中央委

7）反汚職闘争や党内綱紀粛正も，少なくとも表面的には党指導部の統率力強化に貢献する一方，水面下
ではむしろ分裂を深める要因となる可能性があることに注意が必要である。
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員会委員候補の名簿案を審議する頃から本格化する。2020年10月に開かれた第
12期中央委員会第13回総会では，再任・新任の第13期中央委員会正規委員・予
備委員8）候補の名簿案が投票により承認された。12月の第14回総会では，再任・
新任の政治局員・書記局員候補案について討議されたが，最終的な結論は年明け
の第15回総会に持ち越された。「四柱」と呼ばれる最も重要な4つのポスト（党

書記長，国家主席，政府首相，国会議長）の候補が，この時点では確定していなか
ったのである。
　第15回総会は，当初2021年1月15日から3日間の開催予定であったが，実際
には16日午前に開幕，翌17日午前に閉幕という短い会議となった。総会の閉幕
演説でチョン書記長は，「四柱」候補を含む人事案は，民主的で率直な，責任あ
る討論を経て，非常に高い賛成率で承認されたと述べたが，その内容は公式には
明らかにされなかった。
　第15回総会で確定した「四柱」候補案について，最も早く信頼性の高い情報
を提供したのは，シンガポールのISEASユソフ・イシャク研究所のレ・ホン・ヒ
エップであった。ヒエップが1月17日に公開した記事（Lê Hồng Hiệp 2021）は，
非公式だが信頼できる情報に基づくとして，グエン・フー・チョン書記長兼国家
主席が次期書記長，グエン・スアン・フック首相が同国家主席，ファム・ミン・
チン組織委員会委員長が同政府首相，ヴオン・ディン・フエ・ハノイ市党委員会
（党委）書記が同国会議長の候補にそれぞれ確定したことを明らかにした。
　同記事のなかでヒエップはこの人事案を評して，妥協によりすべての関係者に
受け入れ可能な解決策を見出し，一見不可能なことを可能にしたという意味にお
いて，まさに「可能性の芸術」9）というべき事例であると述べている。それとい
うのも，後述するように，この「四柱」人事案は，ベトナム共産党の過去の人事
慣行や規則に照らして異例ずくめとみられるものであったからである。ヒエップ
は，多くの慣行や規則が破られたことによる将来的な不確実性の増大を懸念する

8）予備委員（ủy viên dự khuyết）は，会議における投票権がないことや，政治局員・書記局員などの候
補者になれないこと以外は正規委員と同様の権限を有し，正規委員に欠員が生じた際の補充要員とな
る。

9）「政治は可能性の芸術（the art of the possible）である」というビスマルクの言葉を踏まえている。
Artという言葉は「技術」などとも訳されるが，ここでは伝統的な訳語である「芸術」を用いた。
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一方，この人事案が党大会によって部分的にでも覆される可能性は非常に低いが，
皆無であるとはいえないと慎重に留保を置いていた。
　党大会における不確定要素の1つは，大会参加者が中央委員候補を追加的に推
薦し，または自薦により候補となることが認められていることである。前期中央
委員会の案に対して異論がある者は，十分な票を動員することができれば，候補
者リストから外れた者を議場で復活させることも不可能ではない。実際，第12
回党大会では，第11期中央委員会が第12期中央委員候補者のリストに含めなか
ったグエン・タン・ズン首相（当時）が，大会に出席した代表団から推薦を受けて，
中央委員候補となる寸前までいった（石塚 2017）。
　しかし，第12期指導部は，こうした不測の事態の発生を回避することに成功
したものとみえる。1月30日，大会は，第13期中央委員候補者の最終リストを
承認した。最終リストは正規委員候補203人と予備委員候補23人からなり，こ
れは第12期中央委員会が作成した候補者名簿案とほぼ同一（正規委員候補1人が辞

退したのみ）であったという。報道によれば，議場からの自薦はなく，推薦も総
数10人足らずであり，その全員が候補となることを辞退する旨の申請を行って
それが承認されたとのことである。これは，第12回党大会で総勢62人の追加候
補の推薦があり，その一部は正式な候補者リストに掲載されたことと対照的であ
った10）。
　30日には，続いて第13期中央委員会を選出する投票が行われ，同日中に開票
結果が発表された。第13期中央委員会は翌31日，第1回総会を開催し，政治局，
書記長，書記局，検査委員会，検査委員会委員長を選出した。政治局員には，上
述の4人を含む18人が選出された。書記長には，これも事前の情報どおり，チョ
ン第12期書記長兼国家主席が再選された。こうして「異例」の人事案はほぼ無
風で大会を通過したのである。

10）このことについて，大会参加者は，第12期中央委員会による候補者の選考が非常に周到に行われて
完成度が高かったと話しているが，より直接的に影響したと思われるのは選挙規定の変更である。
今大会の選挙規定では，追加の候補を推薦する場合，推薦者は被推薦者が必要な基準や条件を満た
していることに関し責任をもつことや，被推薦者が就くべきポストを提案することが求められるよ
うになった。（“Công tác nhân sự của BCH Trung ương Ⅻ chặt chẽ” ［第12期中央委員会の綿密な人事
工作］． Báo điện tử Pháp Luật thành phố Hồ Chí Minh ［ホーチミン市法律紙電子版］2021年1月30日. 
https://plo.vn/thoi-su/chinh-tri/cong-tac-nhan-su-cua-bch-trung-uong-xii-chat-
che-964679.html）.
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2-2.　第13期党中央委員会・政治局・書記局の構成
　本項では，以上のようなプロセスで決定された党主要機関人事のおもな結果を
みていくこととする。党の主要機関としては，中央執行委員会（以下，中央委員会），
政治局，書記局を取り上げる11）。
　第13期中央委員会は，第12期と同様に，正規委員180人と予備委員20人の計
200人で構成される。中央委員のうち再選は正規委員180人中119人（予備委員か

らの昇格を含む），予備委員20人中1人で，全体の6割を占める。予備委員からの
昇格を含む再選率は，第12期中央委員会では5割強，第11期は6割弱と安定して
いる。
　選出時における役職に基づく正規委員の出身母体の構成にも大きな変化はない。
最大のブロックである地方省・市の党委員会（党委）書記・副書記は70人（第12

期は68人），軍関係は23人（同21人），公安関係は6人（同5人），国会関係は11人（同

12人），政府関係は23人12）（同26人）であった。そのほかの属性についてみると，
女性は正規委員・予備委員を合わせて19人（同20人），少数民族は13人（同17人）

となっている。50歳以下の委員は58人（同47人）と3割近くを占める13）。最年少
の正規委員はホーチミン共産青年団第一書記のグエン・アイン・トゥアンで42歳，
最年少の予備委員はディエンビエン省党委メンバーのムア・ア・ヴァンで38歳
である。
　個々の候補の当落で特筆されるケースとしては，まず，フン・スアン・ニャ教
育・訓練相が落選した。その任期中に教育部門のスキャンダルが相次いだことな
どから，2018年に国会で行われた主要国家幹部に対する信任投票で，ニャ教育・
訓練相は最も多くの「低信任」票を投じられていた。また，党中央経済委員会の
チエウ・タイ・ヴィン副委員長も落選した。ヴィン副委員長は2019年7月まで
出身地ハザン省の党委書記を務めていたが，その家族8人が同省の主要な公的地

11）中央委員会は党大会で選出され，次の党大会までの間，通常年2回開催される総会を通じて党の活動
を指導する。政治局および書記局は，中央委員会により選出される。政治局は，党大会や中央委員
会の決議の実現を指導・監督し，政策・組織・幹部に関する決定を行う。書記局は，党の日常的な活
動を指導し，その管轄の範囲で組織・幹部などに関する決定を行う。

12）政府関係には，首相，副首相，各省庁（国防省・公安省を除く）とその同等機関の長・次官を含む。
13）本稿では，とくに断らない限り，年齢は，月単位以下を考慮せず，年単位で計算している。
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位を占めていたことがメディアに報じられ，2020年に譴責処分を受けていた。
当選者についてみると，新たに中央委員会入りしたレ・カイン・ハイ国家主席府
副長官（レ・ズアン元書記長の孫），再選されたチャン・トゥアン・アイン工商相（チ

ャン・ドゥク・ルオン元国家主席の息子）やグエン・タイン・ギ建設省次官（グエン・

タン・ズン元首相の息子）など，高級幹部の子弟は依然として多く当選しているが，
今回はとくに若年の「太子党」の抜擢として話題になる事例はなかった。
　つぎに政治局および書記局についてみると，その顔ぶれは表1-5，表1-6のと
おりである。政治局員は前期の発足時よりも1人少ない18人，書記局員（政治局

員の兼務を除く。本稿において以下同様）は前期の発足時より2人多い5人となって
いる。政治局員18人の内訳は再任が8人，新任が10人で，後者のうち7人は前期
の書記局員，2人は同政府閣僚である。第12期指導部の任期中に書記局員は当初
の3人から7人にまで増えたが，その全員が政治局入りしたことになる。これに
対し，政府閣僚からの新規政治局入りは，前期の4人から半減した。書記局員は
すべて新任である。
　おもな役職による第13期政治局の構成を前期と比較すると，副首相が2人減っ
て1人となり，また宣教委員会委員長，大衆工作委員会委員長，祖国戦線議長が
含まれていない（この3者は書記局員に含まれている）。他方，第13期政治局には，
内政委員会委員長，最高人民裁判所長官，ホーチミン国家政治学院院長，人民軍
政治総局局長という前期には含まれていなかった役職が加わった。そのほか，第
12期ではファム・ビン・ミンが副首相と外務相を兼務していたが，第13期では
副首相専任となり，政治局員に外務相が含まれなくなった。
　政治局の構成をいくつかの属性からみると，まず，女性は前期の3人から1人
のみとなった。出身地は，北部6，中部9，南部3と中部に偏っている14）。政治局
員のうち最年長はチョン書記長の77歳，最年少はトゥオン書記局常任の51歳で

14）本稿では，ベトナム政府の現行の地域区分に基づいて北部・中部・南部を区別しているが，Lye 
Liang Fook and Ha Hoang Hop（2020, 11）によれば，党の人事・組織実務上の地域の定義は若
干これと異なっており，通常の地域区分では，タインホア，ゲアン，ハティンの各省は中部に分類
されるが，党の人事・組織実務上はこれらの省は北部に分類されるという。この分類法によれば，
政治局員の地域別内訳は，北部11，中部4，南部3となる。
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表1-5　第13期政治局
氏名 役職（2021年12月末時点） 生年 出身地（地域） 党大会時点でのおもな役職

グエン・フー・チョン* 書記長 1944 ハノイ市（北） 書記長兼国家主席

グエン・スアン・フック* 国家主席 1954 クアンナム省（中） 政府首相

ファム・ミン・チン* 政府首相 1958 タインホア省（中） 組織委員会委員長

ヴオン・ディン・フエ* 国会議長 1957 ゲアン省（中） ハノイ市党委書記

ヴォー・ヴァン・トゥオン* 書記局常任 1970 ヴィンロン省（南） 宣教委員会委員長

チュオン・ティ・マイ* 組織委員会委員長 1958 クアンビン省（中） 大衆工作委員会委員長

ファム・ビン・ミン* 副首相 1959 ナムディン省（北） 副首相兼外務相

グエン・ヴァン・ネン** ホーチミン市党委書記 1957 タイニン省（南） ホーチミン市党委書記

トー・ラム* 公安相 1957 フンイエン省（北） 公安相

ファン・ディン・チャク** 内政委員会委員長 1958 ゲアン省（中） 内政委員会委員長

チャン・カム・トゥ ** 検査委員会委員長 1961 ハティン省（中） 検査委員会委員長

ファン・ヴァン・ザン 国防相 1960 ナムディン省（北） 人民軍総参謀長兼国防省次官

グエン・ホア・ビン** 最高人民裁判所長官 1958 クアンガイ省（中） 最高人民裁判所長官

チャン・タイン・マン** 国会副議長 1962 ハウザン省（南） 祖国戦線議長

グエン・スアン・タン** ホーチミン国家政治学院院
長

1957 ゲアン省（中） ホーチミン国家政治学院院長

ルオン・クオン** 人民軍政治総局局長 1957 フート省（北） 人民軍政治総局局長

チャン・トゥアン・アイン 経済委員会委員長 1964 クアンガイ省（中） 工商相

ディン・ティエン・ズン ハノイ市党委書記 1961 ニンビン省（北） 財政相

（出所） 党大会ウェブサイトに基づき筆者作成（https://daihoi13.dangcongsan.vn/tu-lieu/bo-
chinh-tri/khoa-xiii）。

（注）記載順は同ウェブサイトに基づく。*は再任。**は前期書記局員。地域はそれぞれ（北）＝北部，
（中）＝中部，（南）＝南部。

表1-6　第13期書記局
氏名 役職（2021年12月末時点） 生年 出身地（地域） 就任時のおもな役職

グエン・フー・チョン* 書記長 1944 ハノイ市（北） 書記長

ヴォー・ヴァン・トゥオン* 書記局常任 1970 ヴィンロン省（南） 宣教委員会委員長

チュオン・ティ・マイ* 組織委員会委員長 1958 クアンビン省（中） 大衆工作委員会委員長

チャン・カム・トゥ * 検査委員会委員長 1961 ハティン省（中） 検査委員会委員長

ファン・ディン・チャク* 内政委員会委員長 1958 ゲアン省（中） 内政委員会委員長

グエン・ホア・ビン* 最高人民裁判所長官 1958 クアンガイ省（中） 最高人民裁判所長官

レ・ミン・フン 党中央事務局局長 1970 ハティン省（中） 党中央事務局局長

グエン・チョン・ギア 宣教委員会委員長 1962 ティエンザン省（南） 人民軍政治総局副局長

ド・ヴァン・チエン 祖国戦線議長 1962 トゥエンクアン省（北） 民族委員会委員長

ブイ・ティ・ミン・ホアイ 大衆工作委員会委員長 1965 ハナム省（北） 検査委員会副委員長

レ・ミン・カイ 副首相 1964 バクリュウ省（南） 政府監査院院長

（出所） 党大会ウェブサイトに基づき筆者作成（https://daihoi13.dangcongsan.vn/tu-lieu/
ban-bi-thu/khoa-xiii）。

（注）記載順は同ウェブサイトに基づく。*は政治局員による兼務。地域はそれぞれ（北）＝北部，
（中）＝中部，（南）＝南部。
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ある15）。出身部門では，第12期は政治局，書記局における公安部門出身者がそ
れぞれ19人中4人と3人中2人を占めていたが，第13期は政治局では18人中5
人16）と多いものの，書記局では5人中ゼロである。また，ドイモイ期には，軍関
係者は政治局と書記局に1人ずつ，政治局に国防相，書記局に人民軍政治総局局
長が参加するのが通例であったが，第13期政治局には国防相と人民軍政治総局
局長の2人が含まれている。一方，書記局員で軍出身のグエン・チョン・ギアは，
宣教委員会委員長に就任した。

2-3.　「四柱」人事の異例性
　先に述べたように，第13回党大会における「四柱」人事は，多くの点におい
て慣例に反する，あるいは前例がないものであった。なかでも驚きをもって受け
止められたのは，チョンの書記長就任である。チョンは第11期以来3期連続で書
記長に就任することになり，これは書記長の在任を連続2期までとする党条例の
規定に明確に違反していたからである。この点については，3期目就任が確定し
た以上，党条例の方が改正されるかどうか，されるとしたらどのような改正にな
るかが次の焦点となったが，大会最終日に採択された決議は，大会が党条例を改
正しないことで合意したと簡潔に述べていた。任期制限の例外を制度化すること
をせず，今回の扱いを完全な「例外中の例外」とするという趣旨であるのか，あ
るいはどのように改正するかについて議論がまとまらなかったのか，その理由は
明らかではない。しかし，規定と事実の乖離が埋められずに放置されるならば，
規定の空文化が進む恐れもある17）。
　その他，明らかな規定違反ではないが，異例であった点は概ね以下のとおりで
ある。まず書記長についてみると，満年齢76歳での就任は，大会で「特別な場合」

15）書記局常任は党内序列では「四柱」に次ぐ第5位とされる。政治局最年少のトゥオンが書記局常任に
就任したのは，南部ヴィンロン省出身であることが1つの理由であると考えられる。第13期政治局
における地域間バランスの問題については2-3.参照。

16）政治局員中の公安部門出身者は，ファム・ミン・チン首相，トー・ラム公安相，グエン・ヴァン・ネン・
ホーチミン市党委書記，ファン・ディン・チャク内政委員会委員長，グエン・ホア・ビン最高人民裁
判所長官である。

17）仮に，チョンは当面後継者が決まるまでの間続投するが，決まり次第，任期半ばで交代するという
了解があるとすれば，党条例改正なしの3期目も可能という見方もある。
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（すなわち，年齢制限の例外扱い）として承認されているので規則違反ではないが，
政治局員再任のための原則的な年齢制限（65歳）を大幅に上回っており，自身3
度目の例外扱いとなった。また，対象者が「健康であること」は高級幹部任命の
際の条件の1つであるが，チョンは2019年に体調を崩して以来健康不安を抱え
ており，党・国家の重要イベントを欠席することも多くなっている。
　国家主席については，前期の首相が国家主席に就任するのは初めてである18）。
また，フックは満年齢66歳で国家主席に就任しており，チョンと共に年齢制限
の例外扱いとなったが，2001年の幹部の年齢制限導入以来，これまで国家主席
がその例外扱いの対象となったことはなかった19）。「四柱」のうち2人が同時に
年齢制限の例外となったのも前例がないことである。
　首相については，1991年に就任したヴォー・ヴァン・キエト以来4人の首相は，
いずれも就任前期に筆頭（常任）副首相を務めている。これに対し，今回首相に
就任したチンは，これまで副首相を務めていないばかりか，政府閣僚の経験もな
い。他方，ドイモイ開始前後を通じて，チンの前職である組織委員会委員長から
首相になった前例はない。
　以上に加えて，「四柱」における出身地域のバランスの問題がある。1991年以
来，中部出身者を欠いていた2006 ～ 2011年を除き，「四柱」には常に北部，中
部，南部の三地域の出身者が含まれていた。しかしながら，第13期「四柱」の
出身地による構成は北部1，中部3であり，南部出身者が含まれていない20）。政
治局全体でも南部出身者の比率は低い。

18）これまで首相と国家主席の両ポストを務めたのはホー・チ・ミンのみである。ホーは当初，初代首相
と初代国家主席を兼任し，首相職を離れた後も国家主席のポストにとどまった。

19）中央委員，政治局員，書記局員には就任時の年齢制限があり，中央委員は新任の場合で55歳，再任
の場合で60歳まで，政治局員と書記局員はそれぞれ60歳，65歳までとされる（ただし，党大会で承
認されれば例外が認められる）。首相については，2001年，ファン・ヴァン・カイが満年齢67歳で
政治局員に再選，翌年，首相に再選されている。

20）ただし，Lye Liang Fook and Ha Hoang Hop（2020, 5）によれば，2006年の第10回党大会以来
の規則では，書記長と首相が異なる地域の出身であればよいことになったという。そうであるとして，
また注8の党実務上の地域区分を前提とすれば，第13期は書記長，首相がともに北部出身であるこ
とが問題であるということになる。しかし，第11，12期の「四柱」にも（少なくとも行政上の地域区
分では）3地域の出身者が含まれていたことは，その後も事実上3地域間のバランスへの配慮が行わ
れてきたことをうかがわせる。
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2-4.　書記長人事の背景
　このような異例の人事の背後にはそれだけの事情があったものと推測される。
ベトナム研究の大家であるカール・セイヤーは，第12期政治局員のうち5人まで
が健康問題や懲戒処分などにより留任できず，「四柱」候補となりうる人物が限
られていたことや，党内の2大勢力である「党派閥」と「政府派閥」の間で妥協
が図られたことなどを第13期「四柱」人事の全体的な背景として指摘している
（Thayer 2021a）。密室で行われる人事の詳細については知る由もないが，以下
では，最も変則的であったチョンの書記長再選に焦点を当て，伝聞に基づきその
経緯をみていきたい。
　2020年12月の第12期中央委員会第14回総会の時点まで，チョンは，自らの
後任としてチャン・クォク・ヴオン書記局常任を推していたと伝えられる。ヴオ
ンは党官僚出身であり，第12期指導部発足後まもなく加速したチョンの反汚職
闘争において，検査委員会委員長としてその右腕となって働いた。2018年，当
時の書記局常任であったディン・テ・フインが健康問題により職務を遂行できな
くなると，ヴオンは正式にその後任となった。チョンは，自らの党建設路線を引
き継ぐにはヴオンが最適任であると考えたのであろう。しかし，ヴオンは中央委
員会で繰り返し行われた参考投票でほかの政治局員らと比べて低い支持しか得ら
れなかったといわれる。第14回総会後，チョンはヴオンを推すことを断念した
ようだ。
　中央委員会での参考投票で最も高い支持を得ていたのはグエン・スアン・フッ
ク首相であったという。フックは首相として一般に高い評価を得ていた。その在
任期間中，ベトナムは高い経済成長率を達成し，2020年には新型コロナウイル
ス対策にも世界有数の成功を収めた。また，フックは，しばしば新聞の見出しに
なるような印象的なフレーズを用いたり，ソーシャルメディア上の世論の動向に
積極的に応答したりする（Dien Nguyen An Luong 2020）など，国民の目線を
意識したリーダーというイメージもある。第14回総会まで，書記長ポストにつ
いては実質的にヴオンとフックの争いであるとみられていた。しかし，チョンの
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目から見ると，フックは書記長の後任としては不適格であったようである21）。ヴ
オンが脱落した段階でチョンに残された選択肢が自らの続投だったのではないだ
ろうか22）。
　1944年生まれ，ハノイ市出身のチョンは，イデオロギー部門出身で，親中国
的とみられている。もっとも，チョンは書記長在任中に，社会主義諸国や近隣諸
国，日本ばかりでなく，イギリスやアメリカ，フランスをも公式訪問するなど，
2019年に体調を崩す前は，積極的に多角的な外交活動も行っていた。「保守派」
のレッテルからは予想のつかないチョンの柔軟で戦略的なリーダーシップは，た
とえば2015年のアメリカ公式訪問によく表れている。この訪問は，2014年に南
シナ海の係争海域に中国がオイルリグを設置したことに端を発した両国間の緊張
の高まりを背景として行われた。この党書記長による初めての訪米を通じて，ベ
トナムは，自らアメリカに接近するばかりでなく，アメリカをベトナムに歩み寄
らせることにも成功した（Thayer 2015）。オバマ大統領は，通常国家元首のみ
を招じ入れるホワイトハウスの執務室でチョンと会談し23），ベトナムの政治体制
やそのなかでの党の役割を尊重する姿勢を明確にしたのである24）。
　この訪問の前後から，越米関係は安全保障やエネルギー開発を含む幅広い分野
で一段と深化してきた。そのことは，ベトナムの対中国政策にもより多くの選択
肢を与えることになり，結果として2014年に中国への対応をめぐって生じた指
導部内の分裂の危機を回避することにも貢献したと推測される。党内でチョンの
威信が高いのは，このような実績があってのことであろう。加えて，第12期に
おける反汚職闘争は，国民の間でも幅広い支持を受けてきた（石塚 2021）。国民
や党員のなかにチョンの続投を望む声があることは，折に触れて国営メディア等

21）デイヴィッド・ブラウンは，フックが汚職や体制批判，「自演変」，「自転化」などに対してソフトす
ぎるとみられたと推測している（Brown 2021）。前任のズンの場合と同様，政府首相が地方の指導
者層などの間で広い支持基盤を築きやすい立場にあることに対する警戒心もあったかもしれない。

22）ただし，チョンが続投への意欲をもっているという観測はそれ以前から存在した。“General 
Secretary Trong’s Political Future: Stayin’ Alive.” Fulcrum 2020年9月22日 （https://fulcrum.
sg/general-secretary-trongs-political-future-stayin-alive/）.

23）チョンの当時の肩書は，党書記長のみであった。
24）“Remarks by President Obama and General Secretary Nguyen Phu Trong of Vietnam.”2021

年 5月 10日閲覧（https://obamawhitehouse.archives.gov/the-press-office/2015/07/07/
remarks-president-obama-and-general-secretary-nguyen-phu-trong-vietnam）.
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を通じて示唆されていた。冒頭で触れたYouTubeのビデオもそのような「声」
の1つである。

主要国家幹部人事の経緯と結果3

3-1.　党大会後の主要国家幹部人事
　現在のように党大会と国会議員選挙を同年に開催するようになった2011年に
は，党大会が1月，選挙が5月に行われ，7月に招集された第13期国会の第1会期
において，党大会の結果を踏まえて新たに主要国家幹部が選出された。これに対
し，2016年には，同様に党大会が1月，選挙が5月に実施されたが，選挙に先立
つ3 ～ 4月に開催された第13期国会の最終会期において主要国家幹部の刷新が行
われた。党大会の結果，現役の国家主席，政府首相，国会議長がすべて政治局員
でなくなったことから，党大会決議の速やかな実施のために人事の刷新が必要で
あるというのがその公式な理由であったが，チョン書記長との軋轢があったズン
首相を早期に退陣させることが真の目的であるという見方もあった。
　いずれにせよ，国会が民意を代表して国家幹部を選出するという憲法の建前を
重視する立場からは，選挙を目前にした主要国家幹部の入替は落ち着きの悪いも
のであった。そこで今回も第13回党大会の結果に沿った国家幹部人事刷新のタ
イミングが注目されたが，新指導部は，中央委員に選出されなかった国家幹部が
いることを理由に，前期同様，速やかに国家幹部を刷新することとした。このよ
うな実務の積み重ねは，国家幹部人事が実質的に党により決定されているという
事実を改めて印象づけるものである。
　3月24日から4月8日にかけて開催された第14期第11回国会は12日間の審議日
程のうち7日間を人事にあて，国会議長および3人の副議長，国家主席および副
主席，政府首相，2人の副首相，12人の政府閣僚など25人の主要国家幹部を新
たに選出・承認した。

3-2.　第14期第11回国会による政府閣僚人事
　第14期第11回国会は，フック首相を解任して後任にファム・ミン・チンを選
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出し，チンが提出した閣僚名簿案を承認した。第14期政府では，第12期党指導
部の反汚職闘争やそれに関連した玉突き人事の影響で，任期初めから第10回国
会までの間に6人の閣僚が入れ替わっていた。そのためもあって，第11回国会に
おける人事入替では同一ポストに留任した閣僚が13人（副首相3人を含む）と比
較的多かった。閣内で昇格したのは政府監査院院長から副首相になったレ・ミン・
カイのみである。ミン副首相が外務相を兼任しないこととなったため，首相以下
の政府構成員の総数はこれまでの27人から1人増えて28人になった。
　基本的に，60歳（政治局員の場合は65歳）を超えた第14期政府閣僚は第13期中
央委員に選ばれておらず25），第11回国会で解任された。例外として，1960年生
まれのグエン・チ・ズンは，年齢制限を超えた「特別な場合」の1人として党大
会で中央委員に再選されており，計画・投資相に留任した。反対に，1963年生
まれのフン・スアン・ニャは，上述したように，党大会で中央委員選挙に落選し
ており，60歳以下ではあったが教育・訓練相を解任された。第11回国会で，唯
一第13期中央委員になっていないにもかかわらず留任したのが副首相のチュオ
ン・ホア・ビンであったが，後述するように，ビンは第15期第1回国会で再選さ
れず，引退となった。
　1958年生まれ，北中部タインホア省出身のチン首相は，公安部門出身で中央
レベルの行政経験はないものの，その経歴は多彩である。ブカレスト建設大学に
留学したチンは，1990年代前半には在ルーマニア・ベトナム大使館の書記官を
務め，政変直後の東欧情勢を間近に観察した。2011 ～ 2015年には中国国境の
クアンニン省の党委書記に就任し，経済開発や行政改革に成果を上げて注目され
た。チンの任期中，クアンニン省は経済ガバナンスの指標の1つである省別競争
力指数（Provincial Competitiveness Index：PCI）の順位を大きく上げ，全国で
トップレベルとなった。また，同省は「党と国家の組織・職位の一体化改革」26）

を全国に先駆けて実施し，国会の監察団が先進事例として視察を行っている。そ

25）注19参照。
26）ベトナムでは党と国家の組織は基本的にパラレルになっており，多くの場合，同じような機能をも

つ組織が重複的に存在している。「一体化」改革とは，同様の機能をもつ党と国家の組織の統合を進
め，それぞれの幹部の職位を同一人物に兼務させることで，組織のスリム化，人員の削減や決定の
迅速化などを目指すものである。
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して2016年からは組織委員会委員長としてチョンの反汚職闘争・党内綱紀粛正
を支えてきた。
　なお，チンは越日友好議員連盟の会長を務めるなど日本の政官界とも交流があ
るが，一般には中国とのつながりが強いとみられている。2018年には，国会で
審議されていた「ヴァンドン，バクヴァンフォン，フークォク特別行政経済区法
案」，通称経済特区法案に対して「中国に国土を売り渡すもの」という国民の批
判が高まり，大規模なデモが起こったが，同法案はチンの肝いりであったといわ
れる。いずれにせよ，集団指導体制をとるベトナムでは，党・国家の基本的な外
交政策への影響は限定的であると思われるが，実権を握り対外的な露出も多い首
相の対中姿勢は注目されるところである。

3-3.　第15期第1回国会による政府閣僚人事
　国会議員選挙（次節参照）後の第15期第1回国会（2021年7月20 ～ 28日）では，
改めて主要国家幹部を選出・承認する手続きがとられた。第14期第11回国会に
よる政府閣僚人事からの変更点は，チュオン・ホア・ビン副首相が再任されなか
ったこと，および副首相の人数が5人から4人に減ったことである。ビン副首相
が再任されなかった理由は第13期中央委員でないためであるが，副首相の人数
を削減した理由は明確ではない。第14期政府発足時には副首相は5人で，そのう
ち3人が政治局員であったのに対し，第15期政府は副首相4人，そのうち政治局
員は1人のみであることから，第15期政府では首相の指導力が相対的に強まるも
のとみられる。
　第1回国会では省庁再編を行うことも検討されていたが，新型コロナウイルス
感染症拡大という緊急課題への対処の必要性などから見送られ，中央行政組織の
構成は第14期と変わらず，18の省および4つの省同格機関となっている。した
がって，政府構成員の総数は，首相1人，副首相4人，その他の閣僚22人を含む
27人となった（表1-7参照）。政府構成員の最年長はトー・ラム公安相の64歳，最
年少はグエン・タイン・ギ建設相の45歳である。グエン・タン・ズン元首相の
長男であるギは，ズンが首相を務めていた2011年に弱冠35歳で建設省次官に任
命された後，2015年にキエンザン省党委書記に転じていたが，2020年10月に
再び建設省次官に任命され，その処遇が関心を集めていた。政府構成員の平均年
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齢は約57.7歳と前期はじめの約56.1歳と比べ若干高くなった。女性は前期の1人
から2人となった。出身地別では，ミン副首相以下，北部ナムディン省出身者が
5人と突出している。

3-4.　その他の主要国家幹部人事
　その他の主要国家幹部のうち，国家主席・副主席は第14期第11回国会で交代し，
新任者は第15期第1回国会で再選された。

表1-7　第15期政府
氏名 役職 生年 出身地（地域） 就任時のおもな役職

ファム・ミン・チン 首相 1958 タインホア省（中） 組織委員会委員長

ファム・ビン・ミン* 副首相 1959 ナムディン省（北） 副首相兼外務相

レ・ミン・カイ 副首相 1964 バクリュウ省（南） 政府監査院院長

ヴー・ドゥク・ダム* 副首相 1963 ハイズオン省（北） 副首相

レ・ヴァン・タイン 副首相 1962 ハイフォン市（北） ハイフォン市党委書記

ファン・ヴァン・ザン 国防相 1960 ナムディン省（北） 人民軍総参謀長兼国防省次官

トー・ラム* 公安相 1957 フンイエン省（北） 公安相

ブイ・タイン・ソン 外務相 1962 ハノイ市（北） 外務省次官

ファム・ティ・タイン・チャ 内務相 1964 ゲアン省（中） 内務省次官

レ・タイン・ロン* 司法相 1963 タインホア省（中） 司法相

グエン・チ・ズン* 計画・投資相 1960 ハティン省（中） 計画・投資相

ホー・ドゥク・フォク 財政相 1963 ゲアン省（中） 会計検査院院長

グエン・ホン・ジエン 商工相 1965 タイビン省（北） 宣教委員会副委員長

レ・ミン・ホアン 農業・農村開発相 1961 ドンタップ省（南） 農業・農村開発省次官

グエン・ヴァン・テ* 交通・運輸相 1966 ドンタップ省（南） 交通・運輸相

グエン・タイン・ギ 建設相 1976 カマウ省（南） 建設省次官

チャン・ホン・ハー * 資源・環境相 1963 ハティン省（中） 資源・環境相

グエン・マイン・フン* 情報・通信相 1962 バクニン省（北） 情報・通信相

ダオ・ゴク・ズン* 労働・傷病兵・社会相 1962 ハナム省（北） 労働・傷病兵・社会相

グエン・ヴァン・フン 文化スポーツ観光相 1961 クアンチ省（中） 文化スポーツ観光省次官

フイン・タイン・ダット* 科学・技術相 1962 ベンチェ省（南） 科学・技術相

グエン・キム・ソン 教育・訓練相 1966 ハイフォン市（北） ハノイ国家大学学長

グエン・タイン・ロン* 保健相 1966 ナムディン省（北） 保健相

チャン・ヴァン・ソン 政府官房長官 1961 ナムディン省（北） 政府官房副長官

ハウ・ア・レン 民族委員会委員長 1973 ラオカイ省（北） 祖国戦線副議長

グエン・ティ・ホン* 国家銀行総裁 1968 ハノイ市（北） 国家銀行副総裁

ドアン・ホン・フォン 政府監査院院長 1963 ナムディン省（北） ナムディン省党委書記

（出 所 ）政 府 ウ ェ ブ サ イ ト に 基 づ き 筆 者 作 成（http://chinhphu.vn/portal/page/portal/
chinhphu/trangchu）。

（注）記載順は同ウェブサイトに基づく。*は第14期第11回国会前からの留任。地域はそれぞれ
（北）＝北部，（中）＝中部，（南）＝南部。
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　国家主席には前期首相のグエン・スアン・フックが就任した。フックは中部ク
アンナム省出身の1954年生まれであり，首相としての実績が評価されてきたこ
とは前述のとおりである。フックの国家主席就任は一種の妥協策ともみられるが，
より積極的にフックが同職位に適任であると考えられる理由もある。国家主席は
国家元首であり，内外に向けて国を代表する。とくに2019年にチョンが体調を
崩して以来，フックは国の顔としての役割を一層精力的に果たしてきた。首相職
と比べて国家主席職には実権がないとされるが，豊富な経験をもち人望があるフ
ックは，存在感のある国家主席となる可能性がある。
　国家副主席には，南部メコンデルタのアンザン省出身で1970年生まれのヴォ
ー・ティ・アイン・スアンが就任した。国家副主席には1987年以来6人連続し
て女性が就任しており，そのなかでも最年少での就任となった。スアンの抜擢に
は，ヴォー・ヴァン・トゥオンの書記局常任就任同様，南部出身者であることが
1つの要因となったと考えられるが，若手リーダーとして十分なキャリアの持ち
主でもある。高校教師を4年間務めたのち，1996年にアンザン省党委事務局職
員となり，2001 ～ 2010年にかけては女性連合アンザン省支部で常務委員，副
主席，主席を務めた。2011年には党中央委員会予備委員に選出され，2013年に
はアンザン省人民委員会副主席，同省党委副書記に相次いで就任，2015年から
は同省党委書記を務めていた。
　最高人民裁判所長官および最高人民検察院院長については，グエン・ホア・ビ
ンとレ・ミン・チがそれぞれ前期から留任した。中部クアンガイ省出身，1958
年生まれのグエン・ホア・ビンは，第13回党大会で政治局入りを果たし，前任
の最高人民裁判所長官であったチュオン・ホア・ビンと同じコースをたどって副
首相に就任するという観測もあったが実現せず，元の職にとどまった。他方，レ・
ミン・チはホーチミン市出身の1960年生まれで，2021年時点で61歳であるが，
「特別な場合」の1人として中央委員に再選され，最高人民検察院院長に留任し
ている。
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第15期国会議員選挙と国会幹部人事4

4-1.　第15期国会議員選挙の展開
　第15期国会議員選挙の準備は，2020年6月，国会がグエン・ティ・キム・ガ
ン第14期国会議長を国家選挙評議会議長に選出した頃から始まった。しかし，
候補者名簿の作成に向けた具体的な動きがみられたのは党大会後の2021年2月
上旬以降である。
　2月4日，祖国戦線中央委員会は，国内5地点とオンラインで結ぶ形で第1回協
商会議を開催した。会議では，国会常務委員会が定めた第15期国会議員の属性
や出身部門による構成の目安に基づき，各部門・組織への候補者枠の割当が行わ
れた。各省選挙委員会は2月22日から3月14日まで候補者の申請を受け付けた。
その結果は3月19日までにとりまとめられ，暫定候補者名簿（立候補申請者名簿）

が作成された。同名簿には，中央の各機関・組織による推薦を受けた候補者（中

央推薦候補）205人，地方の各機関・組織による推薦を受けた候補者（地方推薦候

補）803人，自薦による候補者76人の計1084人が含まれていた。2016年に行わ
れた第14期国会議員選挙の暫定候補者名簿（候補者総数1146人，うち中央推薦候

補が197人，地方推薦候補が795人，自薦候補が154人）と比べると，中央・地方推
薦候補がそれぞれ微増したのに対し，自薦候補は半減している。
　祖国戦線主導で行われる候補者のスクリーニングを経て，4月27日に公表され
た最終候補者名簿に掲載されたのは，中央推薦候補203人，地方推薦候補654人，
自薦候補9人の計866人であった。これは前回選挙の最終候補者名簿の構成とほ
ぼ同様であり，全体的な当選倍率も1.73倍と前回（1.74倍）とほとんど変わらない。
　しかしながら，このような数値からうかがわれる以上に，今回の選挙の雰囲気
は前回とは異なっていた。端的にいえば，今回の選挙は，従来にも増して管理が
強化された選挙であった。第1に，党員・幹部・公務員が候補者となる場合の条
件が詳細に定められた。たとえば，幹部・公務員が初めて推薦を受けて立候補す
る場合，男性は1966年2月以降，女性は1971年1月以降の生まれという年齢制
限が設けられた。再選の場合にも同様の年齢制限の規定がある。また，党員が自
薦候補として立候補する場合には，その所属する党支部に報告し，同意を得るこ
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とが義務づけられた。
　第2に，地方各省は，暫定候補者名簿作成に当たり，選挙法の規定以上に多数
の候補者を確保する努力を求められた。2月25日の内務省開催の会議で，祖国戦
線幹部は，国会議員の定員6人（選挙法の定めによれば，候補者数は10人以上）の
省で，国会常務委員会，政府，祖国戦線中央委員会主席団による連合通知に基づ
いて要請された候補者12人以上の推薦を達成できていなかった8つの省を名指し
している27）。
　第3に，体制外の自薦候補者に関しては，立候補のためのハードルが従来以上
に高かったとみられる。「アメリカの声」（VOA）ベトナム語版は，教授の肩書を
もつ84歳の元党員が，自薦で立候補するために提出した書類を6回突き返され，
7回目にようやく受理された事例などを紹介している28）。また，3月10日にはニ
ンビン省で自薦立候補の意思をライブストリームで表明した61歳のフェイスブ
ッカーが，同月27日にはハノイ市で自薦立候補のための手続きを行っていた42
歳のフリージャーナリストが，ともに反国家宣伝罪容疑で逮捕されている29）。

4-2.　国会議員選挙の結果
　投票は5月23日に行われた。折しも4月末から新型コロナウイルス感染症拡大
の第4波が到来していたにもかかわらず，投票率は前回選挙を上回る99.6％を記

27）“8 tỉnh chưa giới thiệu đủ người ứng cử Quốc hội ”［8つの省がまだ十分な数の国会議員候補者を推薦
していない］. VnExpress 2021年5月25日（https://vnexpress.net/8-tinh-chua-gioi-thieu-du-
nguoi-ung-cu-quoc-hoi-4240022.html）. 

28）“Người tự ứng cử ĐBQH bác bỏ ý kiến ‘rộng cửa’ của Mặt trận Tổ quốc ”［国会議員の自薦立候補者，祖
国戦線の「広い門戸」という意見を否定］. VOA Tiếng Việt ［VOAベトナム語版］ 2021年10月3日

（https://www.voatiengviet.com/a/nguoi-tu-ung-cu-dbqh-bac-bo-y-kien-rong-cua-cua-
mttq/5808865.html）.

29）“Quốc hội VN: Nhiều cách để loại ứng cử viên độc lập” ［ベトナム国会：独立候補を排除する多くの方 
法］. BBC News Tiếng Việt ［BBCニュースベトナム語版］ 2021年4月21日 （https://www.bbc.com/
vietnamese/world-56812616）.BBCなどの報道に対し，国営メディアは，逮捕されたのは反動勢
力の手先や悪意をもった個人であると反論している。“Màn kịch ‘tự ứng cử’ của một số ‘nhà dân chủ’!” 

［一部の“民主主義者”の“自薦立候補”というお芝居］. Nhân Dân điện tử ［人民紙電子版］ 2021年5月14
日（https://nhandan.vn/binh-luan-phe-phan/man-kich-tu-ung-cu-cua-mot-so-nha-dan-
chu--645969/）.
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録した30）。候補者が当選するためには，それぞれの選挙区で相対的に多数の票を
とるばかりでなく，有効投票の過半数を獲得する必要があるが，この規定により
当選者数が議席数に満たなくなる選挙区はなく，国会議員の定数と同じ500人が
選出された。ただし，国家選挙評議会は，ビンズオン省党委書記で国会議員候補
者であったチャン・ヴァン・ナムについて，国会議員の適格性を欠くとして当選
資格を否認する決定を行ったため31），6月10日に公布された選挙結果では国会議
員当選者数は499人となった。
　今回の選挙結果では，国会議員の構成に関する多くの目標値が達成されたこと
も特徴的であった。7月15日に行われた選挙の総括会議における報告によれば，
女性は151人で議員総数の3割を超え，第6期国会以来最多となった。少数民族
は89人で約18％を占め，過去最多であったことに加え，2つの非常に人口の少
ない民族の代表が初めて選出された。40歳未満の若年層は47人で全国会議員の
約1割，再選者は203人で約4割であった。また，専従となることが予定されて
いる議員は193人で全体の38.6％を占め，2020年改正の国会組織法が規定する
40％には及ばなかったが，過去最高となった。他方，非党員は14人（2.8％）で
前回の20人をさらに下回り，目標の5 ～ 10％には遠かった。自薦候補の当選者
は過去最多であった第13期に並ぶ4人となったが，そのうち3人は再選であり，
全員が党員であった32）。国会議員の学歴レベルは前期よりさらに向上して，大学
院以上の学歴保持者は全体の78.6％（前期は62.5％）となり，他方，大卒の資格
をもたない議員は1人のみ（前期は6人）となった。
　当選者には，政府構成員15人，省級党委書記38人，省級人民委員会主席3人，軍・
公安の士官51人，企業家15人などが含まれる。政治局員は，過去2回の国会議
員選挙では全員が候補者となっていたが，今回はホーチミン市党委書記のグエン・
ヴァン・ネンを除く17人が立候補し，その全員が当選した。中央推薦の候補者

30）病気や高齢などのため投票所へ行くことができない有権者のために従来から用いられていた移動式
投票箱が，濃厚接触者の隔離エリアなどでも用いられた。

31）ナムは，第13回党大会で中央委員に再選されたばかりでもあったが，ビンズオン省党委傘下の企業
が公有地の違法販売を行った事件に関与していた疑いが浮上した。その後，7月には党におけるす
べての役職を解任された後，逮捕されている。

32）4人の自薦候補の当選者は，国民経済大学副学長のホアン・ヴァン・クオン，中央血液学・輸血研究
所所長のグエン・アイン・チー，ホーチミン市弁護士会副会長のチュオン・チョン・ギア（以上，再選），
およびナムスン・アルミニウム・ベトナム社長のクオン・ティ・マイ（初当選）である。
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203人のうち落選者は9人で，前回，前々回の15人から減少した。

4-3.　国会幹部人事の刷新
　国会幹部人事についても，第14期第11回国会と第15期第1回国会で入替が行
われた。
　第14期第11回国会は，グエン・ティ・キム・ガン国会議長を解任し，後任に
前ハノイ市党委書記のヴオン・ディン・フエを選出した。1957年生まれ，北中
部ゲアン省出身のフエは，元は会計学の研究者であるが，2001年に実務の世界
に入ってからは，会計検査院副院長・院長，財政相を歴任し，2012年にはチョ
ン指導部が政府に対する監視・指導を強化する目的で再設立した党中央経済委員
会の委員長に抜擢された。その後も，2016年に副首相，2020年にハノイ市党委
書記に就任し，広範な経験を積んできた。チョン書記長はハノイ市党委書記，国
会議長を務めた後，書記長に就任しており，同様のキャリアをたどるフエは書記
長の有力な後継候補とみられる33）。
　第14期第11回国会はまた，副議長4人がすべて中央委員でなくなったことを
受けて，そのうちトン・ティ・フォンら3人を解任し，祖国戦線議長のチャン・
タイン・マン（政治局員），カインホア省党委書記のグエン・カク・ディン，国
会財政・予算委員会委員長のグエン・ドゥク・ハイの3人を新たに副議長に選出
した。もう1人の副議長である軍出身のド・バー・ティについては，後任が5月
の選挙で国会議員に当選するのを待って7月の第15期第1回国会まで務めること
となった。議長，副議長が総入替となったが，グエン・カク・ディンは第14期
国会の初期に法律委員会委員長を務めており，グエン・ドゥク・ハイとともに国
会常務委員の経験者である。
　その他の国会常務委員13人のうち，60歳を過ぎて中央委員に再選されなかっ
たのは7人である。そのうち5人は第14期第11回国会で解任され，後任の委員が
選出された。残りの2人と国会副議長に昇格したグエン・ドゥク・ハイの後任は，
第15期第1回国会で選出された。国会常務委員会人事の詳細は表1-8のとおりで
ある。第14期国会常務委員会には国防省次官経験者が2人入っていたが，その1

33）Thayer （2021a）はフエを「政府派閥」に分類しているが，個人的な資質からいうと，博士の学歴
と教授の称号をもち，チェコスロバキア留学経験のあるフエは，フックよりもチョンやチンに近い。
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人のド・バー・ティ副議長の後任にはチャン・クアン・フオン人民軍政治総局副
局長，もう1人のヴォー・チョン・ヴィエト国防・安全保障委員会委員長の後任
にはレ・タン・トイ公安省次官がそれぞれ選出されている。

結語

　2021年の党大会と国会議員選挙は，5年前の前回と比べてより周到に準備され，
厳格に管理され，円滑に実施された。その結果はより党指導部の意向に沿ったも
のになり，想定外の事態は回避ないし抑制された。このことは，この5年で党内
の団結が強化され，党の指導力が高まったことの表れであるともいえる。
　しかし，団結を実現し，維持していくには不断の努力が必要である。幹部は常
に党員の模範となり，党員の思想や道徳面における質の向上を図る一方，警戒心
を高め，団結を乱す行為を抑制しなければならない。また，党の独裁体制の正統
性を高めるためには，経済成長や国民の幸福度の向上を実現し，幹部・党員によ
る汚職・濫費など国民の信頼を低下させる行為を抑制すると同時に，国民の間の
合意形成を促進し，反体制的な活動を撲滅しなければならない。政治報告から読
み取れるのはこのようなメッセージである。第13回党大会は，過去5年間の党建

表1-8　国会常務委員会
第14期第11回国会前 第14期第11回国会 第15期第1回国会

職務 氏名 生年 氏名 生年 氏名 生年
国会議長 グエン・ティ・キム・ガン（政） 1954 ヴオン・ディン・フエ（政） 1957 ヴオン・ディン・フエ（政） 1957
副議長 トン・ティ・フォン（政）* 1954 チャン・タイン・マン（政）* 1962 チャン・タイン・マン（政）* 1962
副議長 ド・バー・ティ（中） 1954 ド・バー・ティ（中） 1954 チャン・クアン・フオン（中） 1961
副議長 ウオン・チュ・リュー（中） 1955 グエン・カク・ディン（中） 1964 グエン・カク・ディン（中） 1964
副議長 フン・クォク・ヒエン（中） 1958 グエン・ドゥク・ハイ（中） 1961 グエン・ドゥク・ハイ（中） 1961
民族評議会議長 ハー・ゴク・チエン（中） 1957 ハー・ゴク・チエン（中） 1957 ハー・ニエ・クダム（中） 1973
法律委員会委員長 ホアン・タイン・トゥン 1967 ホアン・タイン・トゥン（中） 1967 ホアン・タイン・トゥン（中） 1967
司法委員会委員長 レ・ティ・ガー（中） 1964 レ・ティ・ガー（中） 1964 レ・ティ・ガー（中） 1964
経済委員会委員長 ヴー・ホン・タイン（中） 1962 ヴー・ホン・タイン（中） 1962 ヴー・ホン・タイン（中） 1962
財政・予算委員会委員長 グエン・ドゥク・ハイ（中） 1961 グエン・ドゥク・ハイ（中） 1961 グエン・フー・クオン（中） 1967
国防・安全保障委員会委員長 ヴォー・チョン・ヴィエト（中） 1957 ヴォー・チョン・ヴィエト（中） 1957 レ・タン・トイ（中） 1969
文化・教育・青少年・児童委員会委員長 ファン・タイン・ビン（中） 1960 グエン・ダク・ヴィン（中） 1972 グエン・ダク・ヴィン（中） 1972
社会問題委員会委員長 グエン・トゥイ・アイン（中） 1963 グエン・トゥイ・アイン（中） 1963 グエン・トゥイ・アイン（中） 1963
科学・技術・環境委員会委員長 ファン・スアン・ズン（中） 1960 レ・クアン・フイ（中） 1966 レ・クアン・フイ（中） 1966
対外委員会委員長 グエン・ヴァン・ザウ（中） 1957 ヴー・ハイ・ハー（中） 1969 ヴー・ハイ・ハー（中） 1969
国会事務局局長 グエン・ハイン・フック（中） 1959 ブイ・ヴァン・クオン（中） 1965 ブイ・ヴァン・クオン（中） 1965
国会代表工作委員会委員長 チャン・ヴァン・トゥイ（中） 1957 グエン・ティ・タイン（中） 1967 グエン・ティ・タイン（中） 1967
請願委員会委員長 ズオン・タイン・ビン（中） 1961 ズオン・タイン・ビン（中） 1961 ズオン・タイン・ビン（中） 1961

（出所）国会ウェブサイト（http://quochoi.vn/）などに基づき筆者作成。
（注） ＊は常任副議長, （政）は政治局員,（中）は中央委員。網掛けは新任（濃灰色）および異動（薄灰

色）。
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設の成果を確認するとともに，今後もそれをさらに推し進める決意を明確にした。
　過去5年間，ベトナム政治には多くの変化があった。とくに第12期党指導部の
反汚職闘争は画期的であった。しかしその一方で旧態依然とみられる部分も少な
くない。候補者の選考をこれまで以上に厳格に行ったとされる今回の中央委員選
挙や国会議員選挙でも，資質に問題のある人物が選考プロセスをとおっていたこ
とが判明した。
　指導部のポスト争いも，これまでの党大会同様，活発であった。その1つの帰
結が，これまで党が積み上げてきた人事慣行に多くの点で異なる決定が行われた
「四柱」人事である。個々の人選にはそれぞれ首肯しうる理由も考えられるが，
これまで一定の秩序のある権力継承を担保してきた人事慣行が軽視されたことは
今後の党幹部人事の安定性に影響を与える恐れがある。とくに，幹部・党員の最
高の模範であるべき党書記長が，たとえ自らの意思に反して選ばれたとしても34），
党条例の規定に反する3選目を果たしたことは，今回の党大会で強い印象を残し
た出来事であった。
　もう1つ，指導部人事の過程で改めて印象づけられたのが，国内の地域間関係
が依然としてセンシティブな問題であるということである。党大会前には，国営
メディアが「党主要幹部は地域代表ではなく，各職位に必要な標準を満たす人物
が選ばれる」，「地理的に分断された植民地時代や帝国主義時代は過去のものとな
った」といった趣旨の論説記事を掲載し35），地域問題を殊更に重視しないという
党指導部の姿勢をうかがわせた。しかし，大会後の人事では，書記局常任や国家
副主席といった要職に南部出身の人材を配置するなど，一定の配慮が示されてい
る。
　今党大会が残した最大の課題の1つが，チョン書記長の後継問題である。チョ
ンは独裁的な指導者ではないが，第12期における党の指導力の回復・強化はチ
ョンのリーダーシップを抜きにしては語ることができない。党指導部が少なくと

34）党大会後の記者会見で，チョンは自らについて，あまり健康ではなく，高齢でもあり，引退を申し
出たのだが，選ばれたからには党員として義務を果たさなければならないと述べている。

35）“Nhân sự Đại hội Ⅷ và vấn đề tính đại diện ”［第13回党大会人事と代表性の問題］. Báo điện tử Pháp 
Luật thành phố Hồ Chí Minh ［ホーチミン市法律紙電子版］ 2021年1月14日（https://plo.vn/thoi-su/
chinh-tri/nhan-su-dai-hoi-xiii-va-van-de-tinh-dai-dien-961429.html）.
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も表向きは強い結束を保っているのも，チョンの政治的手腕に負うところが大き
いと思われる。そしてそのことこそが，チョンの再任を可能にすると同時に必要
とした実質的な理由であったとも考えられる。今期，チョンが，自らの眼鏡にか
なうと同時に，党内意見の「高度な一致」を得られる後継者を育成することがで
きるかどうかは，今後の党およびベトナムの進路に少なからず影響を与えること
が予想され，注視していく必要があるだろう。
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はじめに

　2021年1月25日から2月1日にかけて実施されたベトナム共産党第13回全国代
表者大会（以下，党大会）では，これまでの党大会同様，過去の経済発展の評価
と今後の経済発展の方向性や達成されるべき具体的な数値目標が議論された。そ
して，その結果は大会後に「政治報告」，「5カ年の方向性報告」，「10カ年戦略」
の3つの主要な文献1）に示され，ベトナム共産党ウェブサイト2）にも公開された。
今回の党大会では，これまでの大会でも示されてきた5年後，10年後の目標に加
え，2045年までに先進国になるという長期目標が掲げられたことが話題となった。
ベトナムの指導層が，25年先の国家の発展観を示したという点では，今回の党
大会の決議は，過去数回の党大会とは若干異なったものであるといえよう。
　本章は，第13回党大会で示された経済発展の方向性と目標の内容を解説する
ことを主たる目的としている。第1節では，過去10年間のベトナム経済の動向と，
党・政府が打ち出してきた主要な方針，政策をみてゆく。（少なくとも近年の傾向

として）党大会でそれまでの動向や政策と大きく異なる新たな方向性が示される
ことは稀であり，党大会文献の内容は，過去5年間，10年間の経済社会状況の動

2030年に向けた経済発展の方向性

坂田 正三

第2章

1）正式名称はそれぞれ「第13回党大会における第12期中央委員会政治報告」，「第13回党大会における
2016 〜 2020年5カ年経済・社会発展任務実現結果の評価と2021 〜 2025年5カ年経済・社会発展の
方向性と任務の報告」，「2021 〜 2030年10カ年経済・社会発展戦略」である。

2）https://daihoi13.dangcongsan.vn/tu-lieu/van-ban-chi-dao-huong-dan（2021年7月閲覧）.
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向を踏まえ，そしてそれまで党中央委員会総会で議論された方針や打ち出されて
きた諸政策をベースとしてまとめられる。そのため，過去10年の動きをみるこ
とで，今回の党大会で示された経済発展の方向性の背景を知ることができる。第
1節の第4項では，新型コロナウイルス感染症の経済への影響と経済関連の対策
をまとめる。党大会の前年である2020年に始まった未曾有の感染症拡大が，今
後の5年間，10年間の成長戦略を策定するうえでどのように影響したかを考察す
ることが主眼であるため，ここでは，2020年の状況のみに焦点を絞ってみてゆく。
さらに，第2節では，10年前の第11回党大会時や5年前の第12回党大会時に示さ
れた方向性との比較という観点から，今回の党大会文献の注目すべき記述や傾向
をいくつか指摘し，その背景を説明する。そして最後に，発展の方向性の実現可
能性も含め，今後の展望と課題について触れる。

2011〜2020年のベトナム経済1

1-1.　マクロ経済パフォーマンス
　今回の10カ年戦略では，2011 〜 2020年の実質GDP成長率の平均値は示され
なかったが，2020年の成長率を暫定値として公表されている2.91％とすると，
5.96％となる。これは，10年前の2011年党大会時に示された2001 〜 2010年
の実績値7.26％や，2011 〜 2020年の目標値7 〜 8％を下回る。 新型コロナウ
イルス感染症拡大の影響による2020年の成長の落ち込みも影響しているが，む
しろ，2010年代前半を通して高成長を実現できず，マクロ経済が不安定であっ
たことが大きな原因であった。これは，2008年に起きた世界的な経済危機の影
響から停滞した経済の回復に時間を要したことを意味する。2009年に政府は総
計80億ドルの経済刺激パッケージを発動し，2010年のGDP成長率は前年の5.4
％から6.4％へと一時的な回復をみせたが，2010年代前半はGDP成長率が目標
値を超えられず，消費者物価指数（Consumer Price Index: CPI）上昇率が成長
率を上回る年が2013年まで続いていた（図2-1）。
　ほかの指標をみても，2010年代前半のマクロ経済状況が不安定であったこと
がわかる。2011年は，年平均CPI上昇率がまだ18.6％という高い水準にあり，

22-01-044_04_第02章.indd   5022-01-044_04_第02章.indd   50 2022/03/18   13:36:592022/03/18   13:36:59



51

第2章　2030年に向けた経済発展の方向性

インフレ対策のために政策金利（ディスカウントレート）も13％に据え置かれて
いたため，企業の借入れが滞り，消費も低迷していた。2000年代を通して続い
た貿易赤字は2011年もまだ年間約100億ドルあった。財政省のデータによれば，
財政赤字は2013年に世界銀行が「危険水準」とみなす対GDP比5％を超えてい
た3）。2009年の経済刺激パッケージは結果として公的債務を膨張させ，不採算
な国有企業に注入された救済措置は，のちに銀行の不良債権の増加という事態を
招いた。経済が本格的に回復したといえる状態になるには，GDP成長率が6％台
を回復した2015年まで待たねばならなかった。
　2010年代後半は経済の停滞を脱し，GDP成長率は常に6％を超え，2018年，
2019年には7％を超える高い水準の成長を記録した。貿易収支は2012 〜 2017
年までの間は毎年数億ドルから最大でも40億ドル弱程度の黒字を計上していた

3）財政省ウェブサイトより
 （ h t t p s : / / w w w . m o f . g o v . v n / w e b c e n t e r / p o r t a l / m o f / r / l v t c / n s n n ? _
afrLoop=620273283330486#%40%3F_afrLoop%3D620273283330486%26centerWidth%3D
670px%26leftWidth%3D286px%26rightWidth%3D0%26showFooter%3Dfalse%26showHead
er%3Dfalse%26_adf.ctrl-state%3Dyt6n6hq3d_1818，2021年7月閲覧）。
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図2-1　2011〜2020年のGDP成長率とCPI上昇率の推移

（出所）ベトナム統計総局データより筆者作成。
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が，2018年から黒字が大幅に増加し，2018年には64.6億ドル，2019年は105.7
億ドル，2020年には191億ドルの黒字となった。財政赤字の対GDP比は2018年
には2.8％まで低下した。その後，2019年からは再び増加に転じたものの，
2020年でも3.5％であり，2010年代前半のレベルまでには上昇していない。公
的債務は2016年まで膨張し続け，2016年には対GDP比63.6％に達したが，
2019年には55％まで低下している4）。銀行の不良債権比率（金融機関の総貸付残

高に占める不良債権の割合）は2012年末には12％に達していたが（World Bank 

2014a），2013年にベトナム国家銀行がベトナム資産管理会社（VAMC）を設立し，
銀行に積み上がった不良債権を買い取るといった措置を講じたこともあり，
2015年第3四半期以降は2％台まで低下し，2019年末には1.6％まで低下した5）（5

カ年の方向性報告には，2020年の不良債権比率は3％以下と記されている）。

1-2.　経済の構造的変化
　ベトナムの過去10年間のGDP成長率はその前の10年間の成長率を下回ったも
のの，経済構造は大きな変化を遂げた6）。最も目立った変化は，貿易の拡大である。
世界貿易機関（WTO）に加盟した2007年に1113億ドルであった貿易額（輸出

入額の合計）は，2020年には 新型コロナウイルス感染症拡大のなかにあっても
過去最高となる5439億ドルとなった。WTO加盟から13年で5倍以上に拡大し
たことになる。2020年の貿易額は対GDP比208％にのぼり，アジアでは香港，
シンガポールに次ぐ貿易依存度の高さとなっている7）。

4）財政省ウェブサイトに掲載されている報告書（Bulletin Public Debt）より
　（https://www.mof.gov.vn/webcenter/portal/mof/r/lvtc/quanlynotcdn?centerWidth=670px&

leftWidth=286px&rightWidth=0&showFooter=false&showHeader=false&_adf.ctrl-
state=yt6n6hq3d_1553&_afrLoop=878405900358510#%40%3F_afrLoop%3D878405900358
510%26centerWidth%3D670px%26leftWidth%3D286px%26rightWidth%3D0%26showFoot
er%3Dfalse%26showHeader%3Dfalse%26_adf.ctrl-state%3Dx1h09tb4n_58，2021年7月閲覧）。

5）ベトナム国家銀行ウェブサイトより（https://www.sbv.gov.vn/webcenter/portal/en/home/
sbv/statistic/ooci/ronplotlo?_afrLoop=29048154726052224#%40%3F_afrLoop%3D2904815
4726052224%26centerWidth%3D80%2525%26leftWidth%3D20%2525%26rightWidth%3D0
% 2 5 2 5 % 2 6 s h o w F o o t e r % 3 D f a l s e % 2 6 s h o w H e a d e r % 3 D f a l s e % 2 6 _ a d f . c t r l -
state%3Dsv2pdotw3_420，2021年7月閲覧）。

6）近年の経済構造の変化と課題については，藤田（2021）を参照のこと。
7） 世 界 銀 行 ウ ェ ブ サ イ ト よ り（https://data.worldbank.org/indicator/NE.TRD.GNFS.

ZS?locations=VN，2021年7月閲覧）。
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　貿易額の増加に大きく寄与したのはおもに韓国サムスン社をはじめとする携帯
電話や電子機器の生産拡大である。2011年時点の携帯電話の輸出額は縫製品の
半分以下の69億ドルであったが，2年後の2013年には200億ドル台を突破し，
携帯電話が縫製品を抜き輸出品目第1位となった。2020年の輸出額は500億ドル
を超えている。「コンピュータ・電子機器および部品」の輸出額も2011年の46
億ドルから2020年には446億ドルまで増加し，輸出額第2位の品目となっている。
　また，2010年代には，国有，民間，外資の各部門の企業の構造が大きく変わ
った。まず変わったのはその数である（表2-1）。10年間で国有企業の数は1000
社以上減り，一方で民間部門の企業，とくに有限会社と国家資本のない株式会社
の数が2倍以上に増加した。国有企業の数の減少，とくに100％国家所有企業の
減少は，おもに株式会社への転換によるものである。また，国有大企業ではホー
チミンおよびハノイの証券取引所への上場が進み，さらに，たとえば2017年の
サイゴンビール・アルコール・清涼飲料株式総公司（Sabeco）のタイ・ビバレ
ッジへの株式売却など，同業の海外企業への株式売却のケースも増えた。民間企
業をめぐる新しい変化として，10年前は大きな存在ではなかったビングループ
やFLCグループのような民間の経済集団（コングロマリット）が台頭し，工業団
地整備や自動車生産，航空事業にまで参入して巨額の投資を行っていることがあ
げられる。
　現在残っている国有企業にエネルギーや通信系の大企業が多いこともあり，
GDPに占める国家部門，民間部門の産出額の割合は過去10年間で大きく変化は
していない（それぞれ30％弱と40％強）。しかし，総投資に占める国家部門の割合
が10ポイント程度低下する一方で，非国家部門の割合は10ポイント程度増加し
ている（図2-2）。外国直接投資は，2019年には年間の登録額ベースで2010年の
1.8倍増となる380億ドルにまで増加した（新型コロナウイルス感染症拡大の影
響を受けた2020年の投資額は285億ドルまで減少した）。外資企業による輸出額
は，2015年以降総輸出額の70％を超え，2020年には72％まで上昇している。
また，2010年代後半から中国からの投資が増加し，2020年の登録額は2011年
の3倍を超え，投資額上位第3位の国となっているのも新たな動きである（表2-2）。
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とくに米中経済摩擦の影響で，中国の製造業企業のベトナムへの生産移転が加速
した2019年には，前年比1.6倍の伸びとなった8）。

8）計画・投資省外国投資局ウェブサイトより（http://fia.mpi.gov.vn/Default.aspx，2021年7月閲覧）。

表2-1　各経済部門の企業数の変化
2010 2015 2019

国有企業 3,281 2,835 2,109
100％国家所有企業 1,801 1,315 1,014
50%以上国家所有企業 1,480 1,520 1,095

民間企業 268,831 427,710 647,632
私営企業 48,007 47,741 40,286
合名企業 79 591 892
有限会社 163,978 287,786 475,942
国家資本のある株式会社 1,710 1,416 1,193
国家資本のない株式会社 55,057 90,176 129,319

外国投資企業 7,248 11,940 18,762
100%外資企業 5,989 10,238 16,081
合弁企業 1,259 1,702 2,681

（出所）ベトナム統計総局データより筆者作成。
（注）各年の12月31日時点の企業数。
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図2-2　総社会投資に占める各経済部門の割合

（出所）ベトナム統計総局データより筆者作成。
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1-3.　制度的変化
　ベトナムで上述のような経済構造の変化がもたらされた背景には，2つの大き
な方向性に沿った経済の制度的変化があった。その1つめは2000年代後半から
の国際経済への積極的な参入であり，もう1つは経済における非国家部門企業の
役割の拡大である。
　まず，ベトナムは2007年のWTO加盟以降，二国間・多国間の自由貿易協定
（FTA）や経済連携協定の締結を通して、国際的な自由貿易の枠組みに積極的に
参加してきた。2020年末までにベトナムは14の自由貿易協定，経済連携協定を
締結しており，うち7つの協定は2010年代に入り締結されたものである。とく
に近年では，環太平洋パートナーシップに関する包括的および先進的な協定
（CPTTP，2018年），ベトナム・EU FTA（2019年），地域的な包括的経済連携協
定（RCEP，2020年）などの，より厳しい合意条件が課せられた協定も締結して
いる。1986年のドイモイ開始後も、ベトナムはしばらく輸入代替的な政策を続
けていたが，WTO加盟を契機に，2010年代を通して拡大する輸出入を梃子と
して経済成長を図る国に転じたといえる。
　国際経済社会への参入が2000年代からの継続的なプロセスであったのに対し，
2010年代に入ってから大きく方向性を変化させたのは，国有企業改革と非国家
部門の役割の拡大であった。2010年のべトナム造船工業経済集団（Vinashin）

の破綻とその後相次いだ大規模国有企業の経営危機の発覚は，2012年の国会で
それまで国有企業改革を主導してきたグエン・タン・ズン首相（当時）が辞任を
迫られるといった政治的な動揺を生み，国有企業改革の方向性に大幅な修正が加

表2-2　外国直接投資上位5カ国（登録額ベース）

順位
2011年 2020年

国 登録額
（100万ドル） 国 登録額

（100万ドル）
1 香港 3,093.2 シンガポール 8,994.1
2 日本 2,438.5 韓国 3,949.1
3 シンガポール 2,208.2 中国 2,459.4
4 韓国 1,466.7 日本 2,368.0
5 中国 747.8 台湾 2,058.4

（出所）計画・投資省外国投資局データより筆者作成。
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えられることとなった。それまでは，主要分野の大規模国有企業を核としてさま
ざまな業種の企業を傘下に置く「国家経済集団」というコングロマリットを形成
させ，政策的に国有企業の競争力の強化を図るという方向性であったが，2012
年以降は，国家経済集団の数を限定し，かつ経営を中核事業に集中させるという
方針に転換した。また，100％国家が保有する国有企業を存続させる分野を徐々
に限定し，ほかの分野の国有企業は株式会社化や上場を行うというものになっ
た9）。2016年には，2020年までの国有企業再編の「ロードマップ」（首相決定58号）

が示され10），2018年には，政府が「企業における国家資本管理委員会」（その資

本金の大きさから「スーパー委員会」と称される）を設立し，各省庁や地方省・都
市が保有する国有企業の資本を同委員会の一元管理とし，株式会社化などの再編
を進めることとなった。
　一方，政府は，「企業経営環境向上と国家の競争力強化」というスローガンを
掲げ，民間企業の設立や規模拡大を促す方向性を打ち出した。2014年から同じ
番号の政府議定（政府議定19号）を毎年公布し，世界銀行の「ビジネス環境ラン
キング」や世界経済フォーラムの「国際競争力ランキング」で示されている，企
業登録や納税などの手続きの簡素化や時間短縮，電気や情報インフラへのアクセ
スといった指標の改善目標を掲げてきた。政府は，とくに2016年のグエン・ス
アン・フック首相（当時）の就任直後から，数値目標を掲げる政府議定19号に加
え，「電子政府」の実現という方針や中小企業への法人所得の減税，スタートア
ップ支援などの具体的な政策を打ち出し，2020年までに企業数を100万社まで
増やすことを目標として掲げた（ただし，企業数増の目標は未達となった）。

1-4.　新型コロナウイルス感染症の経済への影響と政府の対応
　ベトナムでは，2020年1月23日に初の新型コロナウイルス感染者が確認され
（武漢から来た中国人の親子），2020年内に3波にわたり感染が拡大したが，2020

9）2010年代の国有企業改革の方向性とその成果について，詳しくは藤田（2019）を参照のこと。
10）しかし，2021年5月にベトナム共産党がウェブサイトで明らかにしたところによると，「ロードマッ

プ」で2020年までに株式会社化を行う予定となっていた137社のうち，89社が株式会社化を実現で
きていない（https://dangcongsan.vn/kinh-te-va-hoi-nhap/hoan-thien-chinh-sach-de-thuc-
tien-do-co-phan-hoa-580458.html，2021年7月閲覧）。
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年末時点で累計感染者数は1465人，感染による死者数も35人という低い水準に
抑え込んでいた。感染対策として，まずいち早く実施したのは水際対策であった。
陸路，空路ともに1月末には中国からの入国，あるいは中国に渡航歴のある入国
者に対する制限を開始し，1月31日には中国との国境ゲートの閉鎖に踏み切った。
3月中旬からは制限の対象を拡大し，4月初旬にはほぼ全世界からの入国制限（入

国禁止，入国者の隔離，観察）を実施した。そして，3月31日に発令された首相決
定16号により，学校の休校や不要不急の外出の禁止を含む1カ月に及ぶ全国規模
の行動制限（「大規模社会隔離」）が行われ，その後も，徹底した接触者の追跡，
帰国者の強制隔離検疫，社会的距離・マスク着用・検温の義務化といった対策が
続けられた。
　2020年の経済は，新型コロナウイルス感染症拡大開始当初のサプライチェー
ンの混乱や大規模社会隔離の影響などもあり，第2四半期のGDP成長率が前年比
0.39％増にまで落ち込み，マイナス成長の可能性も懸念された。しかし，輸出
や内需に牽引され，最終的には年間で2.91％のプラス成長となった。ベトナム
では，大規模社会隔離中も製造業企業の操業は原則的に禁止されなかったことも
あり，製造業の生産が比較的早い段階で回復に向かったことが1つの大きな要因
であった。たとえば，図2-3は国内の自動車販売台数であるが，5月にはすでに
回復し，第4四半期には前年を上回る販売台数となった。また，図2-4に示した
ベトナムの財の輸出額も，5月以降回復し，年の後半は前年度を上回る額となった。
　新型コロナウイルス感染症拡大による経済の落ち込みが予測されるなか，政府
は早い段階から矢継ぎ早に経済対策を打ち出した。たとえばベトナム国家銀行は，
感染拡大の初期段階で金利引き下げを行い，政策金利を3月には6％から5％へ，
5月には5％から4.5％にそれぞれ引き下げた。また，4月から11月にかけて，新
型コロナウイルス感染症対策関連で総計約626.6兆ドン（269.7億ドル）の支出を
決定した。そのうちの新型コロナウイルス感染症拡大防止対策（医療機器調達，

医療従事者の給与，感染者の隔離費用など）のための支出が16.2兆ドンあり，残り
の610兆ドン超が経済刺激パッケージである。経済刺激パッケージの1つの柱は，
326.8兆ドンの融資スキームである。これは，ベトナム国家銀行による企業の賃
金支払いのための無利子無担保ローンや中小企業向け低金利融資，ベトナム航空
の救済パッケージに充てられた。そしてもう1つの柱は，283.6兆ドンの所得支
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図2-3　2019年と2020年の自動車販売台数

（出所）ベトナム自動車生産者協会ウェブサイト（http://vama.org.vn/en/default.html）より筆
者作成（2021年7月閲覧）。

（注）乗用車，商用車，特殊車両を含む。

図2-4　2019年と2020年のベトナムからの財の輸出額

（出所） Global Trade Atlas Database（https://connect.ihsmarkit.com/gta/standard-
reports）より筆者作成（2021年7月閲覧）。
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援であり，失業者向けの一時補償金や貧困層向けの現金給付といった直接的な所
得支援と，各種税金，土地賃借料の支払い猶予や公共料金の値下げといった間接
的な所得支援からなる11）。新型コロナウイルス感染症対策支出の額は，2009年
の経済危機の際の80億ドルの経済刺激パッケージと比較しても非常に大きな額
となっているが，このような大掛かりな財政発動が迅速に決定され，実施に向か
うことができたのは，財政省，計画・投資省をはじめとする政府機関やベトナム
国家銀行の行政能力が向上したことの証左であるといえよう。

2025年および2030年までの経済発展の展望2

2-1.　発展の方向性，目標
　今回の党大会の経済分野に関する決議のなかで最も注目されたのは，党や国家
にとって重要な節目の年を意識した中・長期的な発展の方向性が示されたことで
ある。政治報告第Ⅱ章第3節（「発展目標」）で，「南部完全解放と国土統一50周年
を迎える2025年までに，近代志向の工業を有し，下位中所得レベルを超えた発
展途上国となる」こと，「ベトナム共産党設立100周年を迎える2030年までに，
近代的工業を有する上位中所得レベルの発展途上国となる」こと，そして「現在
のベトナム社会主義共和国であるベトナム民主共和国の建国100周年を迎える
2045年までに，高所得の先進国となる」ことが明記された。
　今後10年間の経済発展の大枠の方向性が示される10カ年戦略の「総括目標」（第

Ⅲ章第1節）は，以下のように記述されている。

　「2030年までに近代的工業を有する上位中所得国になるよう奮闘する。近代
的で競争力があり効果的，効率的な管理制度をもつ。経済は能動的，急速かつ

11）ただし，ベトナムの新型コロナウイルス感染症対策関連の支出は2019年のGDPと比較するとその
7.92％程度の規模にとどめられており，ベトナム以上に感染が拡大した近隣のASEAN諸国の新型
コロナウイルス感染症対策の支出と比較すると大きなものではない。各国の新型コロナウイルス感
染症対策支出の2019年のGDP比でみた規模は，タイ20.31％，マレーシア32.90％，シンガポール
30.52％，インドネシア11.35％，フィリピン8.62％となっている。ADB COVID-19 Policy 
Databaseより（https://covid19policy.adb.org/policy-measures，2021年7月閲覧）。
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持続的に発展し，科学技術とイノベーションを基礎とする独立・自主を保ち，
対外的な経済活動と国際統合のなかで効率を高める。国家の発展への渇望を喚
起し，全人民の独創性，意志，強みを発揮し，繁栄した，民主的で公平で文明
的な規律のある社会を建設し，人民の平穏で幸福な生活を保障する。常に人民
の生活のすべての側面を向上させる。祖国と国家の平和で安定した発展環境を
堅固に防衛する。国際社会におけるベトナムの地位と威信を高める。2045年
までに高所得の先進国となるよう奮闘する」

　10年前の第11回党大会時の10カ年戦略の総括目標12）と比較すると，その方針
に大きな路線変更はみられない。すなわち，政治社会の安定化，人民の生活向上，
国家の独立，主権の保持，国際社会のなかでのベトナムの地位向上をともなう経
済発展というのが一貫した党の方針である。「総括目標」以外の部分も含めて，「近
代的」，「効率的」といったドイモイ開始前から続く党の経済発展の志向を表す文
言が頻出する点も変わらない傾向である。
　一方，10年前とのわかりやすい違いは，「総括目標」の字数が倍以上に増え（88

文字から179文字へ），より力強い修辞句が増えていることである（たとえば「安定

し，民主的で，規律があり，民意の一致がある社会」から「国家の発展への渇望を喚起

し，全人民の独創性，意志，強みを発揮し，繁栄した，民主的で公平で文明的な規律の

ある社会」へ，など）。国家の発展の理想像により多くの要素が加わったといえる
だろう。「能動的な発展」，「全人民の独創性，意志，強み」といった文言は，個
人や民間企業が発展の原動力となることを期待する近年の党の姿勢を示したもの
と解釈できる。「工業国になる」という文言がなくなっていることも大きな変化
である。党は5年前の第12回党大会時に，1996年の第10回党大会時に掲げられ
た「2020年までに基本的に工業国になる」という目標の基礎ができていないこ
とを認め，以降は工業国になるという目標を掲げていない（坂田 2017）。定義が
曖昧であった「工業国」に変わり，上位中所得国という世界銀行の定義に沿った

12）2011年に出された10カ年戦略の統括目標は，「2020年までに基本的には近代的志向の工業国になる
よう奮闘する。政治社会は安定し，民主的で，規律があり，民意の一致がある。人民の物質的，精
神的生活が明確に向上する。独立，主権，統一と国土の完全性が維持される。国際社会のなかのベ
トナムの地位が向上する。次の時代の発展の堅固な前提を作る」であった。
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数値で評価できる国の姿を目標として据えたことで，10年後の発展の姿にもよ
り具体性が増している。
　5年後，10年後に達成すべき数値目標にも，これまでの実績を大幅に超える野
心的なものはみられない。5カ年の方向性報告と10カ年戦略に掲げられたおもな
指標の達成評価と目標値は表2-3のとおりである。GDP成長率の目標値は，
2025年までの5年間の平均が6.5 〜 7.0％，2030年までの平均で7％と，10年前
の党大会時に掲げた7〜8％という目標よりもやや控えめに設定されている。また，
公的債務の対GDP比の目標値を2030年も60％という高い水準に置いており，新
型コロナウイルス感染症関連支出による国債や借入れの残高を急速に減らすこと
は困難とみているか，あるいは当面は財政支出による経済回復を継続させる必要

表2-3　主要な指標の達成値と目標値

指標
2020年
達成値

2025年
目標値

2030年
目標値

年平均CPI上昇率
3.15%

（5年平均）
− −

GDP成長率
約6％

（5年平均）
6.5〜7.0％
（5年平均）

7%
（5年平均）

1人当たりGDP1） 2,779USD 4,700〜5,000USD 7,500USD
GDPに占める工業･サービス部門の割合 84.80% − −
GDPに占める製造業部門の割合 16.70% 25% 30%
GDPに占めるデジタル経済部門の割合 − 20% 30%
TFPの成長への寄与率 45.7% 45% 50%
労働生産性年間上昇率 5.9%（5年平均） 6.5%（5年平均） 6.5%（5年平均）
都市化率 40% 45% 50%
農業労働者の割合 32.8% 25% 20％以下
訓練を受けた労働者の割合 64.5% 70% −
訓練を受け学位・資格をもつ労働者の割合 24.5% 28〜30％ 35〜40％
都市失業率 3.88% 4%以下 −
社会総投資対GDP比 33.7% 32〜34％ 33〜35％
公的債務GDP比 55.8% 60% 60％以下
財政赤字対GDP比 約4％ 3.7% 約3％
総エネルギー消費に占める再生エネルギー
の割合

− 31.50% −

（出所） 2020年達成値と2025年目標値は「5カ年方向性報告」より，2030年目標値は「10カ年戦
略」より筆者作成。

（注）1） 2019年，GDPの再計算が行われたが（詳しくは 藤田（2021）を参照のこと），2020年の
達成値は再計算前の数値，2025年，2030年の目標値は再計算後のGDPを基準として
いる。
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性があると判断していると考えられる。

2-2.　「成長モデルの刷新」と「戦略的突破口」
　2011年に初めて掲げられた「成長モデルの刷新」と「戦略的突破口」という
経済発展の方向性を示す鍵となる最も重要なスローガンは，今回の党大会各文献
にも引き続き登場している。「成長モデルの刷新」というスローガンは，労働と
資本の多投入型の成長モデルからの脱却，産業の生産性の向上を目指すというも
のである。2011年の政治報告には，「経済の拡大に重きを置くという方向から，
規模を拡大しつつ，質，効率，持続可能性を向上させることに集中するという方
向へ」と「転換」が定義され，2016年の5カ年の方向性報告には，「刷新」を通
して「労働生産性の向上と科学技術の応用を基礎とした成長の質と競争力の向上，
刷新と創造，人的資本の質の向上，国際社会での比較優位の発揮，急速かつ持続
可能な成長」を目指すことが明記された。今回の政治報告ではさらに，成長モデ
ルの刷新の内容を説明する部分（第Ⅲ章第1節）で，「企業・経営環境の改善，ス
タートアップの促進，科学技術，とくに第4次産業革命の技術を応用している分
野や企業を発展させ，比較優位と競争力がある製品，ハイテク製品，付加価値の
高い製品，環境に優しい製品の生産を発展させ，グローバルな生産ネットワーク
とバリューチェーンに参加する」という方向性が示されている。科学技術の発展
と応用に加え，企業経営環境改善の政策を，「成長モデルの刷新」という文脈で
発展の方向性のなかに位置付けている。
　成長モデルの刷新の具体的な数値目標として，総社会投資額はGDPの30％台
前半を維持し，全要素生産性（TFP）の成長への寄与率を2030年までに約5ポイ
ント上げ，50％にすることが挙げられている13）。また，2011年に設定された「GDP
に占める工業･サービス部門の割合」という目標が「GDPに占める製造業部門の
割合」へと変更になり，「訓練を受けた労働者の割合」に加え「訓練を受け学位・
資格を持つ労働者の割合」という新たな目標が追加された（10カ年戦略には「訓

13）基幹産業が異なるため単純な比較はできないが，TFPの成長への寄与率45％という2025年の目標
値は，シンガポールやタイの 2015〜 2018年の平均値（それぞれ 44％と 43％）に近い（Asian 
Productivity Organization 2020）。
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練を受けた労働者の割合」の目標値はなくなっている）。労働生産性の平均成長率は，
10年前に設定された目標値（5％）より高い6.5％に設定されている。
　今回の文献では，成長モデルの刷新の具体的な手段としての科学技術，とくに
デジタル技術への期待がはっきりとみられる14）。10年前の10カ年戦略の数値目
標の「工業生産に占めるハイテク製品生産価値」という文言は今回，「GDPに占
めるデジタル経済部門の割合」に変更されている。ただし，「デジタル経済」の
定義は示されていない。また，3つの党大会文献の多くの部分で「デジタル経済」，
「デジタル社会」，「デジタルトランスフォーメーション」，「第4次産業革命」と
いった記述が登場する。さらに，各文献では，「科学技術」という言葉と並行して，
「イノベーション」（đổi mới sáng tạo. 直接の意味は「創造の刷新」）という言葉が頻
出する。この言葉は，10年前の党大会文献には登場せず，5年前の党大会時には
政治報告で1回，2016 〜 2020年5カ年の方向性報告で3回使われていただけで
あったが，今党大会では，政治報告で19回，5カ年の方向性報告で25回，10カ
年戦略で39回使われている。
　一方，「戦略的突破口」とは成長モデルの刷新を実現するための「社会主義志
向市場経済」，「人的資本の発展」，「インフラ建設」という政策の重点項目を示す
ものである。今回の党大会文献では，戦略的突破口の1つである「社会主義志向
市場経済」に関する記述に変化がみられる。「社会主義志向市場経済」という言
葉は2001年の第9回党大会文献から登場するが，当初は国有企業改革のあり方
について語られる際に用いられることが多かった。以降の党大会の文献では，経
済発展における国家，民間，外資それぞれの経済部門の定義や経済発展のなかで
の位置付けについて触れられるようになる。今回の党大会文献では，10年前と
変わらず国有企業を経済発展の「主導的役割」を果たす存在，民間企業を「重要
な原動力」と位置付けているものの，今回は，国有企業を通した直接的な経済管

14）科学技術，デジタル技術関連の政策立案は，2000年代の終わりから本格的に始まった。2008年に「ハ
イテクノロジー法」が制定され，2012年には2020年までの科学技術発展戦略も策定された（首相決
定418号）。2016年にはビジネスエコシステム発展のためのプロジェクトを策定し（首相決定844号），
投資家やインキュベーター企業なども成長させイノベーションを促す取り組みを始めている。さら
に2017年に「第4次産業革命に接近するための能力増強」のための首相指示16号が公布され，2019
年には2030年までに全国的な第5世代移動通信システム（5G）ネットワークを構築するなどの目標
を定めた党政治局決議52号が公布された。
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理の範囲を大幅に狭め，民間企業に幅広い分野での活動を奨励するという方針が
より強く打ち出されている。
　政治報告の「社会主義志向市場経済」の発展の方向性を示した章（10年前も今

回も第Ⅳ章）を比較してみると，10年前の政治報告では，国有企業の経営能力の
向上，企業の整理，経営効率化，国家経済集団や総公司の改革，取締役会の権利
と役割の明確化など，一部の限定された国有企業の競争力強化を主眼とする記述
となっていた。一方，今回の政治報告では，国有企業は「鍵となる重要な分野と
地域，国防，安全の分野に集中し，市場原則に則り世界標準の近代的な管理を行
い，経済効率性を主要な評価指標とし，ほかの経済部門との平等な競争を行う」
とされており，政策的な競争力強化を志向する内容は含まれていない。
　民間企業の発展については，10年前の政治報告では「計画，法律の規制に則り，
ほぼすべての経済分野で」発展が期待され，民間企業による経済集団形成や国家
経済集団への出資のための条件を（国家が）整えるとされていた。一方，今回の
政治報告では，「法律で禁止されていないすべての分野，とくに生産，ビジネス，
サービスの分野で発展することが奨励される。強力で競争力のある企業，経済集
団は発展の支援を受ける」とし，民間企業がさらに幅広い分野で経済活動を行う
ことを奨励している。国家が競争力のある民間企業に対して積極的に支援を行う
ことを明記したことは，民間企業の位置付けに関する党の認識の大きな変化を示
しているといえよう。また，10年前に「国家の発展計画に沿った分野，とくに
ハイテク分野」での投資が期待されるという短い記述で発展の方向性が示されて
いた外資部門について，今回の政治報告では，「国民経済の重要な一部」であり，「資
本と技術，近代的な経営手法を持ち込み，輸出市場を拡大する」重要な役割を果
たす，とさらに具体的にその重要性を評価している。
　これに加え，政治報告では，社会主義志向市場経済に合致する国家，市場，社
会（組織）の関係という新たな記述がみられる。国家は「法律，制度，政策，計画，
指標，規範，国の経済力にしたがい，市場経済の要求と原則に合致するよう経済
を管理する」，市場は「財・サービスの価格を決定し，モチベーションを創造し，
資源を効果的に分配し，生産，流通，企業活動を調整し，弱い企業を整理する役
割を担う」，社会組織は「組織のメンバーを連結させ，活動を連携し，メンバー
同士に問題が発生すれば解決し，メンバーの利益を保護し，支援サービスを提供
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する」一方で「法，制度，政策を審査し，国家機関や幹部，公務員を監査する役
割を担う」というものである。国家が市場の管理のための諸制度を構築し，社会
組織を通して市場の監督を実施する管理体制という社会主義志向市場経済の新た
な定義が示されたことになる。
　このことは，民間企業の役割の拡大を認めつつも，党が市場原理に則った経済
活動の無秩序な拡大に対する警戒感を解いておらず，市場の管理者たる国家の変
わらぬ重要性をここで強調しているととらえることができる。今回の政治報告に
は「社会組織」としか記されていないが，ベトナムの「社会組織」とは決して国
家や市場から独立した第三者的な存在ではない。政治報告に記された「社会組織」
とは，党の方針の大衆への浸透や党の方針に沿った社会活動への大衆の動員を目
的とするベトナム祖国戦線とその傘下の大衆団体を指しているからである15）。

2-3.　今後の課題
　今後ベトナムがデジタル分野や民間経済の拡大を成長の柱としていくのであれ
ば，党指導層にも最先端の技術的，企業経営的な知識が必要とされることになる
であろう。さらに，党指導層には，目先の問題解決や短期的な利益にとらわれな
い長期的なビジョンやゴールを打ち出す姿勢が必要とされる。たとえば，冷静に
評価すれば，ベトナムのデジタル経済は，どのように「デジタル経済」を定義す
るにせよ，いまだにその大部分を外資企業によるデジタル製品およびその部品の
組み立て加工と輸出に負っている。その状況から，自国民や自国企業が自らデジ
タル技術・製品を開発し，イノベーションを起こせる国になるためのプロセスは
単純ではなく，ただ外資企業を優遇し誘致し続けるだけでは不十分であろう。
　2020年8月，サムスンが携帯電話の生産拠点をインドに移管するのではない

15）国家，市場，社会の関係については，2017年6月の第12期第5回中央委員会総会で議論され，党中
央委員会決議第11号として議決された内容に基づくものであるが，同決議には，「ベトナム祖国戦
線と政治・社会組織，社会・職業組織が監査と社会審査に役割を果たすこと」と記されている。
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かという憶測が主要メディア16）に流れたように，外資企業の立地戦略の変化は
速く，外資企業からの技術移転にいつまでも期待し続けられるわけではない。ま
た，ベトナムの科学技術政策は，科学技術をビジネスに生かす「エコシステム」
を作るための融資の提供といった，低予算で実施できかつ短期的に結果が出やす
い政策に偏りすぎており，大規模で持続的な予算が必要な科学技術教育や研究施
設といった公共財の提供には大きな投資を行っていないという指摘もある
（Klingler-Vidra and Wade 2020）。エコシステム作りの結果として，近年，デ
ジタル分野のスタートアップ企業の存在感が増し，なかには「ユニコーン」と呼
ばれる成長企業も出現し始めているが，成長後の彼らをどう位置付けるのか（た

とえば携帯電話のサービスから情報インフラや建設インフラまでの事業をもつ国有企業

である軍通信工業集団〔Viettel〕との関係など）という長期的展望が描けているの
かは，少なくとも今回の党大会文献ではみえてこない。
　一方，たとえば，民間企業の数は確かに増加し，大規模な経済集団が生まれる
などその存在感を増しているが，2010年代半ばから新たに打ち出されてきた企
業経営環境改善の政策が民間企業の成長に大きく貢献したかといえば疑問が残
る17）。そもそも，「ビジネス環境ランキング」や「国際競争力ランキング」の結
果を詳細にみていくと，必ずしもベトナムの企業経営環境が改善したわけではな
いことがわかる。2000年までの企業数増の目標も未達に終わった。民間企業の
存在感が増しているのは，特定の民間の大企業が国有企業に代わって優遇を得て
いることがその要因ではないかと考えられる。上述の政治報告にある「競争力の
ある民間企業に対する支援」の明記は，党の民間企業に対する認識の変化を端的
に表している。また，過去5年間で，党・政府の要人の民間企業視察が顕著に増

16）2020年8月18日にTuổi Trẻ [若者] 紙（https://tuoitre.vn/samsung-bac-bo-thong-tin-chuyen-
mot-phan-san-xuat-smartphone-tu-viet-nam-sang-an-do-20200818100848737.htm，2021
年7月閲覧），Kinh tế Sài Gòn [サイゴン経済] 紙（https://www.thesaigontimes.vn/307176/
samsung-doi-nha-may-tu-viet-nam-sang-an-do.html，2021年7月閲覧）などで一斉に報じられ
た。なお，サムスン・ベトナム側は，その憶測を否定している。

17）政府議定19号が初めて出された2014年と2019年のランキングを比較すると，「ビジネス環境ランキ
ング」では190カ国中99位から69位へと大きくランクを上げているものの，その最も大きな要因は
電気代の安さ（平均所得の向上に比して電気料金が上がっていない）である。一方，「国際競争力ラ
ンキング」ではランクは1つしか上がっていない（World Bank 2014b; 2019; World Economic 
Forum 2014；2019）。
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加していることも注目に値する。とくにフック前首相は首相在任期間中，ビング
ループのいくつかの子会社，FLCグループ，ホアファットなど，主要民間企業の
ほとんどに視察，あるいは起工式などのセレモニーへの出席を行っている18）。
　民間企業同士の公平な競争環境を保証するのではなく，特定の民間企業を優遇
し支援を行うという姿勢は，国有企業を明示的に優遇してきた時代から変わらな
い「ナショナル・チャンピオン企業」戦略（Pincus 2015；Ngo and Tarko 

2018；Sakata 2020）の延長であり，社会主義イデオロギーより現実を優先し，
成長が見込める民間企業に優遇の対象を拡大しただけである。最も重要な経営資
源である土地へのアクセスにおける不透明さの噂も報道されており19），組織や個
人の目先の利益を優先させがちな国家機関やその指導層たち，優遇を受ける企業
のレントシーキングの構図にも大きな変化があるとは考えにくい。

おわりに

　2021年7月，第15期第1回国会で，新たに選出された国会議員たちが「2021
〜 2025年5カ年経済・社会発展計画」を議決している（国会決議16号，16/2021/

QH15）。5カ年の方向性報告のコンパクト版といった内容であり，達成目標の数
値やおもな任務は5カ年の方向性報告と大きく変わるものではない20）。今後は，

18）ビングループ傘下の自動車会社ビンファストは，とくに多くの党・政府の要人が訪問している企業
である。2017年9月のハイフォン工場の起工式にはフック首相が出席し，同年11月にはグエン・フー・
チョン書記長，2018年7月にはグエン・ティ・キム・ガン国会議長も同工場に視察に訪れた。そして
2019年6月の同工場の開所式には，フック首相をはじめ，グエン・ヴァン・ビン党経済委員会委員長
やホーチミン市書記グエン・ティエン・ニャンなど，党中央の主要な要人たちが出席した（肩書きは
すべて当時）。

19）たとえば，ハノイの国有企業が売り出したハノイ中心部の土地をビングループが2016年に買収した
際の価格や建物の高さ制限が急に撤廃されたプロセスなどが不透明であると活動家が告発している

（Reed 2019）。また，最近ではFCLグループのゴルフコース建設のためのザーライ省の156ヘクタ
ールの土地（森林）の買収をめぐり，2021年4月のフック首相の首相任期終了日に突然，土地の使用
目的の変更を許可する首相決定にチン・ディン・ズン副首相（当時）が署名したことが話題となって
いる（BBC Vietnam 2021）。

20）この計画の「主要な任務と解決策」（第3章）の最初の項に新型コロナウイルス感染症対応策の原則（科
学の応用，ワクチン接種の加速，経済回復のプログラムの実施など）が記されていることが，5カ
年の方向性報告にはない新しい点である。
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第1回国会で正式に長が任命された各政府機関を中心として，各種の法律・制度
を整備していくこととなる。フック前首相は2016年の就任直後から「企業経営
環境の改善」を経済政策の新機軸として盛んにアピールしていたが，ファム・ミ
ン・チン新首相は，就任直後から新型コロナウイルス感染症拡大への対応に追わ
れていることもあり，本稿執筆時点ではフック前首相のような明確な新機軸は打
ち出していない。
　党大会で示されたベトナムの今後5年間と10年間の経済発展の方向性は，
2010年代前半の不安定なマクロ経済状況を脱し，7％台までGDP成長率が回復し，
新型コロナウイルス感染症拡大による大きなショックを克服した（かにみえた）

時期に策定された。ただし，2021年5月から始まった長引く第4波の感染拡大の
影響で，ベトナム経済の回復には党大会当時の想定より時間がかかることが懸念
される21）。ベトナム統計総局の速報によれば，2021年上半期の工業部門の総付
加価値は前年同月比8.91％増，輸出は同28.4％増まで回復したが，感染が急速
に拡大した7月以降，経済は停滞基調に転じている。ベトナム統計総局が公表し
た暫定値では，2021年末時点の工業部門の総付加価値は前年同月比4.82％増，
輸出は同19％増にまで成長幅が縮小した。党大会で打ち出された目標や成長の
ための方向性にも若干の修正が迫られることが考えられる。本稿執筆時点でその
影響を評価することは難しいが，アジア開発銀行は，2021年4月に示した2021
年のベトナムのGDP成長率予想の6.7％という値を，9月には3.8％に下方修正し
ている（Asian Development Bank 2021）。ベトナム統計総局の暫定値では，
2021年のGDP成長率は2.58％となった。
　2010年代の経済の復調とベトナムの経済構造の変化を可能にしたのは，制度
的な変化と党や政府機関の政策立案能力の向上であった。しかしその一方で，短
期的な課題解決や利益にとらわれがちな党・国家機関の指導層という変わらない
課題も残る。そのような党・国家機関の制度設計能力や人的資本が今後も持続的
な成長の鍵となると考えられる。そしてより長期的には，国家経済運営の原則の

21）感染拡大第4波は，7月3日に1日の新規感染者数が1000人を超え，8月19日には1万人を超えるという，
それまでとは規模・速度ともに異なるレベルのものであった。工業団地におけるクラスターも各地
で発生し，第3波までより厳しい経済活動への制限が課され，製造業も含む経済全般に大きなダメ
ージを与えている。
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正当性が問われることになるであろう。2045年までに先進国になるという目標
を掲げたベトナムが，「社会主義志向市場経済」という原則を維持し続けるのか，
すなわち，企業間の公平な競争の保証，自由で透明な土地市場の確立といった，「社
会主義志向」とは相容れない志向の制度を整備しないまま経済成長を続ける道を
選ぶのかが注目される。
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はじめに

　ベトナム共産党第13回全国代表者大会（以下，党大会）で採択された政治報告は，
野心的な経済成長の目標を掲げた。それは，2045年までに高所得の先進国にな
るという長期的目標に向け，2021年から5年間にわたり平均約6.5 ～ 7％の実質
GDP成長率を達成し，2025年までに1人当たりGDPを約4700 ～ 5000ドルに
引き上げる，というものである。具体的な方策としては，生産性の向上，科学技
術の進歩，イノベーション，高質の人的資源に基づく経済成長モデルへの転換や
工業化・近代化の継続的推進が謳われた。
　しかし，ベトナムにとっての課題は急速な成長だけではない。気候変動への対
応や環境への負荷を減らした発展の必要性が差し迫ったものとなるなか，成長の
速度とともに持続可能性にも重点が置かれる。経済や社会に大きな変革をもたら
そうとしている第4次産業革命への対応も問われており，デジタルトランスフォ
ーメーションの推進は「2021 ～ 2030年10カ年経済・社会発展戦略」（以下，10

カ年戦略）におけるハイライトの1つとなっている（第2章参照）。
　国内外の情勢変化や発展段階の向上に付随するこうした諸課題は，各産業にも
新たな対応を迫るものである。環境への負荷を減らした発展への機運の高まりや
第4次産業革命といった新たな趨勢は，既存の産業に対し方向転換を促す一方で，
新たな産業の発展の可能性を開くという側面ももつ。これまで，安定と継続性を
重視するベトナムの意思決定のシステムは，大胆な改革の立案や急速な情勢変化

新潮流のなかの産業振興
―再生可能エネルギーとデジタル技術―

藤田 麻衣

第 3章
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への対応において優れているとはいえないとされてきた（Ohno 2009）。だが，
今後ベトナムが持続的な成長を実現していくうえで，新たな潮流に適応しながら
産業振興のために有効な政策を策定し，着実に実施していくことはいっそう重要
となるであろう。
　本章では，第13回党大会で示された工業化の方向を明らかにしたうえで，ベ
トナムが実際にどのように新潮流に適応しながら重要産業の振興を進めようとし
ているのかを考察する。後者の取り組みにおいては，近年新たな潮流に対応する
政策の採択が行われた2つの事例に焦点を当てる。1つは，環境への負荷を減ら
したエネルギー政策への転換である。ベトナムが再生可能エネルギーの振興に舵
を切り，わずか数年で東南アジア最大の太陽光発電能力を有する国に浮上したこ
とは国際的にも注目を集めた。もう1つは，デジタル技術企業の振興である。近年，
デジタルトランスフォーメーションを通じて生産性向上や経済成長を促進するこ
とに加え，新たに生まれる国内市場を活かし，ベトナムのデジタル技術企業を振
興しようとする試みが始まっている。
　以下，本章は次のように構成される。第1節では，第13回党大会文献にみられ
る工業化の方向性と重要産業のラインアップを考察する。続く第2節と第3節は，
2つの事例のそれぞれについて考察する。再生可能エネルギーは環境保護への機
運の高まりのなかで既存の政策が是正を迫られた事例であるため，政策転換の背
景と経緯に重点を置く。これに対しデジタル技術企業については，第4次産業革
命の進展に対応すべく新たに広範な政策の採択が行われたことから，経済・社会
全般にわたる政策と産業振興策とのかかわりに焦点を当てる。最後に，2つの事
例における政策と産業の現実の動きについて，党大会文献が指し示す工業化の方
向性と照らし合わせながら考察を加えることでむすびとする。

第13回党大会文献にみる工業化の方向性と 
新潮流への適応1

1-1.　政治報告にみる工業化の方向性
　まず，第13回党大会政治報告に示された工業化の基本方針を確認することと
しよう。工業化についての方針は，第Ⅲ章「成長モデルの刷新と経済の再編，工
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業化・近代化の推進，国の急速かつ持続可能な発展」に含まれる。表3-1には，
その概要を第12回党大会政治報告における記述と比較しながら整理した。
　第13回党大会の政治報告のポイントの1つは，目標としての「工業国」への言
及がなくなったことである。第12回党大会において，ベトナムは「2020年まで
に基本的に近代志向の工業国となるよう努力する」という目標にかかわる指標や
基準の多くが達成できなかったことを認めた。だが，同大会の政治報告は「工業

表3-1　各党大会政治報告にみる工業化の方向性

第12回党大会（2016年） 第13回党大会（2021年）

「工業化・近代化を促進し我が国を基本的に近
代志向の工業国とするよう努力する」
・近代志向の工業国の基準体系を策定する。
・次段階の工業化・近代化では，社会主義志向
市場経済の発展，国際参入，知識経済の発展の
下での工業化・近代化モデルの実施を引き続
き促進する。科学技術，知識と高質の労働力を
主要な動力とする。合理的な経済・労働構造を
構築し，比較優位を発揮し，高い労働生産性と
競争力をもち，グローバルな生産ネットワーク
とバリューチェーンに深く広く参加する。
・中長期的ビジョンや各発展段階のロードマッ
プとともに国家の工業基盤とブランドを構築
する。
・近代化の方向にしたがった産業の構築・発
展の実施を継続し，適切な政策を整備する。科
学技術と製品の国産価値の割合を高め，基盤産
業，比較優位のある産業，戦略的意義のある産
業，グローバルな生産ネットワークとバリュー
チェーンに深く，効果的に参加できる産業に集
中する。

「科学技術の進歩とイノベーションに基づき工
業化・近代化の促進を継続する」
・国の現実と世界の近代的科学技術の発展レ
ベルに合わせて戦略，マスタープラン，計画を
調整・補充し質を向上させる。近代的技術の研
究，移転，応用，発展を進め，技術の所有主とな
ることを促進する。地域や世界で強力かつ威信
のあるブランドをもついくつかの主力製品を
発展させる。科学技術の潜在力，国の人材の質
を向上させ，国民経済のデジタルトランス
フォーメーションとデジタル経済の発展を促
進するための基盤を作る。
・国家の強固な産業基盤を構築する。産業を再
構築し，技術レベルを向上させ，デジタル技術
への転換を促進し，基盤産業，とくに機械，製造
業，裾野産業の発展に集中し，経済の自主性を
高め，グローバルバリューチェーンに深く，効
果的に関与する能力をもつ。ハイテク，環境に
やさしい産業の発展を優先する。国防・安全保
障産業を民生用途と結合させながら発展させ
る。近代的な新技術に基づき，まだ優位性のあ
る産業（農産物加工，繊維縫製，革靴など）を発
展させ，多くの雇用を創出し，輸出品を生産し，
国家の付加価値に大きく貢献する。

・いくつかの製造業と加工業，ハイテク産業，
クリーン産業，エネルギー産業，機械，電子，化
学，建設，国防産業などを選択的に発展させる。
競争力のある産業，裾野産業，農業や農村に資
する産業，クリーンエネルギー，再生可能エネ
ルギー，新素材の生産の発展に注力する。バイ
オテクノロジー，環境産業，文化産業を段階的
に発展させる。多くの労働を用いるいくつかの
産業の合理的な発展を継続する。

（出所）第12回および第13回党大会政治報告より筆者作成。
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化・近代化を推進し，我が国を基本的に近代志向の工業国とするよう努力する」
として目標そのものは維持し，それまでに具体化されていなかった「近代志向の
工業国」の基準体系を策定するなどの方針も示していた。これに対し，第13回
党大会では，新たな中長期的発展目標は所得水準に応じた国際的な分類にしたが
って規定された（序章参照）。工業化・近代化の推進という方針は維持され，所
得水準に応じた目標と並んで，2025年までに近代志向の工業を有する国，2030
年までに近代的工業を有する国となる，という目標も示されたものの，「工業国」
への言及はなくなった1）。
　もう1つのポイントは，科学技術の重視である。これはもっとも端的には，政
治報告第Ⅲ章第2節の見出し「科学技術の進歩とイノベーションに基づき工業化・
近代化の促進を継続する」から読み取ることができる。また，この項では冒頭か
ら「国の現実と世界の近代的科学技術の発展レベルに合わせて戦略，マスタープ
ラン，計画を調整・補充し，質を向上させる」，「近代的技術の研究，移転，応用，
発展を進め，技術の所有主となることを促進する」といった方針が示されている。
第12回党大会の政治報告も，科学技術や国産価値を高めるという方針には言及
していたが「次段階の工業化・近代化では，社会主義志向市場経済の発展，国際
参入，知識経済の発展の下での工業化・近代化モデルの実施を引き続き促進する」
という基本的な方向性の1つの要素としての位置づけであった。これに対し，今
大会の政治報告では科学技術やイノベーションの重視が前面に出され，また，単
に製品などにおける科学技術の要素を高めることにとどまらず，近代的技術の所
有主となるレベルまで踏み込んだ方針が示されていることが注目される。

1-2.　10カ年戦略にみる重点産業
　次いで，より具体的な工業化の方向性を明らかにするため，優先的に発展を促

1）従来の目標は，「2020年までに基本的に近代志向の工業国となり，21世紀半ばまでに社会主義志向に
したがった近代的工業国となるよう努力する」（第11回党大会政治報告）というものであった。党中央
理論委員会は，第13回党大会において所得水準に応じた目標が設定された理由として，①工業国につ
いては統一的な基準が存在しない一方で，多くの国々や国際機関では1人当たり所得による分類が行
われていること，②ベトナムは国際参入を進めているため，分類，評価や国際比較を行ううえで国際
通例にしたがった発展目標の策定が必要であること，③過去何年もの間，党の多くの文献では国際機
関の評価にしたがい自らを中所得国と分類してきたこと，をあげている（Hội đồng Lý luận Trung 
ương 2021）。
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進すべき対象として定められた重点産業をみていくこととしたい。表3-2は，第
13回党大会で採択された新10カ年戦略にみる重要産業を，過去2回の党大会時
の記述と比較しながら示したものである。ここからは，重点産業についての記述
は概して総花的であるうえ，すでに相応の発展を遂げ経済発展の主力となってい
る産業から，ほとんど実績のない新産業までが同列に提示される傾向にあること
がうかがわれよう。だが，回を追うごとにラインアップや記述には微妙な変化が
みられ，それらから示唆を得ることは可能である。
　今大会における重点産業については，次のような特徴を読み取ることができる。
第1に，政治報告とも重なるが，科学技術やハイテク産業を重視する傾向が際立
っていることである。この方針自体は第11回党大会以降の文献に共通してみら
れるものであり，取り立てて新しいものではない。また，これまで重視されてき
た，素材や機械など一般的に工業国の基盤をなすとされるような産業も，依然と
して発展に注力する対象に含まれている。だが，新10カ年戦略においてその記
述は比較的簡潔であるのに対し，ハイテク産業については具体的な産業名がこれ
まで以上に数多く，また詳細にあげられている。さらに，ハイテク産業や高付加
価値工程の重視についての記述が一部の重点産業のみならず，繊維縫製業などの
労働集約的産業を含め随所にみられることも，これまでとは異なっている。科学
技術の重視が全体を貫くテーマとなっていることが特徴的といえる。
　第2に，環境問題と第4次産業革命への対応という2つの方向性が色濃く反映さ
れていることである。デジタルトランスフォーメーションやデジタル経済の発展
の促進は，新10カ年戦略を貫くテーマとなっている（第2章参照）。優先して発展
させるべき対象としても，デジタル技術を用いた製品や産業が数多く，また具体
的かつ詳細に挙げられていることは，過去2回の大会文献の記述とは異なる。
　成長の持続可能性や環境への配慮は新しい要素ではないものの，これまでにも
増して重点が置かれ，より実態に即した方針として示されている。クリーンエネ
ルギーや再生可能エネルギーは，10年前の2011 ～ 2020年経済・社会発展戦略
においても発展させるべき対象とされていたが，当時はきわめて未発達な状態に
あった（藤田 2011）。第2節で詳述するが，近年，これらの産業は急速な成長を
遂げつつある。新10カ年戦略では，クリーンエネルギーや再生エネルギー産業
の推進は，実態面の裏付けをともなった方針として示されたということになる。
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表3-2　各党大会文献にみる重点産業に対する方針
第11回党大会（2011年） 第12回党大会（2016年） 第13回党大会（2021年）
・選択的に加工業・製造業，ハ
イテク産業，エネルギー産業，鉱
業，金属，化学，国防産業を発展
させる。
・ハイテク産業，機械産業，情報
技術・通信産業，医薬品産業で
競争優位をもつ製品，生産ネッ
トワークとグローバルバリュー
チェーンへの参加が可能な製品
の発展を優先する。
・裾野産業を強力に発展させる。
・農業・農村に資する産業，ク
リーンエネルギー，再生可能エ
ネルギー，エネルギー・原料を
節約する技術を用いる新素材産
業の発展に注力する。
・バイオ産業，環境産業を段階
的に発展させる。
・多くの労働を使用する産業の
適切な発展を継続する。

・基盤産業を発展させる。エネ
ルギー，金属，石油化学，化学産
業を環境にやさしい近代的技術
を用いて発展させ，競争力ある
製品を生産する。
・強力な機械製造企業，重点機
械製品の発展を促進する。
・電子産業，情報技術産業，ソフ
トウェア産業の発展のための政
策を採択する。
・農業に資する産業，とくに農
産物加工業，農業資材，農業機械
産業の発展を優先する。
・裾野産業の発展，多国籍企業
と国内企業の連結の強化に集中
する。
・再生可能エネルギー，とくに
風力と太陽光エネルギーの発展
を支援する。
・国防産業，安全保障産業をしっ
かりと効果的に発展させる。軍
民両用製品の生産能力をもつ企
業を適切に発展させる。

・経済の基本的生産要素に対す
る需要を満たすいくつかの基盤
産業の発展に集中する（エネル
ギー，機械，金属，化学，肥料，材
料など）。
・いくつかの先端産業，新技術，
ハイテクの発展を優先する（情
報通信技術，電子通信産業，ロ
ボット，自動車，統合自動運転設
備，遠隔制御生産産業，ソフト
ウェア，デジタル製品生産産業，
情報セキュリティ産業，医薬品，
バイオ製品生産産業，環境産業，
クリーンエネルギー，再生可能
エネルギー，スマートエネル
ギー産業，農業に資する製造業・
加工業，エネルギーや原料を節
約する技術を応用する新素材）。
・繊維縫製，革靴産業の発展を継
続し，スマート生産・自動化工
程に基づく高付加価値段階に集
中する。
・国防，安全保障産業を軍民両用
の方向で発展させ，国家の実質
的な先端産業とする。
・生産組織にハイテクを応用し，
波及効果を創出して産業全体の
再編を主導し，競争力を改善し，
グローバルバリューチェーンに
より深く参入する。
・いくつかの優先産業で裾野産
業，産業クラスターの発展に集
中する。
・デジタル技術インフラやデジ
タル経済・社会の基盤整備など
で主導的役割を果たすいくつか
の主力通信・情報技術企業，デ
ジタル企業を発展させる。

（出所）2011～2020年経済・社会発展戦略，2011～2015年5カ年経済・社会発展任務実現結
果の評価と2016～2020年5カ年経済・社会発展の方向性と任務の報告，2021～2030年10カ
年経済・社会発展戦略より筆者作成。
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1-3.　気候変動・環境保護と第4次産業革命
　前項の議論と関連し，環境問題と第4次産業革命への対応という2つの方向性
に第13回党大会政治報告がどのように言及しているかについても触れておきた
い。
　環境保護については，1986年の第6回党大会の政治報告においてすでに言及
がなされていた。経済成長の持続可能性は2001年の第9回党大会の政治報告，気
候変動は2011年の第11回党大会の政治報告から言及されるようになった。また，
従来は環境保護についての記述は科学技術についての章に含まれることが多かっ
たが，2016年の第12回党大会では資源管理や環境保護について独立した章が設
けられ，第13回党大会でも同様の扱いとなっている2）。第13回党大会政治報告
において，資源・環境・気候変動問題への取り組みが新たに重点任務の1つに加
えられたことからは，これらの問題群の重要性の高まりが読み取れる（第1章参照）。
　第13回党大会政治報告は，過去5年間の取り組みについて，資源管理，環境保護，
気候変動への適応を重点的に行い，積極的な成果を上げたと評価しつつ，エネル
ギーの節約や再生可能エネルギーの比率の引き上げの遅さといった問題点も残る
と総括する。そのうえで，今後を見据えて，気候変動や環境汚染は複雑化するグ
ローバルな問題の1つであるとする一方で，気候変動や自然災害を人口の高齢化
や工業化・都市化と並ぶ課題として位置付け，気候変動への適応には喫緊の必要
性があるものの，大きな挑戦でもあるとの認識を示す。こうした記述からは，こ
の問題の重要度および対策の必要性の高まりが示唆される。
　第4次産業革命とは，情報通信技術，人工知能，3Dプリンター，ナノテクノ
ロジーなど複数分野における急速な技術革新が経済や社会の各側面に広範な影響
を及ぼす現象を指す。これについては，第13回党大会文献において初めて言及
がなされた。同大会の政治報告は，第4次産業革命，とくにデジタル技術の強力
な発展は「多くの分野で突破口を作り出し，あらゆる国家，民族に対し機会と挑
戦の両方を創出する」との認識を示し，「科学技術，とくに第4次産業革命の成
果を強力に応用し，イノベーションを促進し，国土の急速かつ持続可能な発展の

2）第13回党大会政治報告における章タイトルは「Ⅸ. 土地・資源の効率的管理，環境保護，気候変動へ
の主導的な適応」である（第1章参照）。
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新たな動力を創出する」との方針を掲げた。
　以上の議論からは，第13回党大会以降のベトナムの産業振興において，環境
保護の機運の高まり，および第4次産業革命の進展という2つの潮流が重要な意
味をもつことが明らかになった。次節以下では，これらの2つの趨勢へのベトナ
ムの対応を具体的な産業の事例を通じて考察していく。2016年以降，第12期指
導部のもとでの新たな政策の始動，および第13回党大会を経てさらなる展開が
みられる2つの産業を取り上げる。

再生可能エネルギーの振興 
―環境保護機運への適応―2

　前節でみたように，再生可能エネルギーやクリーンエネルギーは，2011年の
第11回党大会文献から重点産業に加えられたものの，当時のベトナムにおいて，
これらの新エネルギーはほとんど実体がないものであった。だが，2016年に就
任した第12期指導部が再生可能エネルギー振興へと舵を切ったことを契機とし
て，再生エネルギー部門は短期間のうちに目覚ましい成長を遂げた。ベトナムの
大胆な政策転換は国際的にも注目を集める一方（Brown 2020； Janssen 2021），
政策の実施にあたっての問題は少なくない。以下，背景や経緯をみていくことと
しよう。

2-1.　石炭火力発電への依存と電力不足のリスク
　2010年代前半，ベトナムのエネルギー部門は，化石燃料への傾斜を高めていた。
その主導役となったのは，発電から送電，供給，売買までを一貫して行うベトナ
ム電力集団（EVN），石炭の開発，加工，売買を担うベトナム石炭・鉱業集団
（Vinacomin），原油および天然ガス開発に従事するベトナム石油ガス集団
（Petrovietnam）という大規模国有企業グループ3社である。化石燃料を中心と
するエネルギー政策は，ベトナム最大級の国有企業グループの独占・寡占構造と
深くかかわるがゆえ，環境への負荷などの問題が指摘されつつも，転換は容易で
はないとみられていた（UNDP 2012）。
　しかしながら，化石燃料に依存するエネルギー政策の行き詰まりは明らかにな
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っていった。1つの要因は，主力の石炭火力発電所案件の進捗が大幅な遅れをき
たし，マスタープランに沿った発電容量の確保が困難になったことである。環境
意識の高まりを背景として，石炭火力発電所建設案件の多くは地域住民の反対に
直面するようになった。ビントゥアン省など複数の省ではプロジェクトが一時停
止に追い込まれた （Centre for Media and Development Initiatives 2020）。土地
収用や行政手続きの難航もプロジェクト実施の遅れにいっそう拍車をかけた。こ
うしたなかで，新規の石炭火力発電所建設を取りやめ，温室効果ガス（GHG）

の排出が少ない液化天然ガス（LNG）発電などへ切り替える動きも出始めた3）。
　もう1つの要因は，プロジェクトの資金不足である。背景としては，欧米やア
ジアの金融機関が化石燃料を燃焼する発電所への融資を厳格化する方針をとった
ことが指摘できる（Murtaugh 2020）。2019年の工商省の報告書は，改定2011
～ 2020年（第7次）国家電力発展マスタープラン（以下，改定PDP7）で承認され
た案件62件のうち47件について数カ月から5年の遅れが生じ，2020年以降に深
刻な電力不足が予測されるという切迫した状況を明らかにした4）。
　電力不足の懸念が高まるなか，2016年に就任した第12期指導部には再生可能
エネルギーの振興という新たな道を模索する動きが生まれた。Brown（2020）に
よれば，主導役はグエン・スアン・フック首相，チン・ディン・ズン副首相，お
よび党経済委員会のグエン・ヴァン・ビン委員長，カオ・ドゥック・ファット副
委員長（肩書きはすべて当時）であり，技術や政策面の支援は海外機関や投資家
によって提供された5）。これに対しEVNは慎重な意見を表明し，Vinacominと
PetrovietnamもEVNを支持したという。

3）省政府が中央政府に対して改定2011 ～ 2020年（第7次）国家電力発展マスタープランに含まれる石
炭火力発電所案件の取りやめ，およびLNG火力発電による代替の提案を行い，承認された例として
バクリュウ省やロンアン省がある（Centre for Media and Development Initiatives 2020）。

4）‟Renewable Energy to Dispel Outages.” Vietnam Investment Review. June 19, 2019 （https://
www.vir.com.vn/renewable-energy-to-dispel-outages-68633.html，2021年11月閲覧）.

5）2016年5月にはズン副首相（当時）が太陽光発電プロジェクトの推進メカニズムに関する会議を招集
しており，指導部発足直後から政策転換に向けた模索が始まっていたことがうかがわれる（“Phó Thủ 
tướng Trịnh Đình Dũng chủ trì họp về cơ chế khuyến khích phát triển điện mặt trời”［チン・ディン・ズン
副首相，太陽光発電促進メカニズムについての会議を主催］. Báo điện tử của Chính phủ Nước Cộng hòa 
xã hội chủ nghĩa Việt Nam［ベトナム社会主義共和国政府電子版ニュース］2016年5月11日，http://
baochinhphu.vn/Thong-cao-bao-chi/Pho-Thu-tuong-Trinh-Dinh-Dung-chu-tri-hop-ve-co-
che-khuyen-khich-phat-trien-dien-mat-troi/253847.vgp，2021年11月閲覧）.

22-01-044_05_第03章.indd   7922-01-044_05_第03章.indd   79 2022/03/18   13:37:412022/03/18   13:37:41



80

2-2.　再生可能エネルギー振興策の採択
　政策転換に向けた最初のステップとなったのは，期限付きの太陽光発電振興策
の導入であった。これは，2017年4月，グリッド接続型と家庭や工場向けの屋
根置き型の2種類の太陽光発電プロジェクトを対象とした固定価格買取制度
（FIT）という形で実施された（首相決定11号）。具体的な内容は，①発電された
電力のすべてをEVNまたは同社が認可した事業体が固定価格で購入する，②太
陽光発電の設備に必要で，ベトナムで生産されていない材料，資材，および半製
品の輸入関税を免除し，法人税は現行法に準拠した優遇を適用する，③関連した
土地の使用料やリース料を減免し，省級人民委員会が土地収用にかかわる支援を
行う，というものである。買取価格も投資家にとって魅力的な水準に設定され（Do 

and Burke 2021），2019年6月末までのおよそ2年間にわたり実施されることと
なった。
　この試みに対し，国内外の投資家は積極的な反応をみせた。期限までに投資が
完了し商業ベースの操業を開始した太陽光発電プロジェクトの能力は約
4500MWにもおよんだ6）。風力発電に対しては2011年にFITが導入されていたが，
2018年には買取価格の引き上げが決定された（2018年9月10日付首相決定39号）。
　以上のような経緯を踏まえ，2020年2月，党政治局は2030年に向けた国家エ
ネルギー発展戦略の方向性についての決議55号を公布した。同決議は，エネル
ギー安全保障を堅固に確保し，エネルギー部門の急速かつ持続可能な発展を優先
することが工業化・近代化過程の重点任務であるとの認識に基づき，①エネルギ
ーの種類の発展と多角化を図るべく，再生可能エネルギーを含むクリーンエネル
ギーの開拓を優先する，②石炭火力発電の比率を合理的な方法で減少させる，③
すべての所有形態の企業，とくに民間企業の参入を促すための条件を整備し，補
助金や独占を断固として排す，という方向性を示した。いずれも従来の政策とは

6）“Kết luận của Thủ tướng về dự thảo cơ chế phát triển điện mặt trời”［太陽光発電発展メカニズム草案に
ついての首相の結論］. Năng lượng Việt Nam［ベトナム・エネルギー］2019年11月22日 （http://
nangluongvietnam.vn/news/vn/dien-hat-nhan-nang-luong-tai-tao/ket-luan-cua-thu-tuong-
ve-du-thao-co-che-phat-trien-dien-mat-troi.html，2021年11月閲覧）.
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一線を画す画期的な内容であった7）。
　政治局決議55号の公布によって，再生可能エネルギー推進の機運は高まった。
2020年3月にはバイオマス発電プロジェクトの発展についての首相決定8号，4
月には太陽光発電についての首相決定13号が相次いで公布された。首相決定13
号に定められた太陽光発電の買取価格は，首相決定11号と比べ引き下げられた
ものの，後述のとおり投資家の関心を集めるには十分な水準であった。
　化石燃料への傾斜を強めていたベトナムが，なぜ再生可能エネルギー振興へと
転じたのかという点は，関心が集まるところであろう。Do et al. （2020）は，
再生可能エネルギーにかかわる党・国家機関，国際機関，非政府組織，大学・研
究機関などを対象とした46件の聞き取り調査の結果に基づき，ベトナムが太陽
光発電奨励策の採択に踏み切った要因を分析した。そこで挙げられたのは，第1
に政府のエネルギー安全保障に対するコミットメント，第2に一般の人々の環境
保護への要求，そして第3に太陽光発電機器の生産を含む新産業育成への政府の
意欲である。気候変動対策の必要性については，ベトナムのGHG排出削減目標
は意欲的とはいえず，とくにエネルギー部門の目標が控えめであることなどを根
拠に，これら3点ほど重要ではなかったとしている8）。なお，第12期指導部の主
要な関心がエネルギー安全保障にあったことは，指導部の始動から政治局決議
55号の採択までの経緯を詳述したBrown （2020）からも示唆される。

2-3.　産業の成長と構造変化
　再生可能エネルギーの振興策は，ベトナムの発電容量の規模と構成に大きな変
化をもたらした（表3-3）。まず，注目されるのは発電総容量の推移である。発電
総容量の年平均増加率は，2010～2015年の18％から2015 ～ 2019年には11％

7）改定PDP7も再生可能エネルギーの発展の優先を掲げていたが，火力発電も適切な比率で発展させる
方針は維持し，石炭火力発電の比率を2020年の43％から2025年に50％まで引き上げる計画であった。
民間企業の参入促進についての明示的な記載もなかった。

8）ベトナムは2016年にパリ協定に署名し，気候変動への努力目標を「国が決定する貢献」（nationally 
determined contribution: NDC）として策定した。2015年当初のNDCではエネルギー部門の
GHG削減目標は石炭に依存した「成り行きシナリオ」比4.4％減にすぎず，かなり容易に達成可能な
水準であるという（Do et al. 2020，6）。2020年7月の改定版NDCにおけるエネルギー分野のGHG
排出削減目標は5.5％である。
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に落ち込んだ。上述のように，2010年代後半に石炭火力発電所建設が大幅な遅
れをきたし，電源開発のペースが鈍ったことが，この時期の発電総容量の伸びを
鈍化させたものと推察される。だが，2019年から2020年にかけての発電総容量
の伸びは24％にも達した。これは太陽光発電容量が3.5倍以上に膨れ上がったこ
とに起因している。
　電源別の構成にも大きな変化が生じた。2015年までは水力，石炭およびガス
火力が大半を占めており，再生可能エネルギーはバイオマスと風力がわずかに存
在するのみであった。だが，太陽光発電の能力は2018年から2020年にかけて急
増し，2020年末時点の発電容量は約1万6500MWと総容量の約25％を占めるに
至った9）。ベトナムはタイを抜いて一気に東南アジア最大規模の太陽光発電能力
を有する国となったのである。
　特筆すべきは，太陽光発電能力への投資のほとんどが国内外の民間企業によっ

表3-3　電源種類別発電容量の推移

発電容量（MW) 年間平均成長率（％）

2010 2015 2019 2020 2010～
2015

2015～
2019

2019～
2020

水力（小規模発電含む） 8,575 16,434 20,632 20,685 18 6 0

石炭火力 3,941 13,251 20,267 20,867 47 13 3

ガス・石油火力 7,846 8,688 9,070 9,070 2 1 0

再生可能エネルギー 49 270 5,398 17,900 90 475 232

　風力 0 71 377 630 ― 108 67

　太陽光 0 0 4,696 16,700 ― ― 256

　バイオマス 49 199 325 570 61 16 75

ラオスからの輸入 0 250 572 572 ― 32 0

合計 20,411 38,893 55,939 69,094 18 11 24

（出所）Viện Năng Lượng, Bộ Công Thương［工商省エネルギー研究所］, ‟Dự thảo Đề án Quy hoạch 
phát triển điện lực quốc gia thời kỳ 2021-2030, tầm nhìn tới năm 2045 （Quy hoạch điện Ⅷ）”

［2021-2030年国家電力発展マスタープラン，2045年へのビジョン（第8次電力マスタープラン）
草案］. Hà Nội, tháng 2/2021, p.52より筆者作成。

（注）MWはメガワット。中国からの輸入は除く。
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て実施され，政府保証など政府の支援をともなわない民間資金によって賄われた
という点である（Vu 2021a）。これは，石炭火力発電所への投資の多くが建設・
運営・移管（Build, Operate, Transfer: BOT）10）と呼ばれる方式をとり，政府保
証などの寛大な条件により外国投資家を誘致することで実施されてきたのとは対
照的である（Vu 2020）。

2-4.　政策の調整と実施をめぐる問題点
　以上のように，再生エネルギー振興策の採択はきわめて短期間での太陽光発電
能力の急拡大という大きな成果をもたらした一方で，新たな問題も生じさせた。
　1つには，電力需給のミスマッチや送配電網の不足，電力システムへの過剰な
負荷といった電力市場やシステム上の混乱があげられる。2020年から2021年に
かけては，新型コロナウイルスの感染拡大の影響により電力需要が低迷していた
時期である。こうした局面で発電能力が急拡大したことは，電力の供給過剰をも
たらした。太陽光発電への投資は自然条件に恵まれた一部の地域に集中したため，
そうした地域の多くでは発電容量の拡大に送電網の整備が追い付かず，送電網の
不足のため出力抑制が必要な事態に陥る例もみられた。
　もう1つは，ライセンス取得やプロジェクトの実施など運用をめぐる問題であ
る。FIT制度の導入を契機として，グリッド接続型の大型太陽光発電を手掛ける
外国企業の間では対ベトナム投資への関心が高まった。だが，この分野の投資に
際しては電力マスタープランに基づく承認などの投資条件が詳細に規定されてい
ることもあり（2013年の政府議定137号，および2017年の工商省通知16号），外国
企業の参入にあたってはベトナム企業が開始したプロジェクトの買収という形態
が選択されることが多いようである。ベトナム企業の側でも，ライセンス取得後
に外国企業に事業を売却する動きが加速しているという。こうしたプロジェクト
の外国企業への売却自体は合法だが，認可の取得をめぐり贈賄などの不透明な行

9）“Rà soát tổng thể những vấn đề liên quan đến phát triển điện mặt trời”［太陽光発電発展に関連する問題
を全体的にレビュー］. Báo điện tử của Chính phủ Nước Cộng hòa xã hội chủ nghĩa Việt Nam［ベトナム社会
主義共和国政府電子版ニュース］2021年2月23日 （http://baochinhphu.vn/Phat-trien-he-thong-
dien-mat-troi/Ra-soat-tong-the-nhung-van-de-lien-quan-den-phat-trien-dien-mat-
troi/423954.vgp，2021年11月閲覧）. 表3-3の数字と比べると，発電容量に若干の差がある。

10）民間事業者が建設・運営を行い，契約期間終了後に事業を行政に移管する方式。
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為が横行していたとの指摘もある（Le Hong Hiep 2021）。背景や能力が明らか
でない企業が所有，運営するプロジェクトが増えることや，多くのプロジェクト
が中部の沿海部や国境地帯などのセンシティブな地域に立地することとの関連に
おいて，安全保障上の懸念も表明されている11）。
　プロジェクトの運営をめぐる問題は，屋根置き型太陽光発電への投資でも生じ
ている。ザーライ省では検査の結果，4分の3近いプロジェクトが工場やオフィ
スの屋根ではなく農地へ設置されるなど規定に違反していることが発覚したとい
う12）。以上のような問題点を受け，フック首相（当時）は2021年2月9日付で公
文185号を出し，工商省に対して案件の実施状況の総点検，公布された仕組みや
規則にしたがっての実施の指導，問題の調査と迅速な対処などの対策を求めた。
　今後の焦点は，2021 ～ 2030年（第8次）国家電力発展マスタープラン（以下，

PDP8）の策定である。表3-4には，工商省によって起草された2021年2月版草
案の概要を示した。改定PDP7に比べ，石炭火力発電の総発電能力に占める比率
が引き下げられたのに対し，風力およびガス・石油火力発電（おもにLNGを燃料

とするコンバインドサイクル発電方式）の拡張が想定されている。すでに急激な伸
びを記録した太陽光発電については，今後は大幅な拡張は計画されていない。な
お，同草案に対しては，発電に必要なLNGや石炭の調達，LNG輸入のための受
入基地などインフラへの投資，送配電網への投資などに関しEVNなどが意見表
明を行ったと報じられている13）。本章執筆時点（2021年11月）ではPDP8は承認

11）フック元首相の経済諮問委員会メンバーを務めていたベトナム社会科学院ベトナム経済研究所元所
長のチャン・ディン・ティエンによる指摘（“Ồ ạt đầu tư năng lượng sạch : Không thể xem nhẹ việc dự 
án điện mua đi bán lại”［クリーンエネルギーに多額の投資：プロジェクトの売買は軽視できない］. 
Tiền phong［先鋒］2020年6月19日, https://tienphong.vn/khong-the-xem-nhe-viec-du-an-dien-
mua-di-ban-lai-post1249466.tpo，2021年11月閲覧）.

12）“Gia Lai: 3/4 công trình điện mặt trời nghi núp bóng trang trại nông nghiệp”［ザーライ：太陽光発電プロ
ジェクトの4分の3が大農場の影に隠れ疑い］. Lao động［労働］2021年6月24日   （https://laodong.
vn/kinh-te/gia-lai-34-cong-trinh-dien-mat-troi-nghi-nup-bong-trang-trai-nong-
nghiep-923867.ldo，2021年11月閲覧）.

13）“Sẽ trình lại Đề án Quy hoạch Điện VIII vào tháng 6/2021”［2021年6月に第8次電力マスタープラン案
を再提出］. Báo Đầu tư［投資紙］2021年4月27日 （https://baodautu.vn/se-trinh-lai-de-an-quy-
hoach-dien-viii-vao-thang-62021-d141730.html，2021年11月閲覧）．なお，EVNは債務の返
済を進めており，新規借入を抑制する方針であることが，送電網への投資拡大への障害となるとの
指摘もある（Vu 2021b）。
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されておらず，その帰趨が注目される。

デジタル技術企業の振興 
―第4次産業革命への適応―3

　情報技術産業では，これまで外資企業を主要な担い手とする電子製品の輸出拡
大が注目を集めてきた。近年，ベトナムは第4次産業革命への主導的な参加の方
針を示し，デジタルトランスフォーメーションの進展がもたらす機会を活用して
競争力のある国内デジタル技術企業を振興する方針を打ち出している。以下では，
政策の展開と産業の実態を考察する。

表3-4　国家電力発展マスタープランにおける発電容量構成の比較（単位：MW）

　 実績 PDP8 
(2021年2月版草案）

改定PDP7
（2016年）

2020年 比率
（％） 2025年 2030年 比率

（％） 2025年 2030年 比率
（％）

石炭火力 20,431 29 29,523 37,323 27 47,877 55,477 43

ガス・石油火力 9,030 13 14,055 28,871 21 15,016 19,016 15

水力 20,685 30 24,497 25,992 19 24,611 27,871 21

風力 630 1 11,320 18,010 13 2,030 5,990 5

太陽光 16,640 24 17,240 18,640 14 3,935 11,765 9

バイオマス・そ
の他再生可能エ
ネルギー

570 1 2,050 3,150 2 1,844 3,444 3

輸入 1,272 2 3,508 5,677 4 1,436 1,508 1

原子力 0 0 0 0 0 0 4,600 4

総容量 69,258 100 102,193 137,663 100 96,749 129,671 100

（出所）Viện Năng Lượng, Bộ Công Thương［工商省エネルギー研究所］, “Dự thảo Đề án Quy hoạch 
phát triển điện lực quốc gia thời kỳ 2021-2030, tầm nhìn tới năm 2045 （Quy hoạch điện Ⅷ ）” 

［2021-2030年国家電力発展マスタープラン，2045年へのビジョン（第8次電力マスタープラン）
草案］. Hà Nội, tháng 2/2021, p.834.
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3-1.　外資主導の情報技術産業の成長
　情報技術産業には，ハードウェアの生産を行う製造分野と，ソフトウェアなど
のサービス分野が含まれる14）。ベトナムにおいて，携帯電話などのハードウェア
の生産は，世界市場向けの輸出に従事する外資企業の主導により急成長を遂げて
きた（第2章参照）。ベトナムは活動や工程の高付加価値化とともに，外資企業の
サプライチェーンへのベトナム企業の参入を促進しているが，これまでのところ
成果は限られている。サービス分野には，輸出向けのソフトウェア開発，ビジネ
スプロセスアウトソーシング（BPO）などのほか，国内市場向けの通信，情報技
術サービス，デジタルコンテンツなどの業種が含まれる。ハードウェア分野に比
べると，国内企業は相対的に大きな役割を果たしてきたものの，人材の技能水準
の低さや民間企業の経営環境の未整備といった制約を克服する必要性が指摘され
てきた（Sturgeon and Zylberberg 2016）。
　本章が主たる考察対象とする2010年代以降，情報技術分野の発展は次のよう
な政策を通じて推進されてきた。第1は，ハイテク活動への投資に対して税制や
地代の最高水準の優遇を定めたハイテクノロジー法（2008年公布）である。ここ
では，情報技術，バイオテクノロジー，新材料技術，自動化技術の4技術が優遇
対象に指定された。第2に，情報技術産業に特化した政策である。2006年情報
技術法の施行細則を定めた2007年の政府議定71号は，重点情報技術製品の研究
開発および生産，情報技術（IT）工業団地への投資の優遇を定め，ソフトウェア
とデジタルコンテンツも優先的発展対象とした。2007年には，デジタルコンテ
ンツの発展プログラムも採択された（首相決定56号）。第3に，科学・技術省の主
導によるイノベーティブ・スタートアップ・エコシステム支援プログラムである。
2016年の首相決定844号に基づくことから「プログラム844」と呼ばれるこの
取り組みには，情報ポータルの設置，研修の実施，スタートアップ支援センター
の設立，インキュベーターやアクセラレーターの支援などが含まれる。
　こうした従来の政策の効果については疑問も呈されている。ハイテク法につい
ては，2019年8月時点でハイテク企業あるいはハイテク活動の認証を受けてい

14）10カ年発展戦略は，情報技術産業には電子・通信・情報技術ハードウェア，情報セキュリティ，ソ
フトウェア，サービスおよびデジタルコンテンツが含まれるとしている。
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る企業はわずか36社にとどまる15）。背景としては，対象となる4技術にかかわる
活動に従事する企業が少ないことに加え，売上高に占めるハイテク製品比率が
70％以上でなくてはならないという条件がいっそう難易度を上げていることが
あげられる（Sturgeon and Zylberberg 2016）。プログラム844についても，スタ
ートアップ企業の数を増加させることに終始し，科学技術の発展への貢献は限定
的であること，公的資金による支援が限られていることといった問題点が指摘さ
れている（Klingler-Vidra and Wade 2020）。

3-2.　国内デジタル技術企業の振興
　第4次産業革命の進展によって，ベトナムの情報技術産業は新たな局面に突入
していくこととなる。この新たな趨勢への政策対応の先駆けとなったのが，
2017年5月の首相指示16号である。ここでは，工業化・近代化過程にあるベト
ナムが，世界的趨勢である第4次産業革命のもたらす機会を最大限に利用し，消
極的な影響を軽減するため，情報技術インフラの整備，企業の経営環境の改善，
デジタルトランスフォーメーションのための戦略の構築などの対策の必要性が示
された。
　2年後の2019年9月，党政治局は第4次産業革命への主導的参加の方針を示す
決議52号を公布した。同決議はまず，第4次産業革命への主導的かつ積極的な参
加は不可欠であり，政治システムと社会全体にとって短期的かつ長期的に特別な
戦略的重要性をもつ任務であるとの認識を示した。そのうえで，第4次産業革命
がもたらす機会の活用による経済成長モデルの刷新や経済再編の促進，デジタル
経済の発展，科学技術・イノベ―ションに基づく高成長のみならず，人々の生活
の質や福利の向上，国防・安全保障の確保，環境保護までを実現するという総括
目標が掲げられた。具体的目標は表3-5のとおりである。
　政治局決議52号は，ベトナムの第4次産業革命への主導的な参加のために広範

15）36社のうち19社がハイテク応用プロジェクト証明書，17社がハイテク企業証明書の付与を受けて
いる（“Hình thành 5.000 doanh nghiệp khoa học và công nghệ trong năm 2020”［2020年に科学技術企
業5000社設立］. VietnamPlus 2020年1月31日，https://www.vietnamplus.vn/hinh-thanh-5000-
doanh-nghiep-khoa-hoc-va-cong-nghe-trong-nam-2020/620637.vnp，2021年11月閲覧）。
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な対策を示しており，各分野において政策の具体化が進みつつある16）。おもな取
り組みとしては，第1に，制度の質の向上や政策形成能力の構築があげられる。
たとえば，新たな技術やビジネスモデル，デジタル政府，サイバーセキュリティ
に対応するための制度が含まれ，国内のデジタル技術企業の投資や発展を促進す
るための政策の整備も始まっている。第2は，インフラの構築である。高速イン
ターネットやデジタルセキュリティ確保のためのインフラが含まれる。第3に，

16）政府による行動プログラム（2020年4月17日付政府決議50号），国家デジタルトランスフォーメーシ
ョン・プログラム（2020年6月3日付首相決定749号），2030年に向けた第4次産業革命に関する国家
戦略（2020年12月31日付首相決定2289号），電子政府の発展戦略（2021年6月15日付首相決定942
号）など。

表3-5　第4次産業革命への主導的参加に関する具体的目標

　 2025年 2030年

グローバル・イノベーショ
ン・インデックス（GII）

ASEAN上位3カ国に属するラ
ンキングを維持

世界の上位40カ国に属するラ
ンキングを維持

インフラ ASEAN地域の高度なレベルに
到達
ブロードバンドインターネッ
トが100％の社（末端の行政単
位）を網羅

5Gモバイルネットワークが全
国を網羅し，誰もが低コストの
ブロードバンドインターネッ
トにアクセス可能となる

デ ジ タ ル ト ラ ン ス フ ォ ー
メーション

党・国家機関，祖国戦線，政治・
社会組織におけるデジタルト
ランスフォーメーションを基
本的に完了

記述なし

電子政府 国連のランキングでASEAN主
要4カ国のグループに属す
北部，南部，中部の3重点経済地
域に少なくとも3つのスマート
シティをもつ

デジタル政府の構築を完了す
る
北部，南部，中部の各重点経済
地域でいくつかのスマートシ
ティのチェーンを形成する
地域と世界のスマートシティ
ネットワークに段階的に接続
する

デジタル経済のGDP比率 約20％ 30％以上

（出所）政治局決議52号より筆者作成。
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人的資本の発展である。関連分野における学部・大学院教育や職業訓練の質の向
上，初等中等教育における実践的活動，とくに科学，技術，工学，数学（STEM）

教育の拡充などが含まれる。第4に，電子政府の推進である。デジタル政府イン
フラの整備，電子政府に関する政策の整備，国家データポータルの整備，政府機
関の報告にかかわる情報システムの整備，オンライン公共サービスの提供のため
のシステム整備，スマートシティ・プラットフォームにおけるサービスの提供な
どが含まれる。
　これらのなかで，情報技術産業の振興という観点からとくに注目されるのは，
デジタル技術企業の振興である。2020年1月の首相指示1号では，“Make in 
Vietnam”というスローガン17）とともに，2030年までに10万社のデジタル技術
企業を発展させるという目標が示された。同指示によれば，このスローガンには，
ベトナム企業が徐々に技術の所有主となり，主導的に設計や製造を行い，サービ
スやソリューション，新たなビジネスモデルに関するイノベーションを手がけて
いくという含意が込められているという。集中的に発展させるべきデジタル技術
企業としては，①デジタル技術分野にシフトしてコア技術の研究開発に投資する
大規模な企業集団や商業・サービス企業，②ブランドを確立して研究開発を行い，
デジタル技術の主となり，主導的に生産を行う情報技術企業，③デジタル技術を
用いた新製品やサービスを生産するスタートアップ企業，④デジタル技術のイノ
ベーションを行うスタートアップ企業，の4種類が示された。
　首相指示1号は，2020年中にデジタル技術企業発展国家戦略を公布するとの
方針を示しているが，本稿執筆時点（2021年11月）では未公布であり，デジタ
ル技術企業振興策の全体像はみえていない。だが，同指示における「1億人近い
人口をもつ市場，および農業，交通，保健，教育，金融，天然資源，環境などの
分野における特殊な問題の存在は，ベトナムのデジタル技術企業が成長し，世界
に展開するうえでの有利な条件である」という記述からは，国内市場を舞台とし

17）情報・通信省の考案による。2018年12月に開催されたベトナム・ミャンマー情報通信技術フォーラ
ムで用いられ，2019年5月のハノイで開催された「ベトナム技術企業発展国家フォーラム」では，グ
エン・マイン・フン情報・通信相とフック首相（当時）が繰り返し言及したという（"“Make in 
Vietnam”：hàm ý sâu xa của thông điệp đặc biệt"［“Make in Vietnam”―特別なメッセージの深い
意味］. Nhân Dân［人民］2019年10月5日,https://nhandan.vn/thong-tin-so/make-in-vietnam-
ham-y-sau-xa-cua-thong-diep-dac-biet-358145，2021年11月閲覧）。
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て国内デジタル技術企業が成長し，世界に展開していくことへの期待が読み取れ
る。こうした期待は，べトナムの経済や社会に固有の諸問題を解決するうえで国
内企業こそが強みを発揮しうるという認識に支えられているとみられる。実際，
2025年に向けた国家デジタルトランスフォーメーション・プログラム（2020年

6月3日付首相決定749号）は，インフラやプラットフォーム，デジタルトランス
フォーメーションのためのサービスやコンサルティング，ソリューションを提供
する中心的な力としてベトナムのデジタル技術企業を位置づけている。
　デジタル技術企業の発展の場となる国内市場は，経済や社会における問題解決
のニーズに限られない。政治局決議52号にしたがい展開されている他分野の取
り組み，とりわけインフラ整備と電子政府の発展は，デジタル技術企業にとって
市場の創出という意義ももつ。
　通信インフラの構築では，第5世代移動通信システム（5G）の整備が重点課題
となっており，軍隊通信工業集団（Viettel），ベトナム郵政通信集団（VNPT），
モビフォン通信総公司という国有企業グループ3社による対応が進められている。
いずれも中国製の設備は採用せず，Viettelは自社技術の開発にも注力している。
　電子政府の構築も，国内のデジタル技術企業にとっての市場の創出につながる。
電子政府の発展戦略（2021年6月15日付首相決定942号）は，電子政府とデジタル
技術企業をともに発展させるという二重の目的を実現するため，政府は主導的に
マスタープランを調整し，市場の方向付けと創出のための活動を行うとの方針を
示している。ここからも，電子政府の構築とデジタル技術企業の振興が表裏一体
の関係にあることが読み取れる。

3-3.　産業の実態
　情報技術産業のパフォーマンスについては，情報・通信省による『ベトナム情
報・通信技術白書』から確認できる（図3-1）。企業数は2015年から2019年にか
けてほぼ倍増し，およそ4万2000社となった。なかでも情報技術サービス（販売・

流通を除く）とソフトウェアは企業数が多く，増加率も高い。だが，これらの2
つの分野の売上高の伸びは，標準的であるか産業全体の平均を下回っている。デ
ジタルコンテンツについては，企業数と売上高の伸びのいずれもが産業全体の平
均を下回る水準にある。
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図3-1　ベトナムの情報技術産業の企業数と売上高の推移

（出所）Bộ Thông tin và Truyền thông （2020；2019；2018；2017）より筆者作成。
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　なお，上記のデータと「デジタル技術企業」との対応関係は明らかではない。
グエン・マイン・フン情報・通信相は，“Make in Vietnam”の実施1年目にあた
る2020年に1万3000社のデジタル技術企業が生まれ，計5万8000社以上になっ
たとし，10万社という目標は2030年以前に達成できると発言している18）。だが，
情報・通信省の“Make in Vietnam”ウェブサイト掲載のデータによれば，情報
技術企業の数は2020年時点で6万354社とフン情報・通信相の発言とおおむね整
合的だが，2019年時点ですでに5万8517社あり，1年間で約2000社しか増えて
いない19）。さらに，同データによれば，2020年の情報技術企業6万354社のおよ
そ半数にあたる3万909社は情報技術の販売・流通分野に分類され，デジタル技
術を用いた製品やサービスの生産におもに従事する企業ではないと想定される。
“Make in Vietnam”の成果がどれほど実態をともなったものであるかについて
は，より注意深く考察する必要がある。
　産業全体の構造をみると，外資企業を主体とするハードウェア・電子分野が圧
倒的な位置を占める。この分野は企業数では13％にすぎないが，売上高の89％，
輸出の90％，雇用の76％を占める。ソフトウェア，情報技術サービス，デジタ
ルコンテンツといったサービス分野の役割はいまだ限られているのが現状である。
　情報技術産業においてどのような製品やサービスが生まれ，どのような企業が
成長しているのかについての情報は限られているが，1つの手掛かりとなるのは，
ベトナムソフトウェア・情報技術サービス協会（VINASA）が毎年発表している
情報通信技術（ICT）企業ランキングである。2014年から2015年にかけて，同
ランキングは「BPO・ITアウトソーシング・オフショアリング」と「ソフトウ
ェア」の2分野について発表されていた。2016年には「デジタルコンテンツ」，
2018年には「4.0テクノロジー」が新たに加わり，2020年には表3-6に示した
15分野へと大幅に拡張された。2020年以前にこれら15分野における活動や企業
が存在しなかったわけではないであろうが，2010年代後半以降，ベトナムの情
報技術産業における製品やサービスの幅が大きく広がったものと考えられる。

18）“Make in Vietnam, by Vietnam for a Fresh Digital Orientation.” Vietnam Investment Review. 
December 31, 2020 （https://vir.com.vn/make-in-vietnam-by-vietnam-for-a-fresh-digital-
orientation-81780.html，2021年11月閲覧）.

19）“Make in Vietnam”ウェブサイト（http://makeinvietnam.mic.gov.vn/，2021年8月閲覧）。
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　企業の顔ぶれをみると，近年，若い創業者によって設立された新興企業が含ま
れる一方で，多くの分野に名前が登場する伝統的国有・民間企業がある。表3-6
には各分野の首位企業のみを示しているが，ランキングに登場するすべての企業
を含め，とくに多分野で名前が挙がる6社について登場する分野を整理したのが
表3-7である。6社のうち4社（VNPT，Viettel，EVN，モビフォン）は大規模国有
企業グループ，残る2社は大規模民間企業（FPT，CMC）だが，民間企業2社は
いずれも歴史的に国家との深いかかわりがあった企業である20）。これら6社は多
くの分野に展開し，とくに電子政府やスマートシティなど政策とのかかわりが深
い分野で事業を行っていることが注目される。
　とりわけ注目されるのはViettelである。情報技術分野の代表的な国有企業グ
ループのなかでも，情報・通信省傘下のVNPTおよびモビフォンとは異なり，
Viettelは国防省の傘下企業として優れた人材や潤沢な資金の確保 ，軍インフラ
の利用などの恵まれた条件を享受してきた（Ngo 2020）。5Gなどのインフラ整
備や電子政府における取り組みは上述のとおりであるが，加えて注目されるのは
研究開発への注力である。Viettelは情報技術分野の国有企業グループ3社のなか
でもっとも早い2009年に研究所を設立し（Ngo 2020），研究開発体制の強化を
図ってきた21）。同社はまた，ミャンマー，ラオス，カンボジアのほか，アフリカ
や中南米諸国など多くの地域における情報通信サービス展開の実績などをもつ，
ベトナム企業の海外進出の先駆的事例でもある。ベトナムではもっとも国際的認
知度の高いブランドを確立した企業の1つとしても知られており22），今後の国内

20）FPTは，1988年の設立当初は科学・技術省傘下の企業であり，創業者チュオン・ザー・ビンはヴォー・
グエン・ザップ将軍の娘婿となったことで知られる（のちに離婚，Cheshier 2010）。同社の会長は，
関係各省の大臣，ViettelやVNPTの会長と並んで，電子政府についての国家委員会メンバーに名を
連ねる唯一の民間企業関係者である（2019年9月16日付首相決定1201号）。CMCは国家技術院マイ
クロエレクトロニクス技術研究所傘下のADCOMセンターを前身としている（CMC Corporationウ
ェブサイト，https://www.cmc.com.vn/history，2021年11月閲覧）。社長がVINASA会長を務め
ているFPTを筆頭に，経営陣がVINASAの幹部を務める企業が多く含まれることにも留意が必要で
あろう。

21）2019年，研究所は軍事および民生の両分野での研究開発から生産までを手掛けるViettelハイテク
工業総公司へと再編された。同総公司の2021年時点での従業員数は1100人（うち20％は博士号ない
し修士号所有者）におよぶ（Viettelハイテク工業総公司ウェブサイト，http://viettelrd.com.vn/
nguon-luc-0，2021年11月閲覧）。
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外における展開が注目される。なお，“Make in Vietnam”の推進において重要
な役割を果たしてきたフン情報・通信相は，2000年以降，Viettelの副社長，社長，
および会長として同社の発展を主導してきた人物である。

表3-6　情報通信技術企業ランキングにおける各分野の首位企業（2020年）

分野 ランキング首位企業
ソフトウェア輸出 FPT Software
BPO FPT Software
フィンテック Onilne Mobile Services JSC （M_Service） 

（Momo）
電子政府ソリューション Viet Nam EFY Informatics Technology 

Joint Stock Company
スタートアップ企業 CYFEER JSC
デジタルコンテンツ FPT Online
A-IoT Orient Software Development 

Corporation
デジタルトランスフォーメーション・プラッ
トフォーム

Base Enterprise （Base.vn）

デジタルインフラ CMC Telecommunication Infrastructure
情報セキュリティ CMC Technology and Solution Co. Ltd.
デジタルトランスフォーメーション・サービ
ス，ソリューション提供

Base Enterprise （Base.vn）

デジタルマーケティング FPT Online
スマートシティ向け情報技術サービス提供企
業

ELCOM Corp.

情報技術サービス，ソリューション BRAVO Software Joint Stock Company
情報技術訓練機関 FPT University

（出所）http://top10ict.com/danh-sach-2020/ （2021年8月閲覧）より筆者作成。
（注）VINASAによるランキング。VINASAによって設立され，関連分野の専門家，政府機関の
代表，メディア関係者からなる委員会が選考を行い，各分野につき最大10社が選ばれる（http://
top10ict.com/en/introduction-of-judges/）。

22）政治局決議52号においても目標の1つとして言及されるグローバル・イノベーション・インデックス
の2020年版によれば，Viettelはブランド価値に基づきベトナムのブランドの最上位の評価を得て
いる（Cornell University, INSEAD and the WIPO 2020）。
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おわりに

　本章では，環境保護や気候変動への対応，および第4次産業革命の進展という
新たな潮流に対し，ベトナムがどのように適応しつつ重要産業の振興を進めよう
としているのかを考察してきた。
　ベトナムが近代的な物質的，技術的基盤や工業中心の経済構造をもつ工業国と
なるという目標を掲げた1996年時点では，豊かな民，強い国，公平で文明的な

表3-7　情報通信技術企業ランキングにおける主要国有・民間企業の状況（2020年）

　 VNPT Viettel Mobifone EVN FPT CMC
ソフトウェア輸出（10） x
BPO（7） x
フィンテック（4） x 　
電子政府ソリューション（10） x x x
スタートアップ企業（8） 　
デジタルコンテンツ（3） x x
A-IoT（9） x 　
デジタルトランスフォーメー
ション・プラットフォーム（10） x x x x x

デジタルインフラ（5） x x x x
情報セキュリティ（5） x x x
デジタルトランスフォーメー
ション・サービス，ソリューショ
ン提供（10）

x x x x

デジタルマーケティング（4） x
スマートシティ向け情報技術
サービス提供企業（5） x x x

情報技術サービス，ソリューショ
ン（10） x x x

情報技術訓練機関（1） 　 　 　 　 x 　

（出所）http://top10ict.com/danh-sach-2020/（2021年8月閲覧）より筆者作成。
（注）
（1）各企業がランキングに含まれる場合，「x」を表示。
（2）かっこ内の数字は，各分野のランキングに含まれる企業の数を示す。
（3） VNPTはベトナム郵政通信集団，Viettelは軍隊通信工業集団，Mobifoneはモビフォン，

EVNはベトナム電力集団。
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社会を実現する道であり，目指される発展の方向とされていた。以後，ベトナム
を取り巻く環境は大きく変化し，ベトナムのグローバル経済への統合度も急激に
高まった。ベトナムが第13回党大会において， ①国際的な基準に基づく目標の
設定，②科学技術やイノベーションの重視，および近代的科学技術の所有主とな
る，というレベルまで踏み込んだ方針，③第4次産業革命や気候変動などの新た
な潮流への対応，という方針を示したことは，迅速とはいえないものの，内外の
変化への適応を図ろうとする姿勢の表れととらえられる。
　現実の政策に目を転じると，その展開はさまざまな要素によって規定されてい
る。本章では，党大会に先立ち重要な政策の採択が行われた2つの事例を取り上
げた。いずれにおいても，現実の政策の採択の背後には，新たな潮流への対応の
みならずさまざまな動機の存在が示唆された。再生可能エネルギー振興策の採択
においては，気候変動への対応の必要性と並んで，あるいはそれ以上にエネルギ
ー安全保障上のリスクへの考慮や，新産業育成への意欲といった動機が働いてい
たとみられる。国内デジタル技術企業振興の背景としては，外資企業の役割が拡
大するなかでの競争力のある国内企業育成の要請，財政支出の拡大をともなう産
業支援に対する制約，電子政府やスマートシティなど政策とのかかわりが深い分
野における国内市場の生成といった要因が指摘できる。
　画期的とみられてきた政策にもさまざまな課題が残る。再生可能エネルギー振
興策は，化石燃料に依存する既存政策の支持勢力が存在するなかで大胆な政策転
換が行われ，国内外の民間企業の投資の急拡大を実現したことが注目を集めた。
だが，需給バランスの維持やシステムへの投資をめぐっては混乱が生じ，規定に
違反する案件の横行といった問題も生じている。デジタル技術企業に関しては，
現段階までは実質的な支援は限られている。政府は成果をアピールするが，国内
企業がデジタル技術に基づき持続可能な成長を遂げていけるかどうか，より詳細
な検討が求められよう。
　これまでのところ，2つの事例のいずれにおいても，党大会文献が重点を置く
科学技術やイノベーションの促進のために有効な政策が実施されてきたとは言い
難いが，本格的な政策の展開はこれからである。再生可能エネルギー分野では，
PDP8の策定が焦点となる。2021年11月，イギリスで開催された国連気候変動
枠組み条約第26回締約国会議（COP26）首脳級会合において，ファム・ミン・
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チン首相は，国内資源と国際協力の活用を通じて2050年までにGHG排出量を実
質ゼロとする方針を表明した。野心的な目標に向けてベトナムがどのように対応
していくのか，注目が集まる。デジタル技術産業では，成長を続ける国内市場に
おける内外企業の動きや国家戦略を含む政策の策定が焦点となる。今後の展開が
注目される。
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はじめに

　ベトナムにおいて，農業，農村，農民を指す「三農」について議論されるよう
になったのは，2000年代末のことである。2008年，ベトナム共産党は「三農」
問題の総合的な解決を目指して，党中央委員会決議26号（農業・農村・農民に関

する決議）を公布した。坂田（2012）によれば，このとき意識されていたのは，
農業生産効率および農産品の品質の低さ，農村住民の生活水準の低さ，都市・農
村間および地域間の格差といった問題であり，それらを包括的に解決する手段と
して提示されたのが，新農村建設であった。新農村建設事業は，農村自体の経済
発展や工業化を進め，農村内で非農業部門への労働力移動を促し，都市への人口
流入を抑えることを狙いとして，2010年に始まった。
　それからおよそ10年，「三農」およびそれを取り巻く環境の変化が進んでいる。
経済全体に占める農業のシェアの縮小，農村の脱農業化，農業従事者の高齢化，
農産品需要の高級化・多様化といった，中所得段階の国々で一般に生じるような
変化が，ベトナムでも2010年代以降，顕著になってきた（辻・荒神 2019）。ま
た近年，気候変動にともなう自然災害が世界的に頻発するようになり，ベトナム
においても農業・農村への影響が深刻化している。こうした変化のなかで，「三農」
が直面する課題にも10年前とは違いが生じているのではないかと推察される。
　以下では，2010年代のベトナムにおける「三農」の変化を，最新の農村・農
業センサスの速報値などに基づいて概観したうえで，2021年1月に開催された

中所得段階の農業・農村・農民

荒神 衣美

第4章
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ベトナム共産党第13回全国代表者大会（以下，第13回党大会）およびその前後で党・
政府が示した「三農」に対する方針を整理する。党・政府は「三農」を経済・社
会のなかにどう位置づけ，どう発展させようとしているのか，またその方針には
10年前と比べてどのような違いがあるのかを検討する。なお，本章で「農業」
というとき，とくに断りのない場合は，農林水産業全体を指すこととする。

2010年代の農業・農村・農民1

1-1．低下する農業・農民のプレゼンス
　ベトナムは2000年代に本格的な工業化・近代化期に入った。高度経済成長を
達成した結果，2008年には世界銀行の基準からみた下位中所得国となった。中
所得国となった2010年代のベトナムにおいて，農業・農民のプレゼンスは，統
計でみるかぎり縮小の一途を辿っている。表4-1に示すとおり，GDPに占める農
林水産業の割合は2010年の18.4％から2020年には14.9％に，労働力人口に占
める農林水産業従事者の割合は2010年の49.5％から2020年には32.8％に縮小
している。
　同じ表4-1から，行政上「農村」と区分される地域はいまだ人口の6割超を抱
えており，一定の規模を維持していることがわかる。しかし，その農村において
すら，脱農業化が加速している。表4-2には，農村の所得とその内訳を示した。
農村の1人当たり月収は，2010年から2018年の8年間で2.8倍に増加しており，
農村経済が発展していることがみて取れる。しかし，その内訳をみると，賃金雇
用の比重が増す反面，農業自営の重要性は漸減している。2020年に実施された
農村・農業センサスの速報1）によれば，農村世帯のうち主たる所得を非農業部門
から得ている世帯の割合は，2011年には42.5％であったが，2016年には52.1
％に，さらに2020年には59.2％に増加した。同速報では，2016年から2020年
の間に農村世帯数が5.6％増加したことが示されたうえで，その背景として，（結

1）センサス結果全体は2021年第4四半期に公表される予定である（Tổng Cục Thống Kê 2021）。
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婚等による）世帯の分割に加え，農村の都市化・工業化に伴って，それまで都市
に出ていた世帯が農村に戻って働くという動きがあったことが指摘されている
（Tổng Cục Thống Kê 2021）。

表4-1　経済社会全体に占める「農」のシェア（％）

2010年 2015年 2019年 2020年
GDP総額に占める農林水産業GDPの割合 18.4 17.0 14.0 14.9
労働力人口に占める農林水産業従事者の割合 49.5 43.6 34.5 32.8
総人口に占める農村人口の割合 69.6 66.5 65.0 63.2

（出所）GSOウェブサイト（www.gso.gov.vn）。
（注）2019, 2020年は暫定値。

表4-2　農村における1人当たり月収と所得源別にみた構成

年
月収額

（1,000ドン）

構成（％）

賃金雇用 自営 その他農業 林業 水産業 工業 建設業 商業 サービス
2010 1,070 36.4 28.9 1.2 3.3 4.9 0.7 9.4 4.7 10.5 
2012 1,579 38.4 27.5 1.2 3.1 4.3 0.8 9.0 4.5 11.1 
2014 2,038 39.9 24.4 1.1 3.3 4.8 0.6 9.1 4.7 12.0 
2016 2,423 41.2 22.8 1.1 3.2 4.7 1.2 9.1 5.5 11.3 
2018 2,987 44.6 18.7 1.0 3.0 4.5 0.9 9.6 5.2 12.5 

（出所）GSO（2019）.

1-2．農業発展の様相
　このように，2010年代のベトナムでは，全国のみならず農村でも，農業・農
民のプレゼンスが低下してきた。しかしこのことは，農業がこの10年，発展し
てこなかったことを意味するわけではない。表4-3には，2011年から2020年の
農林水産業のGDP成長率の推移を示した。変動はありつつも一定の成長を持続
しており，農林水産業全体で年平均2.83％の成長を遂げている。とくに水産業
は年平均4.54％と比較的高い成長を達成しており，農林水産業の成長をけん引
してきた。
　農林水産業のうち，農業（耕種，畜産，および農業サービス）は，2011年から
2020年で年平均2.23％の成長を達成している。国内食糧安全保障の観点から，
基本的に稲作が耕種部門の中心に据えられてきた。しかし2010年以降，コメが
農作物作付面積の半分強を占める主要農作物であるという状況は変わらないもの
の，その比重は徐々に小さくなっている（表4-4）。コメの作付面積自体には大き
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な変化がないことから，コメの作付面積の比重低下は，他の作物の比重が増した
ことによるものとみなせる。
　表4-4からは，同時期に顕著に作付面積を伸ばしているのが果物であることが
わかる。果物の作付面積の拡大は，輸出の拡大と大きく関係していると考えられ
る。果物輸出は，中国市場向けを中心に，ここ10年で著しく増加した2）。野菜，
果物，生花を合わせた青果品の輸出額は，2010年から2019年の間に約8倍に増
えており，コメやコーヒーといった伝統的な輸出農産品をも凌ぐ勢いをみせてい
る（図4-1）。なお，2020年に輸出額が10億ドルを超えた産品（31品目）のうち，

表4-3　農林水産業のGDP成⻑率（％）

年 農林水産業
内訳

農業 水産業
2011 4.23 4.16 4.34 
2012 2.92 2.57 3.75 
2013 2.63 2.19 3.82 
2014 3.44 2.51 6.53 
2015 2.41 2.03 2.80 
2016 1.36 0.72 2.80 
2017 2.90 2.07 5.54 
2018 3.76 2.89 6.46 
2019 2.01 0.61 6.30 
2020 2.68 2.55 3.08 

（出所）GSOウェブサイト（www.gso.gov.vn）。

表4-4　農作物作付面積と総面積に占める比率

年 総作付面積
１年生作物 多年生作物

小計 コメ 小計 工芸作物 果物
(1,000ha) (%) (1,000ha) (%) (1,000ha) (%) (1,000ha) (%) (1,000ha) (%)

2010 14,061 11,214 79.8 7,489 53.3 2,847 20.2 2,011 14.3 780 5.55 
2011 14,364 11,421 79.5 7,655 53.3 2,943 20.5 2,080 14.5 773 5.38 
2012 14,636 11,538 78.8 7,761 53.0 3,098 21.2 2,223 15.2 766 5.23 
2013 14,793 11,714 79.2 7,903 53.4 3,078 20.8 2,111 14.3 707 4.78 
2014 14,809 11,665 78.8 7,816 52.8 3,144 21.2 2,134 14.4 799 5.40 
2015 14,945 11,700 78.3 7,828 52.4 3,245 21.7 2,155 14.4 824 5.52 
2016 15,112 11,799 78.1 7,737 51.2 3,314 21.9 2,346 15.5 869 5.75 
2017 14,902 11,498 77.2 7,705 51.7 3,404 22.8 2,220 14.9 928 6.23 
2018 14,769 11,272 76.3 7,571 51.3 3,470 23.5 2,213 15.0 993 6.73 
2019 14,703 11,157 75.9 7,470 50.8 3,546 24.1 2,188 14.9 1,067 7.26 

（出所）GSOウェブサイト（www.gso.gov.vn）。
（注）2019年は暫定値。
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7品目が農林水産品である3）。輸出産業としての農林水産業の重要性は依然とし
て大きいといえよう。
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年

キャッサバ・キャッサバ製品 青果品・花 コショウ
コーヒー ゴム コメ
殻つきカシューナッツ 木材・木工品 水産品

図4-1　主要輸出農産品の輸出額

（出所）GSOウェブサイト（www.gso.gov.vn）。
（注）2019年と2020年は暫定値。

1-3．農業生産経営にみられる変化
　農業発展を支えてきた経営体は，経営形態別に，企業，合作社，世帯（農家）

の3つに分類される。表4-5から，農林水産業の主たる経営形態が依然として農
家経営であることがわかる。しかし，その数はこの10年，中部高原とメコンデ
ルタを除いて減少傾向が続いている。
　一方で，いずれの地域においても企業の数が著しく増加していることが目を引
く。農業部門における企業の増加は2000年代後半から生じ，2010年代に入って
より顕著になっている。とくに，2010年代半ばには，不動産大手のビングループ，

2）坂田（2021）は，中国向け果物輸出のサプライチェーン発展の様相や新型コロナウイルス感染拡大
の影響について，ドラゴンフルーツを事例に詳述している。

3）具体的には，コメ，水産品，コーヒー，青果品，カシューナッツ，ゴム，木材・木工品の7品目（統
計総局ウェブサイト, https://www.gso.gov.vn, 2021年7月19日閲覧）。
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鉄鋼大手のホアファット，通信大手のFPTといった，農外部門の大企業が相次い
でハイテク農業への投資を始めたことが注目された4）。
　なお，合作社の数も，企業ほどではないが増えている。Tổng Cục Thống Kê 

（2021）によれば，合作社当たりの純収入も2015年から2019年の間に2.2倍に
増加しているという。合作社の量・質双方での好転には，さまざまな政策が影響
していると推察される。社会主義志向市場経済において，合作社（集団セクター）

は国有企業（国家セクター）と並ぶ，国民経済の基幹と位置づけられている。契

4）荒神（2016）や辻・荒神（2019）に詳細をまとめている。

表4-5　農林水産業における経営体数の推移

地域 年
数 前期比（％）

企業 合作社 世帯 企業 合作社 世帯

紅河デルタ
2011 359 3,141 1,999,522 … … …
2016 671 3,145 1,546,211 86.9 0.1 -22.7 
2020 1,439 2,694 1,443,535 114.5 -14.3 -6.6 

北部山地
2011 215 504 1,905,943 … … …
2016 256 764 1,901,871 19.1 51.6 -0.2 
2020 566 1,030 1,815,260 121.1 34.8 -4.6 

北中部・中部沿岸
2011 368 1,994 2,629,422 … … …
2016 789 2,246 2,291,299 114.4 12.6 -12.9 
2020 1,744 2,342 2,237,499 121.0 4.3 -2.3 

中部高原
2011 321 83 864,810 … … …
2016 395 90 928,805 23.1 8.4 7.4 
2020 906 265 1,018,260 129.4 194.4 9.6 

東南部
2011 324 45 602,426 … … …
2016 772 107 524,229 138.3 137.8 -13.0 
2020 1,383 174 491,543 79.1 62.6 -6.2 

メコンデルタ
2011 949 535 2,366,020 … … …
2016 963 594 2,088,618 1.5 11.0 -11.7 
2020 1,433 913 2,102,032 48.8 53.7 0.6 

全国
2011 2,536 6,302 10,368,143 … … …
2016 3,846 6,946 9,281,033 51.7 10.2 -10.5 
2020 7,471 7,418 9,108,129 94.3 6.8 -1.9 

（出所）GSO （2018）, Tổng Cục Thống Kê （2021）.
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約販売の促進政策（2002年首相決定80号）やそれに置き換わる大型農場（cánh 

đồng lớn）モデルの発展奨励策（2013年首相決定62号）5），一村一品（OCOP）プ
ログラム（2018年首相決定490号）といった諸々の農業・農村政策において，合
作社は農家を組織し政策実施の拠点となることが期待されている。また，「新農村」
社の認定基準のなかにも「社に合作社が存在する」という基準が含まれている。
　ベトナム農業の主たる担い手である農家経営については，その小規模零細性の
解消が長らく政策課題とされてきた。とくに2000年以降，大規模化を通じた効
率向上や競争力強化を目的として，大規模農業経営（trang trại, 以下チャンチャイ）6）

や大型農場といったモデルの発展が奨励されてきた。だが，統計によると，これ
らはいずれも目立った成果を挙げているとは言い難い。2000年以降，定義の変
更をともないつつ発展奨励されつづけてきたチャンチャイの数は，表4-6に示す
とおり，2011年から2016年の5年間は増加傾向にあったものの，2020年までの
4年で激減している。とくに畜産と耕種での減少が著しい。2020年のデータが
収集された時期（7月）に新型コロナウイルスの感染拡大が生じていたことも影

5）「大型農場モデル」とは，モデル地区となった地域において，隣接する農家が企業との契約のもとで同
じ品種や農薬を使用し，1つの大規模農場のように同時に農作業を進めていき，生産効率の向上や一
定品質品の安定供給を実現しようという取り組みである。このなかで合作社は，農家の協業の母体と
なることが期待されている。

6）チャンチャイとは栽培作物・地域ごとに定められた経営面積と生産額の基準を満たす比較的大規模な
農業経営体のことを指す。定義は，2000年に発展奨励が開始されて以降，何度か改定されており，
現在の定義は2011年農業農村開発相通知27号に基づいている。チャンチャイに関しては辻・荒神

（2019）に詳細をまとめているので，そちらを参照されたい。

表4-6　作物別にみたチャンチャイ数

2011年 2016年 2020年
耕種 8,665 9,276 5,910 
畜産 6,348 21,060 11,688 
林業 50 113 139 
水産養殖 4,522 2,402 2,782 
塩業 n.a. n.a. 39 
混合経営 443 626 53 
合計 20,028 33,477 20,611 

（出所）GSO（2018）, Tổng Cục Thống Kê （2021）.
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響している可能性があるが，それを考慮しても，旺盛な発展傾向は見い出せない
調査結果だといえる。
　大型農場モデルについても同様の傾向が見い出せる（表4-7）。モデル数，参加
農家数，モデル下にある栽培面積，播種前契約がある栽培面積のいずれをみても，
2016年から2020年にかけて減少している。また，モデル参加農家数と表4-5に
示した全国の農家数（910万8129）とを照らし合わせると，大型農場モデルの実
施対象農家はベトナムの農家経営全体からみるとかなり限定的なものであること
が分かる。

表4-7　大型農場モデルの発展指標

単位 2016年 2020年
モデル総数 農場 2,262 1,660 
参加農家数 農家 619,343 327,326 
過去12カ月の栽培面積 ヘクタール 579,284 270,998 
播種前契約がある栽培面積 ヘクタール 169,246 128,779 

（出所）GSO（2018）, Tổng Cục Thống Kê （2021）.

　最後に，農業生産経営における変化として，就業者の高齢化についても触れて
おきたい。図4-2に示した農林水産業従事者の年齢別構成の推移から，いずれの
地域でも高齢化が進んでいることがみて取れる。とくに紅河デルタにおける高齢
化が深刻で，2016年，2020年ともに，50歳以上層が農林水産業従事者のうち
最多の年齢層となっている。
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図4-2　地域別にみた農林水産業従事者の年齢別構成（％）

（出所）GSO（2018）, Tổng Cục Thống Kê （2021）.
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党・政府の示す方向性2

　以上のような実態の変化のなかで，第13回党大会では農業，農村，農民につ
いてどのような方針が示されたのか。また，「三農」が総合的な問題として意識
されるようになった10年前と比して，党の示す方針にどういった変化がみられ
るだろうか。本節ではこれらの点について，第11回（2011年），第12回（2016年），
第13回（2021年）の党大会政治報告，第13回党大会文献の1つである「第13回
党大会における2016 〜 2020年5カ年経済・社会発展任務実現結果の評価と
2021 〜 2025年5カ年経済・社会発展の方向性と任務の報告」（以下，5カ年の方向

性報告），および関連政策をもとに議論を行う。　
　まず，第11回，第12回，第13回の党大会政治報告における第Ⅲ章第2項の農業・
農村発展に関する記述を比較してみると，党・政府の農業・農村に対する方針の
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大枠は，2011年から2021年の10年間で基本的に変わっていないことが読み取
れる。第13回党大会政治報告で示された方向性は，①新農村建設事業を通じて
農村自体の経済発展や工業化・都市化を実現し，農村から都市への人口流入を抑
えること，②ハイテクを導入し，環境持続性に配慮しつつ，農業生産効率の改善
と農産品の付加価値向上を実現すること，の2点にまとめられる（章末資料1）。
　ただし，政治報告以外の党大会文献やここ数年で施行された関連政策と併せて
政治報告の記述を精査していくと，いくつかの点にこれまでとの違いを見い出す
ことができる。以下，それぞれについて詳しくみていきたい。

2-1．貧困の代名詞ではなくなった農村・農民
　まず，政治報告の農業・農村発展についての項（第Ⅲ章第2項）と農民について
の項（第Ⅻ章第1項）から，農民所得や貧困に関する記述がなくなっていることが
注目される（章末資料1および2）。第12回党大会政治報告までは，農業・農村発
展に関する箇所には農民所得の向上や貧困削減といった課題について言及があり，
農民に関する箇所は半分近くが貧困削減と生活水準の向上に関する記述で占めら
れていた。こうした記述が第13回党大会政治報告ではほぼみられない。「農村＝
貧しい場所，農民＝貧しい人」というこれまでの認識に変化が生じていることが
うかがえる。
　農村・農民が貧しいものとみなされなくなったのは，実際に農村が豊かになっ
ているからだろう。農村では所得が継続的に向上するなか，貧困率も大きく減少
してきた。農村の多次元貧困指数は，2016年の12.7％から2020年には5.6％ま
で減少した。都市の多次元貧困指数（2016年3.9％，2020年3.2％）と比べると，
農村の貧困率は依然として都市より高いものの，その差はかなり小さくなってい
ることがわかる7）。
　前節で示したように，農村の豊かさは脱農業化の進展をともないながら実現し
ている。これを新農村建設事業の成果とみるべきなのかは検討の余地があると考

7）統計総局ウェブサイト（https://www.gso.gov.vn, 2021年8月16日閲覧）。多次元貧困指数の測定基
準は，2016 〜 2020年のものが2015年首相決定59号に，2021 〜 2025年のものが2021年政府議定
7号に定められている。都市・農村の別に，所得に関する基準と基本的な社会サービスへのアクセス
に関する基準とが示されている。
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えるが，少なくとも，実態の変化は新農村建設事業が目標とする方向に向かって
いるようにみえる8）。新農村建設事業は，冒頭で述べたとおり，農村自体の経済
発展および工業化を進め，農村内で非農業部門への労働構造転換を促し，都市へ
の人口流入を抑えることを狙いとして，2010年に始まった。事業は「新農村」
の認定基準を更新しつつ，現在も継続されている。認定基準は社，県，省の各行
政単位について設定されているが，一般に農村を意味する行政単位は社なので，
社の認定基準が農村発展の方向性を最も直接的に規定するものといえるだろう。
社が新農村と認定されるために達成すべき基準は，2009年首相決定491号で初
めて示された。そこには，計画，経済社会インフラ，生産組織，文化・社会・環
境，政治に関する19の指標が含まれている9）。その後，2009年首相決定491号
で示された基本的な方向性・構成は維持されたまま，2013年首相決定342号（新

農村にかかわる国家基準の一部の変更）および2016年首相決定1980号（2016 〜

2020年の新農村社の基準）で，基準の上方修正・改訂が加えられてきた。2021年
7月時点で，新農村の基準に達した社は5298社となっている10）。全国の社の数
は2020年時点で8297社なので（Tổng Cục Thống Kê 2021），社全体の約64％が「新
農村」の基準に達したことになる。
　党・政府は「新農村」の新たな分類を創設することで，新農村建設事業を通じ
たさらなる農村発展を促そうとしている。具体的には，これまでのスタンダード
な新農村（nông thôn mới đật chuẩn）に加えて，2018年には，より高い基準の達
成を求められるアドバンス新農村（nông thôn mới nâng cao）とモデル新農村（nông 

thôn mới kiểu mẫu）というカテゴリーを提示している11）。2021年7月28日には国

8）ただし，農村経済の発展にともなう農村での格差拡大は，新農村建設事業が意図するところではなか
っただろう。5分位階層でみた最低所得階層と最高所得階層との所得差は，2010年から2018年の間に，
都市で7.9倍から7倍に縮小しているのに対し，農村では7.5倍から8.7倍に拡大している（GSO　
2019）。農村における所得格差の要因については，非農業所得の多寡が注目されがちだが，なかには
農地保有規模が重要性をもつ地域もあり，地域性を考慮した分析が必要と考えられる（Kojin 2020）。

9）詳細は，坂田（2012）を参照のこと。
10）国家目標プログラム新農村建設事務局ウェブサイトに基づく（http://nongthonmoi.gov.vn, 2021

年7月21日閲覧）。
11）モデル新農村社の認定基準は，2018年首相決定691号（2018〜 2020年のモデル新農村社の指標）

に示されている。アドバンス新農村社については，2018年に農業・農村開発省が省レベル人民委員
会に宛てた公文1345号（1345/BNN-VPDP）で示された内容にしたがって，各省で具体的な基準
の設定が行われているようだ。
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会で2021 〜 2025年の新農村建設事業の実施が承認された。2021 〜 2025年に
適用される新農村の国家基準は，本章執筆時点（2021年11月初旬）ではまだ公表
されていないが，社，県，省のそれぞれについて，スタンダード，アドバンス，
モデルのレベル別に設定されるようだ12）。5カ年の方向性報告では，「2025年ま
でに社全体の少なくとも80％が新農村の基準を達成し，そのうち10％はモデル
新農村の基準を達成する」という目標が示されている。

2-2．気候変動への対応とハイテク農業の奨励
　気候変動への対応がより強調されるようになったという点も，ここ10年での
変化といえるだろう。農業における環境持続性の問題については，第11回党大
会政治報告ないしそれ以前の政治報告でも言及がなかったわけではないが，概し
て曖昧な記述にとどまっていた。一方，第12回党大会政治報告では「生態系農業」
（nông nghiệp sinh thái）という言葉が新たに登場し，第13回党大会政治報告では「気
候変動に対応する」という課題が明記されるようになっている（章末資料1）。
　気候変動に対応するための方策として考えられているのは，ハイテク農業の普
及である。5カ年の方向性報告では「グリーン農業（nông nghiệp xanh），クリーン
農業（nông nghiệp sạch），生態系農業，有機農業，ハイテク農業，スマート農業
の発展を奨励し，気候変動に適応する」と記述されている（章末資料3）。ここに
列挙された各種農業の定義や厳密な違いは明らかでないものの，総じて，先進技
術を用いた環境保全型の農業を推進していこうということだと理解される。
　こうした課題に中心的に取り組むことになるのは，メコンデルタ地域であろう。
メコンデルタは，ベトナムの農業生産額の4割，コメ生産量の5割，コメ輸出量
の9割，水産養殖生産量の6割，果物生産量の7割を担っている。国家食糧安全保
障上，最も重要な農業地域であり，農業・稲作にフォーカスし続けることは同地
域の責務ともいえる（Vu et al. 2021）。一方で，メコンデルタはベトナムのなか
でも気候変動の影響を最も強く受ける地域だといわれている13）。干ばつや洪水な

12）“Đang rà soát, hoàn thiện Bộ tiêu chí quốc gia về nông thôn mới 2021-2025”［2021年から2025年まで
の新農村の国家基準のレビューと最終決定］Chinhphu.vn［ベトナム政府］. 2021年6月20日 （http://
baochinhphu.vn/Tra-loi-cong-dan/Dang-ra-soat-hoan-thien-Bo-tieu-chi-quoc-gia-ve-nong-
thon-moi-20212025/435299.vgp，2021年7月23日閲覧）.
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ど自然災害の増加に加えて，気温上昇により2100年までに海面が1メートル上
昇することも予想されている。喫緊の対応が迫られるなか，2017年にはメコン
デルタ独自の気候変動対応策として，政府決議120号（メコンデルタの持続的発展

に向けた気候変動への対応）が出された14）。同決議では，「農業全体に占める生態
系農業とハイテク農業の割合を80％超にする」ことが2050年までの農業目標と
して提示されている。
　なお，環境保全型のハイテク農業の発展を目指すなかで，稲作に対する姿勢が
変わりつつあることも注目される。5カ年の方向性報告では，国家食糧安全保障
政策の前提を見直す時期に来ていることが示唆されたうえで，稲作地での転作を
促す記述がみられる（章末資料3）。稲作は水資源を多く消費する反面，商品の市
場価値が低い。前述の2017年政府決議120号では，メコンデルタでも稲作面積
を減らし，水産養殖や果物栽培により注力していく方針が示されている。カント
ー市商工会議所とフルブライト大学ベトナム校が共同作成した『2020年メコン
デルタ年次報告書』では，三期作に代表される集約的な農法をより環境にやさし
い農法に転換し，量より質を優先すべきという提言もなされている（Vu et al. 

2021）。
　稲作への比重の置かれ方は，これまでも輸出拡大と国内食糧安全保障という農
業政策の2つの目標を天秤にかけたうえで，国際動向や生産動向に応じて変えら
れてきた。2008年の国際食糧価格高騰のあとに開かれた第11回党大会の政治報
告には「稲作面積を維持する」という主張が盛り込まれた。一方，第13回党大
会文献やその前後の政策・レポートで示された稲作縮小の方向性は，上記の2つ
の目標よりむしろ環境持続性に鑑みているという点で，これまでより長期的な視
点から設定された方針と捉えられる。

13）Brown （2016）など。Vu et al. （2021）では，気候変動にともなう干ばつなどの自然災害の増加が，
農業を主とするメコンデルタの生計活動に制約を課しており，メコンデルタからの人口移出要因と
なっていることが指摘されている。

14）同決議は，2013年党中央委員会決議24号（気候変動への対応と天然資源管理・環境保全の強化に関
する決議）に基づいている。
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2-3．農業の担い手としての企業への期待
　最後に，農業の担い手に対する党・政府の方針の変化についてみていきたい。
前節でも示したとおり，ベトナム農業の主たる担い手は，数からみれば明らかに
農民である。しかし，第13回党大会政治報告の「農民」に関する記述は，もは
や農民を農業発展の主導的な担い手とは位置づけていないように読める。「農民
階級の発展を農業発展と関連付ける」とは書かれているものの，第12回党大会
政治報告まではあった「農民の技術習得」などの文言は消えている（章末資料2）。
　党大会文献からは，党が農民に代わって企業に農業発展の牽引役をゆだねよう
としていることが読み取れる。第12回党大会政治報告には「農業における企業
の中核的役割を定める」，第13回党大会政治報告には「企業投資を誘致する」と
いった文言が入っている。第13回党大会政治報告では，第XV章第1項に示される
主要任務のなかにも，「とくに農業における企業活動を効果的に支援するための
政策を用意する」という記述がみられ，農業生産の担い手としての企業への期待
がより高まっていることがうかがえる。5カ年の方向性報告では，過去5年の企
業投資の増加傾向が評価されたうえで，各企業の規模が小さいことが課題として
挙げられており，大企業による投資が理想とされていると理解される。
　企業による農業農村への投資は，第11回党大会の2年後にあたる2013年から
政策的に奨励され始めた。それまでの農業政策は，政府，企業，農家，研究者の
4者が連携して農業生産資材の供給から農産品の販売にいたるまでを統合すると
いう「4者連携モデル」と呼ばれる政治スローガンのもと，農業生産は基本的に
農家（家族経営）が担うという前提で，農業生産流通の大規模化・効率化を奨励
してきた。企業に期待されていた役割は，生産者である家族経営に生産要素や販
路を提供することを通じて，家族経営と市場とをつなぐ仲介者となることであっ
た。ところが，2013年の政府議定210号では，企業自体が農業生産を行うこと
を奨励し始めたのである。前節でみたような，家族経営を前提とした諸策が思う
ほどの成果を挙げていないことや，家族経営を支える農業従事者の高齢化が進ん
でいることなどが，背景にあると考えられる。優遇・奨励対象の農業分野に投資
を行う企業は，「少なくとも労働力の30％を地元の労働力とする」といった条件
を満たせば，農地取得における地代の減免や，技術研究・設備投資などへの資金
補助が受けられることになった15）。なお，同議定の改訂版（2018年の政府議定57
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号）では，地元の労働力を一定割合雇用するという条件の記載がなくなっており，
条件の緩和によって企業の農業投資をさらに喚起しようという姿勢がうかがえる。
　2019年には，この企業投資の奨励議定の実施を促す政府決議53号（企業によ

る効果的・安全・持続的な農業投資を促進するための方策）が出された。2030年ま
でに世界5位内の農業先進国となること，農産品加工業で世界の上位10カ国に入
ること，世界の農業加工センターおよび国際的な農産品取引の物流センターの1
つになること，といった意欲的な目標を掲げたうえで，企業を目標達成の主導的
な担い手として位置づけている。農業組織には，企業，合作社，協力組，チャン
チャイ，世帯経済（家族経営）モデルといったさまざまな形態があるなかで，同
決議は大規模な商品生産に向けた農業生産バリューチェーンの発展，科学技術の
適用，およびベトナム農産物の生産効率・競争力・ブランド開発を促進する「柱」
かつ「主導者」は企業だと明言している。2030年までに農業分野で効果的な投
資活動を行う企業の数を8万〜 10万社（うち3000 〜 4000社が大規模企業，6000

〜 8000社が中規模企業）とする目標も提示されている。
　ただし，5カ年の方向性報告では，合作社やチャンチャイの発展を奨励すると
いう記述もあり（章末資料3），企業に農業発展の主導的な役割を期待しつつも，
ほかの農業経営体の発展も引き続き奨励していこうという姿勢がうかがえる。と
くに合作社については，前節でみたように2020年までに一定の発展を実現して
いることもあり，ひきつづき重視されることになるとみられる。2021年の首相
決定340号（2021年から2030年までの集団経済・合作社の発展戦略）では，合作社
によるハイテク農業，デジタル農業，生態系農業などの実施も，戦略として示さ
れている。

おわりに

　本章では，第13回党大会およびその前後で，党・政府が「三農」についてど
のような方針を示してきたのか，またその方針には10年前と比べてどのような

15）2013年政府議定210号の位置づけについては，荒神（2016）でも議論した。
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変化がみられるのかを検討した。党・政府が描く農業・農村の将来像は，次のよ
うに理解される。農業については，デジタル技術などハイテクを駆使した環境保
全型の農業を，企業経営主導で大規模に発展させる。農村については，引き続き
新農村建設事業にしたがって，農村自体の都市化を進める。このような方針によ
って，経済社会全体に占める農業・農民のシェアをさらに引き下げつつも，
2030年までに世界15位内の農業先進国になるという，一見矛盾する目標を実現
しようとしている。このような方向性は，持続的な農業・農村の発展を実現する
うえで，はたして妥当といえるのだろうか。筆者は以下の2 点について懸念を抱
いている。
　第1に，大企業による農業経営の持続可能性についてである。党・政府は，企
業がデジタル技術など高価な技術投資を通じて大規模栽培を行うことを奨励して
いるが，その場合，企業は採算を取るためには生産品の販売価格を高くせざるを
得ない。一方で，ベトナム国内市場では，消費者意識が高級化の方向に変化して
いるとはいえ，まだまだそうした高級品への需要は小さい。このギャップが埋ま
らないかぎりは，企業によるハイテク農業経営の持続性を担保することは難しい
のではないだろうか。実際，ビングループの農業参入では，自社流通網（ビンマ

ートおよびビンマート+）を通じた農産品販売は利益を上げていたものの，農業子
会社ビンエコによる農業経営は高コストによる損失が続いていたようだ16）。結局，
ビングループは2019年末に農業から撤退している。党・政府の大企業に対する
期待は高まる一方にみえるが，生態系農業など環境保全型の農業は本来，大規模
農場だけでなく小規模農家でも適用可能なものである（Tirado 2015）。大企業に
偏重しすぎることなく，多様な形の農業経営が発展できる環境づくりを目指して
いくことが，持続的農業発展への着実な道だと考える。
　第2に，「三農」の構成要素の1つである農民の将来像がみえにくいことがある。

16） “Mảng nông nghiệp của Vingroup tăng trưởng doanh thu gấp rưỡi cùng kỳ”［ビングループの農業部門の
収益が同期間に1.5倍に増加］. Vietnambiz 2018年7月31日 （https://vietnambiz.vn/mang-nong-
nghiep-cua-vingroup-tang-truong-doanh-thu-gap-ruoi-cung-ky-66712.htm，2021年7月28日
閲覧）, “Bài toán đầu tư sản xuất nông sản sạch tại Việt Nam”［ベトナムにおけるクリーン農産品への生
産投資の問題］Vnexpress 2018年12月8日（https://vnexpress.net/bai-toan-dau-tu-san-xuat-
nong-san-sach-tai-viet-nam-3850907.html ，2021年8月3日閲覧）.
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第4章　中所得段階の農業・農村・農民

第13回党大会文献で示される農民像をみる限り，農民は貧困者でもなく，農業
の主導的な担い手とも位置付けられていない。では「農民」と括られる階級はい
ったい何者なのか。第13回党大会文献からは，この点がはっきりみえてこない。
農民に関する書きぶりがこのように曖昧になってしまうのは，ひとえに実態を反
映したものと推察する。すなわち，経済発展に伴って農民層のなかで生計活動や
経済水準からみた多様化が進んでおり，農民を1つのカテゴリーとして扱うこと
が困難になってきているのだと考える。同様の状況はタイ農村などでもみられて
おり（Dayley and Attachak 2016），それ自体がベトナムに特殊というわけでも
なく，また党・政府が奨励してきた発展の方向性から外れた動きでもない。しか
し，イデオロギー的には説明がつきにくい状況といえるだろう。ベトナムでは従
来，「共産党が主導する労働者階級と農民階級，および知識人層の連合体」のう
えに社会が成立するとされ，農民は社会主義革命を担う主要な階級の1つと位置
付けられてきた。第13回党大会政治報告ではこの「労働者階級と農民階級，お
よび知識人層の連合体」というフレーズがなくなったことが注目される一方（本

書第1章参照），党大会後の2021年5月にグエン・フー・チョン書記長が発表した「ベ
トナムにおける社会主義と社会主義への道に関する理論的・実践的課題」という
記事では同フレーズが用いられており17），党・政府の社会構造の捉え方自体が転
換したのか否かは定かでない。だが，農民階級の形骸化という実態に鑑みれば，
従来の社会主義的な階級定義を用いた社会構造の把握には限界があるように思わ
れる。党・政府は，「農民」にどのような層が含まれるのかを整理したうえで，
それぞれの課題を類別して示す必要があるのではないかと考える。
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第4章　中所得段階の農業・農村・農民

［資料］
　1．「第13回党大会政治報告」での農業・農村に関する記述
　新農村建設に関連する農業再編および農業・農村経済発展の事業を，生態系農
業，近代的農村，文化的農民の方向に向けて，効果的に実施し続ける。大規模な
商業的農業生産の発展と高度技術の適用を重視し，各地域の可能性と利点を発揮
させる。農業と工業・サービス業，生産と貯蔵・加工・消費・商標の構築・およ
びバリューチェーンの各段階における農産品価値の向上とを密接に結びつける。
世帯経済と合作社を主とする合作経済の発展，企業投資の誘致，および農業生産
の生産性・質・効率の向上と気候変動への対応，また食品安全衛生の確保に向け
た国家管理の改善を奨励する。農業・農村インフラを開発し，農村と都市をつな
ぐ。アドバンス新農村建設国家目標プログラム，文化的生活およびモデル新農村
の構築，生態的環境の保全を引き続き推進する。

　2．「第13回党大会政治報告」での農民に関する記述
　農民は，新農村建設に関連する農業・農村経済の発展過程において，主体的役
割を担う。農民階級の建設を，農業発展および農村の工業化・都市化過程と関連
づけ，農村住民が大規模な移住なしに都市住民となるための条件を作り出す。農
村労働力を非農業部門へ移動させるための合理的政策を整備する。生態系農業，
近代的農村，文化的農民のモデルを成功に導くために，農民，農村および他から
のすべての資源を動員・活用する。

　3．「第13回党大会における2016 〜 2020年5カ年経済・社会発展任務実現結
果の評価と2021 〜 2025年5カ年経済・社会発展の方向性と任務の報告」での農
業に関する記述（第Ⅳ章第2項）
　農業構造改革および新農村建設を通じた農村経済発展を促進する。近代的，ハ
イテクの適用，付加価値の向上，持続的発展の方向にしたがって大規模集中型の
商業的農業を発展させる。グリーン農業，クリーン農業，生態系農業，有機農業，
ハイテク農業，スマート農業の発展を奨励し，気候変動に適応する。都市化の過
程と関連付けて，国家目標プログラムである新農村建設を継続的に実施し，深み，
効率，持続性をもたせる。アドバンス新農村（nông thôn mới nâng cao），モデル新
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農村（nông thôn mới kiểu mẫu），および村（thôn, bản）レベルでの新農村の建設を
実施する。2025年までに，社の約40％がアドバンス新農村の基準を満たし，県
級単位の50％が新農村建設の基準を満たす／任務を完了するよう努力する。バ
リューチェーンや生産ネットワークにしたがって生産を組織し，農業生産におけ
る連携モデル（mô hình liên kết）を複製する。チャンチャイ経済，農業合作社お
よび協力組の発展を支援・奨励する。
　新たな状況のもとで，国家食糧安全保障政策を策定する。市場での利益と需要
に応じて作物構造を変更し，各地域における気候変動に適応する。稲作地の一部
を，より効果の高い作物に転換，または畜産，水産養殖，農業・農村を支援する
工業やサービスのための土地に転換する。高効率で環境にやさしい畜産農場
（trang trại, gia trại）の発展を支援する。特産品種や有機畜産を発展させ，競争上
の優位性をもつ産品を作り出す。
　生物多様性の保全と生態環境の保護に関連して，自然林を厳格に管理・保護し，
回復させる。大規模な材木林や特産品製造のための林の開発に重点を置き，植林
の質を高める。特殊用途林と保護林のシステムを完成および改善し，沿岸保護林
を開発する。漁業部門を近代的な沖合漁業の方向に発展させ，海・島の主権保護
に貢献させる。海上および沿岸での養殖を促進する。重要な漁場の近くに大規模
な漁業センターを建設する。漁港，漁業埠頭，船舶停泊地のグレードを向上させ，
漁業ロジスティクスサービスを適切に組織する。漁業管理に関する国際協力を促
進する。

©Emi  Kojin 2022
本書は「クリエイティブ・コモンズ・ライセンス表示-改変禁止4.0国際」の下で提供されています。
https://creativecommons.org/licenses/by-nd/4.0/deed.ja
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はじめに

　本章の目的は，2021年1月25日～ 2月1日に開催されたベトナム共産党第13回
全国代表者大会（以下，第13回党大会）で選択された社会保障（国民の暮らしを支

えるセーフティネット）の基本的な方向性を読み解くことにある。その第13回党
大会でベトナムは，以下の3つの大目標を定めた。
　①2025年までに，下位中所得レベルを脱し，近代志向の工業を有する発展途
上国になること。
　②2030年までに，上位中所得レベル，近代的な工業を有する発展途上国にな
ること。
　③2045年までに，高所得の先進国になること。
　また，2011年1月に開かれた第11回党大会以降，外国投資の増大など「量」
にしたがった経済成長から，労働生産性，全要素生産性（TFP）1）の向上など，「質」
に基づく経済成長への転換が図られてきており（グエン・クォック・フン

2012,70；寺本 2012, 9-10），こうした経済成長の質的な向上も引き続き目標と
されている。
　第13回党大会以降のベトナムにおける社会保障は，上述のような経済成長の

第13回党大会で選ばれた社会保障
の方向性

寺本　実

第5章

1）全要素生産性（TFP）とは，技術進歩や生産の効率化など，量的な生産要素の増加以外の質的な成長
要因を表す指標である。
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過程において，経済構造の転換にともなう失業者の増大，格差の広がり，人口の
高齢化など，さまざまな課題に直面することが予想される。本章では，第13回
党大会と第12回党大会（2016年1月開催）で採択された政治報告の社会保障にか
かわる記述内容の比較考量をとおして，第13回党大会で選ばれた社会保障の方
向性について考察する。政治報告は党大会で採択される文献のなかで，それ以降
のベトナムの基本方針を最も包括的にまとめた文書である2）。そのため，使用さ
れる文言・用語などの変化に込められた含意について考察することにより，第
13回党大会で定められた社会保障の方向性とその特徴に対する理解に近づくこ
とができると見込まれる。
　本章の構成は，以下のとおりである。第1節でベトナムの社会保障の状況を概
観する。第2節では，第13回党大会と第12回党大会で採択された政治報告の社
会保障にかかわる記述内容を比較考量する。そして最後に，第13回党大会以降
のベトナムにおける社会保障の全体的，基本的方向性について，まとめることに
したい。

ベトナムの社会保障の状況1

　本節では，第13回党大会開催までのベトナムの社会保障の状況について検討
する。最初にドイモイ期ベトナムにおける社会保障の位置付けをめぐる流れを概
観したうえで，現在のベトナムの社会保障を支えるおもな柱である①公的保険網，
②社会扶助策，③革命功労者に対する補償についてみることにしたい3）。

1-1．「社会保障」の位置付けをめぐる流れ
　ベトナムでは，1986年12月に開かれた第6回党大会においてドイモイ（刷新）

路線が採択されて以降，国家丸抱えの計画経済から，市場経済に基づく経済運営

2）第13回党大会では，政治報告の他に，2016 ～ 2020年5カ年経済・社会発展任務の実現結果の評価と
2021 ～ 2025年5カ年経済・社会発展の方向性・任務の報告，2021 ～ 2030年10カ年経済・社会発
展戦略が採択された。 

3）第1節1-1.については，寺本（2020, 125）に加筆修正したものである。
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第5章　第13回党大会で選ばれた社会保障の方向性

への転換が図られてきた。1991 ～ 2010年の国内総生産（GDP）の年平均成長
率が7％超を記録するなかで，経済体制の移行に沿った社会保障関係法制度の整
備が進められた。とくに世界貿易機関（WTO）への加盟や低所得国を脱却して
中所得国入りを果たした2000年代半ば以降から2010年にかけては，子どもの保
護・養護・教育法（2004年），社会保険法（2006年），医療保険法（2008年），高
齢者法（2009年），障害者法（2010年）が国会で相継いで可決された（表5-1参照）。

表5-1　社会保障関連制度の法的位置付け強化の動き

直前の法文書 法へ引き上げ
高齢者法令（2000年） ⇒　高齢者法（2009年）
障害者法令（1998年） ⇒　障害者法（2010年）
社会保険条例（1995年。2003年に修正・補充） ⇒　社会保険法（2006年）
医療保険条例（2005年） ⇒　医療保険法（2008年）

（出所）筆者作成。
（注）かっこ内は制定された年。

　このうち，社会保険法に基づく社会保険制度と失業保険制度4），医療保険法に
基づく医療保険制度は，現在のベトナムにおける社会保障の中心的な存在となっ
ている。上記の法制定の動きは，それまで政府が定める政府議定に基づく「条例」
や，構成員が限定された国会常務委員会5）が制定する「法令」に依拠しておもな
社会保障関連制度が運用されてきたのに対し，すべての国会代表に開かれた通常
国会で制定される「法」に基づいて対処される形が整えられたものであり，ベト
ナムが抱える諸政策課題における社会保障関連政策の位置付けが強化されたこと
を意味する6）。
　そして，2013年11月28日に第13期第6回国会で可決された2013年憲法（2014

4）失業保険制度については，のちに雇用法（2013年）で定められる形となった。
5）国会の常任機関。通常国会の開催準備や通常国会で制定される法に準ずる法令を定めるなどの任務を

もつ。国会議長，副議長をはじめ，法律委員会，経済委員会など国会に設けられた各委員会委員長な
どから構成される。

6）1991年制定の子どもの保護・養護・教育法は，全26条という簡素なものであったが，2004年制定の
子どもの保護・養護・教育法では，用語の説明，特別困難な環境下で暮らす子どもの保護・ケア・教
育に関する章を設けるなど，全60条と大幅に拡充，強化された。なお，2016年に児童法が制定され，
同法が2017年6月1日に発効した段階で，上記した子どもの保護・養護・教育法は失効した。
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年1月1日発効）において，「公民は社会保障を保障される権利をもつ」（34条）こ
とが定められた。これ以降，社会保障は，経済発展と共にドイモイ下ベトナムの
最重要課題の1つとして位置付けられている。

1-2.　社会保障の概況
　前項では，ベトナムにおける社会保障関連制度の法的位置付けの強化をめぐる
流れを確認した。本項では，現在のベトナムにおける社会保障のおもな柱と考え
られる公的保険網，社会扶助策，革命功労者に対する補償策を取り上げる。社会
保障分野に関する資料は未だ豊富とは言い難いのが実情であるが，以下，それぞ
れ概観することにしたい。

（1）公的保険網

　ベトナムでは全国民を公的保険網のもとに置くことが目標とされている。以下
では，ドイモイ期ベトナムの公的保険網を構成する社会保険7），失業保険8），医
療保険9）についてみる。
　①　社会保険
　社会保険への加入状況をみると，2020年末段階でベトナムの労働人口の約
32.6％にあたる1610万人超が加入している10）。加入率は，2010年時点で約19.4
％，2015年時点で約23.1％であり，着実に伸びてきているものの，未だ低いレ
ベルに止まっている（Tổng cục thống kê 2019,203; Tổng cục thống kê 2020,155,215；

Hà Giang 2021, 37； Nhân Dân 2021年3月20日付）。このうち，約93.2％が公務員や

7）2006年に制定された社会保険法は2007年1月1日に発効した。このうち自主加入社会保険部分につい
ては2008年1月1日，失業保険部分については2009年1月1日に発効している。2014年には，強制加
入対象者の拡充など参加者の増加を目標の1つとして新たな社会保険法が制定された。

8）2006年に制定された社会保険法における失業保険部分は，2009年1月1日に発効したが，その後，
2013年に制定された雇用法（2015年1月1日発効）のなかで失業保険について定められる形となった。

9）2008年に制定された医療保険法については，2014年に修正，補充が施された。初診を受ける医療機
関を登録する制度の運用上の緩和や，一部の政策対象者に対する給付率の引き上げが図られたほか，
関係機関の役割の明確化など，管理，マネジメントの向上に向けた修正が加えられた。

10）労働法（2019年）によると，ベトナムの最低労働年齢は15歳。2020年末段階の労働者の定年退職年
齢は，女性55歳，男性60歳であり，第2節2-2.（2）②で記したように，2021年から男女とも段階的
な定年退職年齢の引き上げが開始されている。 
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期限を限定しない労働契約を結んだ労働者などが加入する強制加入保険，残る約
6.8％は農民・自由労働者などが加入する自主的加入社会保険11）への加入者である。
強制加入保険には病気，妊娠，労働災害・職業病，年金，死亡時手当の各種制度
が含まれるが，自主加入社会保険については，年金・死亡時手当のみが対象とな
っている。
　2018年10月8日に出された政府決議125号では，労働年齢に達した労働者の
社会保険加入率目標を，2021年までに約35％，2025年までに約45％，2030年
までに約60％と定めているが，上述したように加入率は未だ低い水準にある。
その要因としては，（a）農林漁業に従事する労働者が多いこと（図5-2参照），（b）

非公式セクターで働く労働者が5割超を占めること（Trần Thị Anh 2021, 15），（c）

20年間保険料を納めなければ，年金の受給資格を得ることができないこと，（d）

ベトナム企業の大半は小規模であり，保険料の支払いは経営継続に対する足枷と
して認識されてしまう傾向があること，（e）自主加入社会保険については受給機
会が年金と死亡時手当に限られること，などが考えられる。後述するように，ベ
トナムでは，65歳以上の高齢者が全人口に占める割合がすでに7％を超えており，
「高齢化社会」の段階を迎えている。今後のベトナム国民の老後の備えのために
も，社会保険のさらなる普及が求められる。
　②　失業保険
　失業保険については，2020年末段階で労働人口の約27％，約1330万人が加
入している。加入率は2010年時点で約14.7％，2015年時点で約19.4％であり，
依然として低いレベルにあるとはいえ，着実に上昇している（Tổng cục thống kê 

2019,203; Tổng cục thống kê 2020,155,215；Hà Giang 2021, 37）。2020年度（1-12

月）は，新型コロナウイルス感染症の影響により，11月までの数字で，失業保
険適用者数は88万1895人，支出額12兆9880億ドンと前年同期比26.9％増を記
録した（Nguyễn Hữu 2021,23）。
　失業保険制度には，扶助金の支給，職業カウンセリング，雇用先の紹介，職業
技術学習支援などの制度がある。後述するように，第13回党大会政治報告では

11）社会保険への強制加入対象者とされていない15歳以上のベトナム公民を対象として，納入額や納入
方法などが被保険者の状況に応じて選択できる社会保険で，国によって組織される。
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失業保険制度における職業訓練，再訓練機能の強化に言及しているが，本稿執筆
現在，職業技術学習支援について，補助額は毎月最高額で100万ドン，期間は6
カ月以内と定められている（政府議定28号，2015年3月12日）。
　労働者の失業保険加入率が伸びてはいても，必ずしも高いレベルで推移してい
ない背景には，次のような要因があると考えられる。（a）農林漁業に従事する労
働者が多いこと，（b）非公式セクターで働く労働者が多くを占めること，（c）ベ
トナム企業の大半は小規模であり，保険料の納入を避けて自己資金として留保す
ることを優先する傾向があること，などである。政府決議125号では，労働年齢
に達した労働者の失業保険加入率目標を，2021年までに約28％，2025年まで
に約35％，2030年までに約45％と定めている。
　③　医療保険
　医療保険については，2020年末段階で加入者約8800万人，人口の約90.9％を
占めるに至っている。加入率は，2010年時点で約60.2％，2015年時点で約74.2
％であり，大きく伸びている（Tổng cục thống kê 2019,203; Tổng cục thống kê

2020,155,215；Hà Giang 2021, 37；Nhân Dân 2021年3月20日付）。第11期第
5回党中央委員会決議15号（2012年6月1日）では2020年までに人口の80％以上
の加入，そして首相決定1167号 （2016年6月28日）では2020年までに人口の
90.7％の加入が目標として定められていたが，いずれの数値目標も達成したこ
とになる。ちなみに，党中央委員会決議15号では，2020年までに労働者の約50
％が社会保険に参加すること，約35％が失業保険に参加することを目標として
定めていたが，上述したようにこれらの目標は達成することができなかった。医
療保険だけが目標を達成できた要因としては，（a）社会政策対象者の一部を無償
で参加できるようにしたこと，（b）日常的な医療需要の高さ，などがあると考え
られる。しかしその一方で，図5-1が示すように，医療保険財政については，少
なくとも2016 ～ 2019年度における歳入・歳出のバランスが赤字となっており，
加入者・利用者の増大にともなう課題も抱えている。医療保険料が低く抑えられ
ていることなどが背景にあると考えられる12）。
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図5-1　公的保険の歳入・支出のバランス

（出所）Tổng cục thống kê (2019,203), Tổng cục thống kê (2020,215)に基づき，筆者作成。

（2）社会扶助策

　社会扶助策には，大きく分けて貧困削減，その他の政策対象者に対する社会扶
助策の2つがある。以下，それぞれみることにしたい。
　①　貧困削減
　貧困削減については，最低収入の保障という側面からだけでなく，医療，教育，
住居，水道，衛生，情報といった社会サービスに対するアクセスも視野に入れた
「多次元的な貧困削減」への取り組みが，2015年に採用された（首相決定59号，

2015年11月19日）。2016 ～ 2020年の貧困削減プログラムを定めた首相決定
1722号（2016年9月2日）には，特別困難な社（社は農村部の行政末端単位）や貧
困県（県は社レベルの直接上の行政単位）の道路，医療設備，生活水確保などの生
活インフラの整備や，人々の生産活動の発展，生計の多様化に対する投資などが
盛り込まれていた。その結果，ベトナムの2020年における貧困世帯率は約2.8％
と な り，2016年 と 比 べ て 約6.4 ％ 減 少 し た（Lê Văn Thanh 2021,18; Tổng cục 

thống kê 2019,855）。ちなみに2016 ～ 2021年における貧困基準額は，農村部で
収入70万ドン（1人/月），都市部では収入90万ドン（1人/月）と定められている（首

12）医療保険法により，たとえば公務員や期限を定めない労働契約を結んだ労働者の医療保険料率は，
給与の6％が上限とされており，雇用者が3分の2，被雇用者が残りを納めることとされている。本
稿執筆現在で同率は4.5％である（政府議定146号，2018年10月17日）。これに対し，たとえば日本
の全国健康保険協会における2021年度の健康保険料率は平均約10％となっている。
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相決定59号，2015年11月19日;　政府議定7号，2021年1月27日）13）。
　②　その他の政策対象者に対する社会扶助策
　2020年末段階で社会扶助策の経常的対象者とされている人の数は，314万
9226人に上り，高齢者，障害者，孤児・栄養面で支援が必要な子どもたちなど
に対して，毎月の扶助金支給と医療保険証の無償提供などが行われている
（Nguyễn Văn Hồi, Nguyễn Thị Hoài Thu 2021,29）。毎月支給される扶助金の支給
基準額は27万ドンであり，対象者の抱える困難の状況に応じて係数がかけられ
る（政府議定136号，2013年10月21日）14）。
　社会扶助策の経常的な対象者のうち，高齢者は，181万2372人（約57.5％）を
占める。高齢者法では高齢者を60歳以上と定めているが，通常公的扶助の対象
とされるのは，80歳以上の高齢者である。つぎに，障害者については，109万
6027人（約34.8％）を占める。障害者のうち，公的扶助のおもな対象となるのは，
末端地方行政単位の人民委員会委員長によって設立される障害度確定評議会によ
って，重度障害者もしくは特別重度障害者と認定された障害者である。そして，
孤児・栄養面で支援が必要な子どもたちについては，5万1229人（約1.6％），そ
の他18万9598人（約6.0％）という内訳となっている。

（3）革命功労者に対する補償

　革命功労者とは，抗仏，抗日，抗米の各戦争への参加など，ベトナムの革命や
独立達成，国家への貢献が認められた人たちのことを指す。革命功労者への敬意，
感謝の気持ち，ケアに対する責任は，「水を飲んだら水源を思い出せ」という表
現でベトナムではよくリマインドされる。扶助金の支給，医療保険証の無償提供，
住居改善支援などの革命功労者に対する社会政策については，革命功労者法令15）

によって定められている。

13）2022～ 2025年の貧困基準額は農村部150万ドン（1人/月），都市部200万ドン（1人/月）と定められ
ている（政府議定7号，2021年1月27日）。

14）2021年3月15日に政府議定20号（同年7月1日発効）が出され、支給基準額は36万ドンに引き上げら
れた。

15）2005年に制定された革命功労者法令に対し，2012年に修正補充が加えられ，2021年6月30日まで
効力をもっていたが，2021年7月1日から2020年に制定された革命功労者法令が新たに発効した。
ここでは前者の時期について述べている。
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　2020年末現在でベトナムには約920万人の革命功労者が暮らすとされる。こ
のうち毎月の扶助金受給者は140万人近く存在し，革命功労者家族の約99.7％が，
居住地の住民の平均的生活水準もしくはそれ以上の生活水準で暮らしていると見
込まれる（Nguyễn Bá Hoan 2021, 15）。なお，政府議定20号（2015年2月14日）に
基づき，2015年4月から毎月の扶助金基準額は131万8000ドンとされていたが，
2019年7月1日に出された政府議定58号により，2019年8月15日から162万
4000ドンに引き上げられた。

第13回党大会政治報告の分析2

　本節では，第13回党大会と第12回党大会で採択された政治報告の比較考量に
基づき，ベトナムの社会保障について考える16）。以下では，まず第13回党大会
政治報告の注目点について考察を行い，そのうえで人口高齢化問題についてみる。
後者に焦点を当てるのは，本章で取り上げる複数の事項にかかわっており，序章・
本章の冒頭で記した第13回党大会で定められた目標達成の時期にかかわる2030
～ 2045年に，より大きな社会的課題として，顕在化する可能性があるからである。

2-1．注目されるポイント　
　本項では，以下の8点，すなわち，（1）政治報告全体における位置付け，（2）

格差問題，（3）人口動向・人口政策関連，（4）労働・雇用関連，（5）社会構造関連，
（6）「最低限度の生活レベル」の保障，（7）医療関連，（8）革命功労者関連の順
にみることにしたい17）。

16）ベトナムの社会保障の基本的な柱は，前節でみたように公的保険網，社会扶助策，革命功労者に対
する補償策である。第13回党大会政治報告では，全面的な社会保障体系の発展を目指すとしている
ことから考えても，これらの基本的な柱については第13回党大会以降も変わらないと考えられる。

17）第13回党大会政治報告第Ⅷ章では，新型コロナウイルス感染症への直接的な言及はされていない。
党大会開催時点では同感染症の広がりを比較的よく抑え込めていたことが，その要因の1つかもし
れない。しかし，他章では言及がみられ，たとえば第13回党大会任期の中心的任務についてまとめ
た第XV章において，同感染症を集中的に抑え込み，ワクチン接種を進めるとの方針が示されている。
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（1）政治報告全体における位置付け

　政治報告全体における位置付けをみると，第13回党大会政治報告では，第12
回党大会政治報告と同様な形で，おもに第Ⅷ章で社会保障について記されてい
る18）。第13回党大会政治報告における章タイトルは，「持続的に社会発展を管理し，
社会的進歩，社会的公平を確保する」（Quản lý phát triển xã hội bền vững, bảo đảm 

tiến bộ, công bằng xã hội）であり，第12回党大会政治報告における章タイトルは，
「社会発展を管理する。そして，社会的進歩，社会的公平を実現する」（Quản lý 

phát triển xã hội ; thực hiện tiến bộ, công bằng xã hội）となっていた。両章タイト
ルで使用されている用語も類似していることが分かる。こうしたことから，第
13回党大会以降も第12回党大会政治報告の基調を引き継ぎ，それをさらに発展
させるという方向性が看取される。

（2）格差問題

　第13回党大会政治報告では，章の冒頭で「社会政策における社会主義的志向
を十分に認識し，しっかりと保つ」と述べている19）。「社会主義的志向」という
用語を使用した文を章の冒頭に置く形がとられていることから，格差是正，平等，
公平といった要素を重視する姿勢が看取される。第12回党大会政治報告でも地
域間，民族間のさまざまな格差の是正の必要について指摘しているが，こうした
文言を章の冒頭に置くことは，されていなかった。そのほかにも，第13回党大
会政治報告では，貧富格差の広がり，収入に関する不平等の増大など，さまざま
な格差に対する懸念が表明されている。
　ここで少し統計データをみてみたい。たとえば平均寿命は，ホーチミン市が位
置する南部東方地域で最も高く，2019年（速報値）時点で75.7歳であるのに対し，
最も低い中部高原地域では70.3歳と，5.4歳の開きがある（表5-2参照）。中部高
原地域は，2番目に平均寿命が低い北部山岳・北部中流地域と共に，少数民族が
多く暮らす地域である。また，経済的格差の状況をみる際によく使用されるジニ

18）両政治報告共に，過去の総括関連（第I章），発展の方向性関連（第Ⅱ章），経済成長モデルの刷新・経
済の再編関連（第Ⅲ章），社会主義志向市場経済の発展のための制度の完成関連（第Ⅳ章），教育・訓練，
人的資源関連（第V章），科学技術関連（第Ⅵ章），文化・人関連（第Ⅶ章）について述べた後の第Ⅷ章
として，当該章が置かれている。
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係数（0から1までの値をとり，1に近づくほど社会分配の不平等が大きい）をみると，
ベトナムのジニ係数は0.4を超えており，一般的な理解に基づけば，格差が大き
く社会不安を引き起こす可能性をもつ水準にある（表5-3参照）。また，先に言及
した中部高原地域，北部山岳・北部中流地域のジニ係数は，ほかの地域に比べて
一際高くなっており，都市部よりも農村部で格差が大きくなっている。第1節
1-2. （2）①でみたように，貧困削減への継続的な取り組みが功を奏し，貧困層

表5-3　ジニ係数の推移

地域 2010 2015 2016 2017 2018 2019
全国 0.433 0.424 0.430 0.431 0.425 0.423
都市 0.402 0.385 0.397 0.391 0.373 0.373
農村 0.395 0.399 0.398 0.408 0.408 0.415
紅河デルタ地域 0.408 0.393 0.407 0.401 0.390 0.387
北部山岳・北部中流地域 0.406 0.411 0.416 0.433 0.444 0.438
中部北方・中部沿海地域 0.385 0.384 0.385 0.393 0.383 0.389
中部高原地域 0.408 0.397 0.408 0.439 0.440 0.443
南部東方地域 0.414 0.391 0.397 0.387 0.375 0.375
メコンデルタ地域 0.398 0.403 0.395 0.405 0.400 0.395

（出所）Tổng cục thống kê （2019, 848），Tổng cục thống kê （2020, 857）に基づき，筆者作成。

表5-2　ベトナムにおける平均寿命の推移� （歳）

地域 2010 2015 2016 2017 2018 2019
（速報値）

全国 72.9 73.3 73.4 73.5 73.5 73.6
紅河デルタ地域 74.3 74.5 74.6 74.7 74.7 74.8
北部山岳・北部中流地域 70.0 70.8 70.9 71.0 71.0 71.1
中部北方・中部沿海地域 72.4 72.7 72.8 72.9 72.9 73.0
中部高原地域 69.3 69.9 70.1 70.2 70.3 70.3
南部東方地域 75.5 76.0 76.0 76.1 76.2 75.7
メコンデルタ地域 74.1 74.7 74.7 74.8 74.9 75.0

（出所）Tổng cục thống kê （2019, 129），Tổng cục thống kê（2020, 137）に基づき，筆者作成。

19）ベトナム語辞典では，「社会政策」とは「一定のいくつかの社会階層に対する国家の扶助，優遇政策」
（Viện Ngôn ngữ học 2016, 206）と説明されている。本章では，この文脈下の含意として，「社会政策」
を人々の生存，生活にかかわる社会保障政策として理解している。
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の底上げは実現しつつあるものの，格差是正に向けてさらなる取り組みが必要な
状況にベトナムはあると考えられる。

（3）人口動向・人口政策関連

　人口の動向・人口政策に関連しては，①人口ボーナス期20）への言及，②人口
高齢化への言及，③人口政策における力点の変化が注目される，以下，それぞれ
みることにしたい。
　①　「人口ボーナス期」への言及

表5-4　ベトナムの労働力人口の推移＊

2010 2015 2016 2017 2018 2019（速報値）
人口（1,000人） 86,947.4 92,228.6 93,250.7 94,286.0 95,385.2 96,484.0
15歳以上労働力（1,000人） 50,392.9 54,266.0 54,482.8 54,819.6 55,388.0 55,767.4
15際以上労働力/人口（%） 57.96 58.84 58.43 58.14 58.07 57.80

（出所）Tổng cục thống kê （2019,92,144），Tổng cục thống kê （2020, 100,152）に基づき，筆者
作成。

（注）*失業中の人も含む。

　第13回党大会政治報告では，「人口ボーナス期における利点を発展，活用，発
揮させる」として，「人口ボーナス」への言及がみられる。近年，ベトナムの人
口に占める15歳以上労働者の割合は57 ～ 59％を推移しているが，微減の傾向
にある（表5-4参照）。現状の年齢構成をなるべく長く保ち，活用して，経済発展
を引き続き達成していくことが視野に入れられていると考えられる。
　②　「人口高齢化」への言及
　第13回党大会政治報告では，「人口高齢化に適応するための条件を準備する」
として，人口高齢化に備えることの必要性を指摘している。2030年代半ば過ぎ
には，ベトナム人口の20％以上を60歳以上の高齢者が占めるようになると予測
されており（Nguyễn Thị Phương Mai, Trương Thị Ly 2020,8），第13回党大会が経済
目標達成の時期として定めた2030 ～ 2045年には，労働力不足，高齢者介護の

20）ベトナム統計総局は，2009年の人口・住居調査報告において，子供（0～14歳）の人口割合が30％
未満，高齢者（65歳以上）人口の割合が15％未満の状態について，人口ボーナス期と定義している

（UNFPA　2010）。
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担い手の不足に直面する可能性がある。原文ではわずか6語からなるフレーズで
あるが，高齢化問題への備えを進める方針を2021年初めに政治報告という党の
最重要文書で明示したことは，注目される21）。
　③　人口政策における力点の変化
　第13回党大会政治報告では，出生時における男女比率の不均衡の是正22）と共に，
「合理的な人口増加率を保全する」としている。これに対して第12回党大会政
治報告では，出生時における男女比率の不均衡の是正と共に，「人口置換水準を
保全する」と述べられていた。第13回党大会政治報告では，人口が増加も減少
もしない均衡した状態となる合計特殊出生率23）を指す「人口置換水準」ではなく，
「人口増加率」に言及し，さらに「合理的な」という言葉が付されている。こう
したことから，たとえば人口置換水準を超えた人口増加も状況によっては許容す
るというような，より柔軟な姿勢が示されたものと考えられる24）。

（4）労働・雇用関連

　労働・雇用問題の関連では，①「労働市場」という用語の使用，②新たな労働
者の区分けの使用，③海外への労働者移動における力点の変化が注目される。以
下，それぞれみることにしたい。
　①　「労働市場」という用語の使用
　経済成長が続くベトナムでは，1990年代半ばから工業化路線が推進されてきた。
国内総生産（GDP）に占める農林水産業の割合，就業労働者総数に占める同分野
の割合は共に低下傾向にある（図5-2参照）。また，両者間の不均衡状況は改善傾
向にあるものの，2019年（速報値）段階で前者が14.0％，後者が34.5％と，依
然として隔たりが大きい。こうしたなかで，ベトナムは農林水産部門から離れる
労働者の失業問題への対応，働く機会の創出と確保という課題に直面している。

21）その他，第13回党大会政治報告第Ⅱ章でも急速な人口高齢化の趨勢について言及している。
22）ベトナムでは男系家族制度が採用されている。そのため，家系を守り，つないでいくという観点から，

男児の出生を重視する傾向がある。
23）合計特殊出生率とは，1人の女性が生涯に産む子どもの数の平均を一般的に指す。
24）こうした点と関係しているのかどうかは分からないが，第12回党大会では「人口政策・家族計画」と

いう用語が用いられていたが，第13回党大会政治報告では「家族計画」の部分が削除され，「人口政策」
という用語が使用されている。
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その一方，工業化推進という側面からみると，たとえば第4次産業革命25）のよう
な先端分野の発展に適応し，貢献しうるような高度人材の育成と確保も差し迫っ
た課題となっている。農林水産部門からこうした先端分野への一足飛びの転職は
困難であり，種類の異なる2つの大きな雇用問題にベトナムは直面していると考
えられる。
　そうしたなかで，第13回党大会政治報告においては，第12回党大会政治報告
では使われなかった「労働市場」という用語を用い，「持続可能な雇用に向けて
労働市場を発展させる。市場の発展に相応しい労働使用と管理の原則を確立し，
調和的，安定的，進歩的な労働関係を構築する」との方針が示された26）。そして，
労働者の「労働市場」への効果的な参加に向けて，労働者の職業訓練，再訓練の
強化のために失業保険政策を刷新するとしている。
　第12回党大会政治報告でも，雇用問題の解決を重視していたが，どのように
解決するのかについては，必ずしも明確に示されていなかった。これに対し，第
13回党大会政治報告では，複雑な雇用問題の解決のためのアプローチとして，「労
働市場の発展」を位置付けることを方向性として示したものと考えられる。その
背景の1つには，人材を確保し，活かすためには能力・技術を身につけた労働者
が相応しい評価を受けて活躍する機会を獲得し，遺憾なく力を発揮できるような

25）モノのインターネット（IoT）や人工知能（AI），ビッグデータを用いた技術革新のことで，たとえば
これまで人が行ってきた作業の無人化の進行などの変化が指摘されている。

15歳以上就労者に占める農林水産業労働者の割合(%) 国内総生産に占める農林水産業の割合(%)

49.5
43.6 41.6 40.0 37.6 34.5

18.4 17.0 16.3 15.3 14.7 14.0

2010 2015 2016 2017 2018 2019（速報値）

図5-2　農林水産業の経済的位置付け

（出所）Tổng cục thống kê （2019,151），Tổng cục thống kê（2020,159,196）に基づき，筆者
作成。
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環境を創り出す必要があるとの判断があるのではないかと推測される。
　②　新たな労働者の区分け
　第13回党大会政治報告では，「公式セクター労働者」と「非公式セクター労働者」
という労働者の区分けに関する用語が用いられた。そして，「公式セクター労働者」
の比重を増やすとの目標が明示され，「非公式セクター労働者」，なかでも先述し
た離農して新たな職業を探す労働者の雇用問題の解決を重視するとしている。第
12回党大会政治報告では，「公式」，「非公式」という労働者の区分けは用いられ
ておらず，たとえば後者について「農業分野から生まれた余剰労働者」という表
現のみが用いられていた。「公式」，「非公式」という用語が使用された背景には，
こうした図式を示すことで，雇用形態に起因して公的保険網（第1節1-2 .（1）参照）

の外に置かれ，脆弱な立場にある労働者たちを，将来的には公的保険網下に組み
入れる必要があることを明確に示す意図があるのではないかと考えられる。
　③　海外への労働者移動における力点の変化
　第13回党大会政治報告では，第12回党大会政治報告における「労働力輸出」
という用語ではなく，「契約にしたがって海外へ仕事に出るベトナム人労働者を
導く工作」という用語が使用された。そして，第12回党大会政治報告では「労
働力輸出政策を合理的に調整する」と短く述べるに止まっていたが，第13回党
大会政治報告では，技術を習得した労働者を優先的に安全で高い所得レベルをも
つ海外市場に導くようにし，帰国後にはベトナム国内で活用するとのビジョンが
示された。2016 ～ 2020年の貧困削減プログラム（首相決定1722号，2016年9月

2日）において貧困削減策の1つとして盛り込まれているように，とくにベトナム
の地方では，雇用対策や貧困削減をおもな目的として，かならずしも職業技術を
習得していない労働者の海外労働移動が後押しされてきた。しかし，海外での生
活を支える職業技術を身につけていないうえ，外国語の壁，労働習慣の違いなど
に直面したベトナム人労働者が，職場から姿を消してしまうケースも少なくない
ことが指摘されている（Trần Nguyễn Thị Yến, Nguyễn Thị Hải Bình 2020,21）。 第13
回党大会政治報告の上述の方針は，そうしたことに対する反省も踏まえ，職業技

26）給与政策については，経済成長の速度や労働能率向上の速度に合致し，市場における労働力価格の
変化と結びつける方向にしたがって，改革するとしている。
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術を身につけた労働者による海外労働市場開拓への志向を新たに示したものでは
ないかと考えられる。

（5）社会構造関連

　第13回党大会政治報告では，第12回党大会政治報告で使用されていた「社会
階層」（giai tầng xã hội）という用語は使用されなかった27）。第12回党大会政治報告
では「社会階層に相応しい政策を構築し，実行する」，「社会階層構造を保つ」と
して，社会構造，政策構築のベースもしくは対象として「社会階層」を位置付け
ていた28）。ベトナム経済が目指す工業化の推進，産業構造の転換と高度成長は，
人々の社会的な移動を促進する動きであり，「社会階層」を固定化する発想とは
相容れない側面がある。2045年までに先進国入りするとの目標を盛り込んだ第
13回党大会政治報告において，第12回党大会政治報告のような文言，表現が用
いられなかった背景には，上述のような理由があるのではないかと考えられる。
ただしその一方で，人々の自由な社会的移動を手放しで許容するとしているわけ
ではなく，さらなる階層化を監視するという文言も残されている点には留意する
必要がある。その背景には，経済開発，経済発展の進展に付随する貧富格差の一
層の拡大への懸念があると考えられる。

（6）「最低限度の生活レベル」の保障

　第13回党大会政治報告では，貧困削減政策に関連して，基本的なサービスと
共に「最低限度の生活レベル」（mức sống tối thiểu）を保障するとの目標が明示さ
れた。第12回党大会政治報告では，たとえば基本的な社会サービスへのアクセ
スと共に「基本的な社会保障を保障する」という表現が用いられているが，その
「程度」については言及されていなかった。
　その一方，第13回党大会政治報告では「社会福祉，社会保障の向上を重視し，
住居・移動・教育・医療・雇用に関する人民の基本的，不可欠な必要を満たすよ
う努力する」という文言がみられる。ここでは当局が「基本的，不可欠な必要を

27）労働者階級（giai cấp công nhân），農民階級（giai cấp nông dân）という用語は，第ⅩⅡ章などで使用され
ている。

28）第11回党大会政治報告でもこうした用語は使用されていない。
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満たす」とは必ずしも断言していない。ベトナムでは，たとえば障害者の生活に
おいても，障害者本人と家族，とくに後者がケアをはじめとして，経済面でも大
きな役割を担う傾向がみられる29）。また高齢者についても，国からの扶助金や医
療保険証の無料支給の対象となるのは，通常80歳を迎えてからである。このよ
うに元々家族をはじめとする国民の側も多くの役割を担ってきていることから，
現実的には国家だけでなく，国民も共に負担を担うという側面が，考慮のうちに
含まれているのではないかと考えられる。

（7）医療関連

　第13回党大会政治報告では，医療分野における社会化（民間医療機関の参入）

の推進や公的医療機関と民間医療機関の取り扱いにおける平等性の確保について
言及された。そして，「医療体系，とくに予防医療の全面的な刷新と結びつけて，
感染症を主体的に防ぎ，取り締まり，その能力を向上させる」として，新型コロ
ナウイルス感染症に直接的には言及していないものの，感染症に対してより適確
に対処できる体制を整えるとの方針が示された。総合的に判断すると，こうした
ことは，ベトナム国内で活動する医療機関がその属性に関係なく，役割を担い，
もてる能力を発揮して活動することの重要性が当局により認識された結果ではな
いかと考えられる。他方，第12回党大会政治報告では，健康ケアサービスへの
アクセスにおける地域間，人々の間の格差是正のための集中的投資を重視する姿
勢が示されていたが，第13回党大会政治報告では言及されていない。これにつ
いては，第12回党大会以降，医療保険の普及が一定程度進んだことや，2020年
初め以降，新型コロナウイルス感染症の対応に追われたことによる影響が背景に
あるのではないかと推測される。

（8）革命功労者関連

　第13回党大会政治報告では，第12回党大会政治報告にも増して，革命功労者
のケア・扶助に対して，積極的な姿勢が示された。革命功労者だけでなくその家
族にも触れ，革命功労者に対する社会扶助レベル引き上げの継続的実行のために

29）たとえば，寺本（2010; 2013）を参照。
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予算の均衡を図るとして，財政面についてまで言及している。また，たとえば戦
死した兵士の墓地の整備のような「報恩感謝」への取り組みを強化する方向も示
されている。現在の国家を築き，その体制と社会を守ることに貢献した人たちに
対するケアは，引き続き重要課題の1つとして取り組まれるものと考えられる。

2-2．人口高齢化問題
　最後に，第2節2-1. （3）②で言及した人口高齢化の問題を再度取り上げ，この
問題に対するベトナムの対応について少し深掘りする。それは，この問題がこれ
までに取り上げた複数の事項にかかわり，詳細に分析することで新たな示唆を得
ることができると考えられることに加え，序章・本章の冒頭で記した第13回党
大会で定められた3つの大目標のうち，少なくとも後二者にかかわる2030 ～
2045年の時期に，一層顕在化する可能性がある問題だからである。第13回党大
会政治報告では，「人口高齢化に適応するための条件を準備する」と述べるに止
められているが，この一文が盛り込まれた背景には，どのような状況と取り組み
があるのだろうか。以下，人口高齢化の概況，対応の方向性の順にみることにし
たい。

（1）人口高齢化の概況

　ベトナムでは，平均寿命が伸びる傾向にあり，1999年時に68.6歳であったも
のが，2019年には73.6歳（速報値）まで伸びている（表5-2参照）。2019年の人口・
住居調査によると，60歳以上人口は1300万人近くで人口の約13.6％を占める。
65歳以上人口については，840万人超で人口の約8.9％を占めている（Trần Ngọc 

Diễn 2020,5）。全人口に占める65歳以上人口は2011年から7％を超えており，世
界保健機構（WHO）の基準によれば，ベトナムは現段階ですでに「高齢化社会」
に該当する30）。ちなみに，東南アジア諸国連合（ASEAN）全体でも2019年段階
で65歳以上人口の占める割合が，7％を超えており，人口の高齢化が進んでいる
（Đại đoàn kết 2020年11月19日付）。そして，ベトナムの平均寿命は2030年に78歳，

30）WHOの基準によれば，65歳以上の人口が，全人口に対して7％を超えると「高齢化社会」，14％を
超えると「高齢社会」，21％を超えると「超高齢社会」とされる。
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2050年には80.4歳まで伸び（Trần Ngọc Diễn 2020,5），65歳以上人口が2036年に
は人口の14％を超えて，「高齢社会」の段階に入ると予測されている（Tổng cục 

thống kê 2021）。

（2）対応の方向性

　現段階における人口高齢化に対するベトナムのおもな対応策としては，①社会
保険制度の普及，②定年退職年齢の引き上げ，③人口政策の修正などを挙げるこ
とができる。以下，順を追ってみていくことにしたい。
　①　社会保険制度の普及
　第1節1-2.（1）①でみたように，2020年末の段階で社会保険制度に加入してい
るベトナムの労働者は約1610万人で，労働年齢人口の約32.6％に止まっている。
このうち約110万人が自主的加入社会保険への加入者である。もしこの普及状況
が変わらなければ，将来的に年金など社会保険制度を享受できない高齢者の規模
が大きくなり，当該者だけでなく，その家族，社会も，経済的に厳しい状況に直
面することが予想される。先述したように，2018年10月8日に出された政府決
議125号では，労働年齢に達した労働者の社会保険加入率目標を，2021年まで
に約35％，2025年までに約45％，2030年までに約60％としている。そして，
定年退職年齢に達した人のうち，年金受給者の割合が2021年までに約45％，
2025年までに約55％，2030年までに約60％を占めるようにするとの目標を定
めている。このように，社会保険制度の普及は，ベトナムの人口高齢化に対する
対策において柱の1つになっている。
　②　定年退職年齢の引き上げ
　定年退職年齢の引き上げも，人口の高齢化に対する対応策の1つとして考えら
れる。この問題は年金受給開始年齢に関係する。これに関しては，政府議定135
号（2020年11月18日）が2021年1月1日から施行された。同議定により，女性の
労働者については，2021年から定年退職年齢が現行の55歳から毎年4カ月引き
上げられ，2035年までに定年退職年齢は60歳となる。そして，男性の労働者に
ついては，2021年から現行の定年退職年齢である60歳から毎年3カ月ずつ引き
上げられ，2028年までに定年退職年齢は62歳となる。こうした施策は，高齢者
の仕事に対する能力・意欲を生かす機会を生み出すだけでなく，社会保険料の納
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入期間が延長され，年金支払開始時期が先延ばしされることにより，社会保険財
源の拡充と安定が図れるという点でも，プラス効果が大きいと考えられる。
　③　人口政策（家族計画）

　第2節2-1.（2）でみたように，第13回党大会政治報告で，15歳以上労働力人口
が全人口の6割近くを占めるという人口ボーナス期の利点発揮が主張される一方
で，第13回党大会政治報告では人口政策の修正についても示唆されている。
　2006 ～ 2010年に，ベトナムでは，1夫婦子ども「1人もしくは2人」の方針
が採用されていた（首相決定170号，2007年11月8日）。この方針は，2015年まで
は維持された（首相決定1199号，2012年8月31日）。しかし，2017年10月25日に
第12期第6回党中央委員会決議21号が出され，2030年までの目標として，1夫
婦に子ども「2人（đủ 2 con）」の方向に修正が図られた。そして，同決議を受け
て2020年に首相決定588号（2020年4月28日）が出され，2030年までに1夫婦に
子どもが2人いるようにするとの政府方針が明確に打ち出され，第3子以上の出
生に伴って科される各組織，機関などにおける罰則も破棄するとの方針が示され
た31）。
　具体的な状況としては，ベトナムの出生率は，地域間，都市・農村間で偏りが
ある。たとえば，首相決定588号によればベトナムの人口置換水準は2 ～ 2.2と
される32）。しかし，2019年（速報値）で南部東方地域，メコンデルタ地域の合
計特殊出生率はそれぞれ1.56，1.80でこれを下回っており，残る紅河デルタ地域，
北部山岳・北部中流地域，中部北方・中部沿海地域，中部高原地域の合計特殊出
生率は逆にこれを上回っている33）。また，農村部の同数値は2.26，都市部では
1.83となっている（Tổng cục thống kê 2020,121-123）。こうした現実を踏まえ，
上述の首相決定588号では，2030年までに，合計特殊出生率が2未満の省・中央

31）たとえば，違反を犯したベトナム共産党員に対する処罰を定めた党中央委員会決定102号（2017年
11月15日）は，3人目の子どもをもうけた場合には譴責処分，4人目の子どもをもうけた場合には
警告もしくは解職（職責を有する場合），そして5人以上子どもをもうけた場合には，党から除名す
ると定めている。

32）合計特殊出生率，人口置換水準については，本節2-1.（3）③を参照。なお，Nhân Dân 2021年2月
28日付，Sài Gòn Giải Phóng 2020年5月13日付では，人口置換水準を2.1としている。

33）これらの地域の合計特殊出生率（2019年速報値）は，紅河デルタ地域2.35，北部山岳・北部中流地
域2.43，中部北方・中部沿海地域2.32，中部高原地域2.43となっている（Tổng cục thống kê 2020, 
122-123）。
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直轄市では同出生率を10％増，合計特殊出生率が2.2以上の省・中央直轄市では
同出生率を10％減とする。そして人口置換水準である2 ～ 2.2を達成している省・
中央直轄市については，それを維持することを目標として定めた。このような目
標の変更，修正をとおして，社会の高齢化の進行を少しでも遅らせ，働き手や高
齢者ケアの担い手を確保することを目指していると考えられる。
　以上の2-2.における検討の結果，第13回党大会政治報告の「人口高齢化に適
応するための条件を準備する」という短い一文の背景には，少なくとも上記した
ような方針と施策がすでに準備，実施されていることが確認された。したがって，
ベトナムの高齢化適応策は，これから新たに準備を始めるという段階にあるので
はなく，一定の対応を進めたうえで，上記課題が政治報告に盛り込まれたという
ことになる。

おわりに

　本章では，第1節でベトナムの社会保障の状況について概観することを試みた。
そして第2節で，第13回党大会政治報告第ⅤⅢ章において注目されるポイントを指
摘すると共に，その分析を行った。本章を終えるにあたり，第13回党大会以降
のベトナムにおける社会保障の全体的，基本的な方向性について考えたい。
　第13回党大会政治報告では国民に基本的サービス・最低限度の生活を保障す
ることが表明された。第12回党大会政治報告における「人道的支援から，公民
の社会保障権の保障へ移行する」，全国民をカバーすべく社会保障網を発展させ
るとの方向性は，第13回党大会政治報告でも継承されている。第13回党大会以
降も，当局は引き続き社会保険・失業保険・医療保険といった公的保険網のすべ
ての対象国民に対する普及や，社会扶助策，革命功労者に対する補償策の継続的
な実施と改善努力に取り組むと考えられる。
　また，経済発展と社会保障の発展を結びつけていくことについても，引き続き
意識していくことになると考えられる。そうした意味で，第2節2-1. （4）①で言
及した「ベトナムの抱える雇用問題の解決のために労働市場を発展させ，労働者
の労働市場への効果的な参加に向けて，労働者の職業訓練，再訓練の強化のため
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に失業保険制度を刷新する」との方針が，今後どのような形で実現されていくの
か，注目される。
　つぎに，第2節2-1.（2）でみたように，第13回党大会政治報告第Ⅷ章冒頭では，
「社会政策における社会主義的志向を十分に認識し，しっかりと保つ」との方針
が示された。これは，平等を重視し，さまざまな格差の広がりを看過しないとい
う姿勢を明示したものと考えられる。このほかにも，第13回党大会で定めた経
済目標を実現していく過程で多くの課題に直面することが予想されるが，そうし
た問題群のなかには，第2節2-2.で掘り下げた人口高齢化の問題も含まれる。同
項では，長期的視野に立ち，状況を見極め，既存政策の適宜修正を図りながら，
この課題に対処していこうとするベトナム当局の姿勢が確認された。
　最後に第13回党大会以降のベトナムにおける社会保障の基本的方向性につい
てまとめておきたい。社会的安定を保ちつつ，長期間にわたる高レベルの経済成
長の実現を目指すなかで，その成長と足並みを揃え，継続的に公的保険網の普及
を推進し，制度の改善に努める。それと共に，社会扶助策，革命功労者に対する
補償策の持続的な実施と充実を図ることが，コアになる。そして，たとえば人口
高齢化など，経済発展の過程で直面する社会的課題を適宜把握し，既存政策の修
正や，既存政策を土台として施策の創出を行うことを通じて，可能な限り安定的
に対処，適応していくという形を基本的にとるものと考えられる。ドイモイ期ベ
トナムの社会保障の現段階は，上述のような営みを積み重ね，試行錯誤を繰り返
しながら，国民生活を守り，支えるための土台を築いていく過程にあると思われ
る。
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